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第 1 章　計画の策定にあたって 
 

１．こどもに関する福祉行政の動向 

 
（１）これまでの国の取組み  

近年の我が国のこども及び子育て支援は、「次世代育成支援対策推進法」（平成 17 年

施行）、「子ども・子育て支援法」（平成 27 年施行）をはじめとした各種法制度に基づ

き、各施策・制度が進められてきました。  
こどもの健やかな成長を支援する、こども・子育て支援の取り組みに加え、少子化対

策、こども・若者育成支援、こどもの貧困、児童虐待防止対策など、こどもを取り巻く

さまざまな環境や課題、社会の変化に合わせ、それぞれ個別の法整備が行われ、各種計

画の策定や取り組みが進められています。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども支援を取り巻く主な法令等  
l 少子化社会対策基本法（H15.9.1 施行、少子化に対処するための施策を総合的

に推進することを目的とした法律。雇用環境の整備、保育サービス等の充実、母

子保健体制の充実、生活環境の整備、経済的負担の軽減などを基本施策とする） 

→　同法に基づき「少子化社会対策大綱」策定  

次世代育成支援対策推進法（H17.4.1 施行、次代の社会を担う子どもを育成

し、又は育成しようとする家庭に対する支援その他の次代の社会を担う子どもが健

やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備のための国若しくは地方公共団体が講

ずる施策又は事業主が行う雇用環境の整備その他の取組を定めた法律） 

→　当初 10 年間の時限法として成立し、令和 6 年度までが有効期限だったが、 

令和 6 年 5 月の改正により令和 17 年 3 月 31 日まで延長 

l 子ども・若者育成支援推進法（H22.4.1 施行、引きこもりやニートなど社会生

活を円滑に営むうえで困難を抱える若者の社会参加を支援する施策について定め

た法律。内閣府に育成支援推進本部を設置し、支援をネットワーク化するなど

国・地方公共団体・児童相談所や NPO による協力体制の整備などを施策とす

る） 

→　同法に基づき子供・若者育成支援推進大綱「子ども・若者ビジョン」 

（H22.10）策定  

l 子どもの貧困対策の推進に関する法律（H22.4.1 施行） 

同法に基づき「子供の貧困対策に関する大綱」（H26.8）策定。令和 5 年 12 月

22 日付けのこども大綱において、「こどもの貧困を解消し、貧困による困難

を、こどもたちが強いられることがないような社会をつくる」ことが明記された

ことを踏まえ、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（R6.6.26

公布、公布日から 3 月以内に政令で定める日に施行）に改正。解消すべき「こ

どもの貧困」を具体的に明記。 

l 子ども・子育て支援法（H27.4.1 施行、核家族や共働き、一人親の増加等の環

境変化に対応した支援を行うことにより、より良い保育を提供するための法律） 
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（２）こどもを取り巻く現状  
我が国ではこどもに関する施策の充実に取り組んできましたが、少子化の進行、人口

減少には歯止めがかかっていないのが現状です。また、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響による収入の減少等による貧困世帯での学習機会の減少、こどもへの虐待件数の

増加、  ヤングケアラーへの対応、こどもの孤立等の問題に加え、子育て家庭の孤立、

女性の年齢別労働力人口の割合をグラフで示したときの M 字カーブの問題等、こどもを

取り巻く環境は深刻化・多様化しています。 

 

（３）こども支援の新たな枠組みがスタート  
常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策を我が国の社会の

真ん中に据えて、強力に進めていくため、令和 5 年 4 月に「こども家庭庁」が発足しま

した。こども家庭庁は、こども政策の司令塔となり、省庁の縦割りを排し、こどもに関

する福祉行政を一元的に担うことが期待されています。  

同じく令和 5 年 4 月から、こどもを権利の主体として位置づけ、その権利を保障する

総合的な法律として「こども基本法」が施行されました。 

こども基本法では、以下のような内容が定められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども施策に関する大綱（こども大綱）　【こ ども 基 本法 第 9 条 に規 定】　  

① こども施策を総合的に推進するために、基本的な方針、重要事項を定めるもの  

② これまで別々に作られてきた「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推

進大綱」、「子供の貧困対策に関する大綱」が「こども大綱」に一元化

こども計画の策定　【こ ども 基本 法第 10 条 に 規定 】　  

① 国の大綱を勘案した都道府県こども計画・市町村こども計画の作成が努力義務

となった 

② こども計画は、既存の各法令に基づく以下の都道府県計画・市町村計画と一体

のものとして作成することができる

子ども・子育て支援事業計画

次世代育成支援行動計画
子どもの貧困対策計画 子ども・若者計画

こども等の意見の反映　【こど も 基本 法第 11 条に規 定 】　  
③ こどもや子育て当事者等の意見を反映すること等が求められている
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また、子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化等を行うことを目的とし

て、児童福祉法等の一部が改正（令和 6 年 4 月 1 日施行）されるなど法整備が進めら

れています。令和 5 年 6 月 13 日には「こども未来戦略方針」が閣議決定され、児童手

当や育児休業・給付の拡充、保育の拡充など少子化対策の更なる強化も進められていま

す。 

 
 

２．「中間市こども計画」について 
 

（１）策定の背景と概要  
令和 2 年 3 月に策定した「第二期中間市子ども・子育て支援事業計画」（中間市次世

代育成支援行動計画を包含している）が令和 6 年度末をもって終了することから、令和

7 年度から令和 11 年度までの 5 年間を計画期間とする中間市こども計画（以下「こど

も計画」という。）を策定します。 

こども計画は、令和 5 年 4 月 1 日に施行されたこども基本法に基づくこども大綱や

こども基本法、福岡県のこども計画との整合性に留意し、次の計画を包含し、一体的な

ものとして策定することとします。 

母子保健を含む成育医療等に関する計画については、成育過程にある者及びその保護

者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推

進に関する法律（平成 30 年法律第 104 号）に基づき、市町村において計画を策定す

るものとされていることから、同様に一体のものとして策定することとします。 

また、学童保育を含め、こどもたちが安全・安心に過ごすことができる居場所づくり

についても、計画的に進めることが求められていることから、本市の基本方針を策定し

ます。 

本計画は、「第二期中間市子ども・子育て支援事業計画」による取組みを継続、発展

させるとともに、国の動向や社会情勢、本市における諸課題、市民アンケート調査の結

果等を踏まえ、本市の実情に即したこども・若者・子育て支援施策の総合的な推進を目

的として策定するものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

こども計画に包含する計画  
l 子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援事業計画」  

l 次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支援行動計画」  

l 子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく「子どもの貧困対策推進計画」  

（未策定）  
l 子ども・若者育成支援推進法に基づく「子ども・若者計画」（未策定）  

l 成育基本法に基づく「母子保健を含む成育医療等に関する計画」（未策定）
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（２）計画の対象   
本計画においては、下記の年齢等を対象としています。   
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

少子化対策大綱 子供の貧困対策に関する大綱 子供・若者育成支援推進大綱

・子ども・若者育成支援推進法第９条に規定する、市町村子ども・若者計画

・こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第10条に規定する、市町村計画

　次世代育成支援対策推進法第9条に基づく市町村行動計画

　成育基本法第17条に基づく「母子保健を含む成育医療等に関する計画」

　子ども・子育て支援法第61条に基づく子ども・子育て支援事業計画

【国】こども大綱

市町村こども計画（「こども基本法」より抜粋）

　市町村こども計画は、既存の各法令に基づく以下の市町村計画と一体のものとして
作成することができる。

・その他の法令の規定により地方公共団体が作成する計画であってこども施策に関する
　事項を定めるものの例

子ども・子育て支援事業計画 子ども・若者計画

次世代育成支援行動計画 子どもの貧困対策計画

母子保健を含む成育医療等に関する計画

こどもの居場所づくりの推進

中間市こども計画【新計画】

l 「子ども・子育て支援」については、生まれる前から乳幼児期を経て 18 歳までの

こどもとその家庭、地域、企業、行政などすべての個人及び団体としています。  

l 「若者支援」については、おおむね 15 歳から 40 歳未満の者としています。 

l 「次世代育成支援」については、次代の社会を担うこどもを育成し、又は育成しよ

うとする家庭としています。  

l 「こどもの貧困対策」については、貧困の状況にある者の妊娠から出産まで及びそ

のこどもがおとなになるまでの過程の各段階としています。  

l 「母子保健を含む成育医療」については、成育過程にある者及びその保護者並びに

妊産婦としています。
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こども基本法では、『本法における「こども」は、心身の発達の過程にある者をい

い、一定の年齢で上限を画しているものではない。』との明記がされていることから、

本計画においても一定の年齢上限は定めないものとします。  
 

（３）他の計画との関係   
中間市こども計画は、中間市総合計画及び中間市地域福祉計画を上位計画とする、福

祉分野の個別計画の位置づけであり、こども基本法第１０条に基づく「市町村こども計

画」です。加えて、子ども・若者育成支援推進法第９条に基づく「市町村子ども・若者

計画」、子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に基づく「市町村計画」、子ども・

子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」及び次世代育成

支援対策推進法第８条に基づく「市町村行動計画」を包含するものとなっています。   
また、本計画は、国の策定する「こども大綱」と、福岡県の策定する都道府県こども

計画「福岡県こども計画」との整合に留意しました。  
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（４）計画の期間   
本計画の期間は、令和 7 年度から令和 11 年度までの 5 年間となります。なお、社会

経済情勢や市の状況の変化、子ども・子育て・若者のニーズ等に適切に対応するため、

必要に応じて見直しを行います。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）SDGs の視点を踏まえた計画の推進  
SDGs は、「Sustainable Development Goals」（持続可能な開発目標）の略であ

り、令和 12 年までの長期的な開発の指針として、平成 27 年 9 月の国連サミットで採

択された国際社会共通の目標です。 

SDGs では、「地球上の誰１人として取り残さない」を基本理念に、経済・社会・環

境の諸課題を総合的に解決し、持続可能な世界を実現するために、17 の目標と 169 の

ターゲットが揚げられています。 

本計画においても、SDGs を意識し、各施策・事業を推進していきます。SDGs の

17 の目標のうち、本計画と特に関連の深い項目は次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11

子ども・子育て
支援事業計画（第1期）

子ども・子育て
支援事業計画（第2期）

次世代育成支援行動計画
（H22～H26) こども計画
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３.　計画の策定体制  

 

（１）アンケート調査の実施   
 
次ページ参照  

 

 

（２）会議における協議   
本計画に子育て当事者等の意見を反映し、本市におけるこども・子育て・若者支援施

策をこどもと子育て家庭及び若者の実情を踏まえて実施するため、学識経験者、教育・

保育事業者、地域の子育て関係団体・機関等並びに子育ての当事者で構成する「中間市

子ども・子育て会議」を設置し、計画策定に必要な事項の議論を行い、その結果をもと

に計画書を策定し、市長に答申します。   
 

（３）パブリックコメントの実施  
素案作成段階において、市民に計画策定に関する情報を広く提供するとともに、市民

の意見を幅広く聴取し、計画に反映させるためにパブリックコメント（意見募集）を実

施します。  
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中間市こども計画策定に係るアンケート調査等実施内容について

１．各種調査の目的、対象等について【下記の表参照】

２．調査の時期及び期間

　　　こども・保護者、若者対象：令和６年９月１２日から９月２４日まで グループヒアリング：令和６年１１月６日、１１月１９日　

　　　サービス提供事業者対象　：令和6年９月24日から１０月２１日まで

　　　子育て・教育関係団体対象：令和６年１０月３日から１１月１２日まで

調査名 関係する計画 調査の目的 調査の対象 調査の方法

就学前児童の保護者（全数）

小学生の保護者（全数）

こどもの生活に関する意識調査
（保護者用）

③、④
子育て家庭の生活実態・意識
を把握する。

小学1年生から中学３年生までの保
護者（全数）

小学１年生から小学３年生までの児
童生徒（全数）

小学４年生から小学６年生までの児
童生徒（全数）

中学１年生から中学３年生までの児
童生徒（全数）

若者の生活に関する調査 ③、④、⑥
若者の生活実態・意識を把握
する。

15～39歳の市民（2,000人を無作
為抽出）

郵送によりQRコードを貼
付 し た 依 頼 文 書 を 送 付
し、WEB上で回答。

子育て支援サービス提供事業者
（調査票A）

①、②、④
教育・保育事業の運営状況や
課題、事業展開の予定、支援
ニーズ等を把握する。

市内の保育所等（認定こども園、小
規模保育所、認可外届出施設）、幼
稚園

子育て・教育関係団体
（調査票B）

①、②、③、
④、⑥

こどもの支援にかかわる団体
の活動内容や活動上の課題、
支援者側の視点でみたこども
や子育て環境の状況等につい
て把握する。

校区まちづくり協議会、学習支援団
体、子育て支援団体、学童保育所、
こども食堂事業団体、生活困窮・若
者支援団体、障がい児支援事業所、
市民生委員・児童委員協議会、市子
ども会育成連絡協議会、市社会福祉
協議会、市少年相談センター

グループヒアリング（こども・
若者対象のワールドカフェ)

当事者であるこどもの意見を
こども計画に 反映させる た
め、あらかじ め決められ た
テーマについ て、一緒に 考
え、意見交換を行う。

中間東小学校
中間高校
各１回実施

ワールドカフェ形式

※表中の「関係する計画」の表記について

　①子ども・子育て支援事業計画　　②次世代育成支援行動計画　　③子ども・若者計画　　④子どもの貧困対策計画

　⑤母子保健を含む成育医療等に関する計画　　⑥こどもの居場所づくり推進

こども計画策定に係る市民アン
ケート調査

①、②、⑤、
⑥

教育・保育事業や子育て支援
事業の利用状況とニーズ（計
画①に関する量の見込み）を
把握する。学童保育の利用意
向をはじめ、こどもの居場所
に関する現状と今後の需要等
を把握する。

就園児、小中学生及びそ
の保護者は、学校や保育
所等を通じて、QRコード
を貼付した依頼文書を配
布し、WEB上で回答（小
1･小2は紙で回答）。
未就園児の保護者は、郵
送により同一の依頼文書
を送 付 し 、WEB 上 で 回
答。

こどもの生活に関するアンケー
ト調査
（こども用）

③、④、⑥
こどもの生活実態・意識を把
握する。

調査票を電子メールによ
り送付し回答。
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第２章　こどもを取り巻く環境の変化 
  

1.　人口統計等からみた課題 

（１）人口及び世帯構成の変化  
 
本市の総人口は、平成 29 年の 42,583 人から令和６年には 39,151 人となり、3,432

人 減 少 し て い ま す 。 総 世 帯 数 を み る と 、 平 成 29 年 の 20,587 世 帯 か ら 令 和 ６ 年 に は

20,459 世帯に減少しています。世帯当たりの人員は、平成 29 年の 2.07 人から減少傾

向が続き、令和 6 年には 1.91 人となっています。 

年少人口（0～14 歳）は、平成 29 年の 4,678 人から令和 6 年は 4,122 人となり、

556 人減少。総人口に対する年少人口の構成比は、平成 29 年は 11.0％、令和 6 年は

10.5％で推移しており、年少人口の減少傾向が認められます。 

施設等の世帯を除く一般世帯数は、平成 7 年と令和 2 年を比較すると 16,913 世帯か

ら 17,331 世帯となり、418 世帯増加しています。一般世帯数の中での構成比をみると、

親族世帯の割合が減少し、単独世帯の割合が増加しているほか、夫婦と子どもの世帯が減

少傾向で、ひとり親（男親と子どもの世帯、女親と子どもの世帯）が増加傾向にあります。 

6 歳未満の子どもがいる一般世帯は、平成 7 年の 1,792 世帯から令和 2 年では 1,157

世帯と 635 世帯減少し、18 歳未満の子どもがいる一般世帯も平成 7 年の 5,302 世帯

から令和 2 年では 2,962 世帯と約半数に減少しています。一般世帯全体に占める割合も

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳。各年9月末時点、令和6年は7月末時点

42 ,583 42 ,086 41 ,574 41 ,161 40 ,478 40 ,039 39 ,590 39 ,151

20 ,587 20 ,542 20 ,554 20 ,571 20 ,448 20 ,486 20 ,518 20 ,459
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1 .95
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中間市の人口と世帯数の推移

人 口（人） 総世帯数（世帯） 世帯当たり人員
人・世帯 人/世帯
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※住民基本台帳。各年9月末時点、令和６年は７月末時点

4 ,678 4 ,600 4 ,544 4 ,507 4 ,376 4 ,303 4 ,228 4 ,122

11 .0% 10 .9% 10 .9% 10 .9% 10 .8% 10 .7% 10 .7% 10 .5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

中間市の年少人口の推移

年少人口 構成比人

世帯構成の推移

核家族
（計）

夫婦
のみ

夫婦と
子ども

男親と
子ども

女親と
子ども

16,913 14,221 11,895 3,856 6,352 249 1,438 2,326 38 2,654

％ 84.1% 70.3% 22.8% 37.6% 1.5% 8.5% 13.8% 0.2% 15.7%

17,560 14,132 12,027 4,270 5,870 243 1,644 2,105 65 3,363

％ 80.5% 68.5% 24.3% 33.4% 1.4% 9.4% 12.0% 0.4% 19.2%

17,864 13,781 11,740 4,379 5,234 272 1,855 2,041 99 3,984

％ 77.1% 65.7% 24.5% 29.3% 1.5% 10.4% 11.4% 0.6% 22.3%

17,778 12,963 11,078 4,331 4,677 277 1,793 1,885 165 4,645

％ 72.9% 62.3% 24.4% 26.3% 1.6% 10.1% 10.6% 0.9% 26.1%

17,389 12,239 10,638 4,268 4,206 276 1,888 1,601 117 5,029

％ 70.4% 61.2% 24.5% 24.2% 1.6% 10.9% 9.2% 0.7% 28.9%

17,331 11,486 10,008 3,972 3,892 296 1,848 1,478 191 5,654

％ 66.3% 57.7% 22.9% 22.5% 1.7% 10.7% 8.5% 1.1% 32.6%

※国勢調査

親族世帯
（計）

単位：世帯、構成比％

一般世帯

親族世帯

非親族
世帯

単独
世帯

核家族世帯
その他の
親族世帯

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和2年

6歳未満・18歳未満の親族（子ども）のいる一般世帯の推移

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

一般世帯① 16,913 17,560 17,864 17,778 17,389 17,331

６歳未満の親族（子ども）のいる一般世帯② 1,792 1,684 1,572 1,436 1,250 1,157

構成比　②/① 10.6% 9.6% 8.8% 8.1% 7.2% 6.7%

18歳未満の親族（子ども）のいる一般世帯③ 5,302 4,677 4,102 3,629 3,205 2,962

構成比　③/① 31.3% 26.6% 23.0% 20.4% 18.4% 17.1%

※国勢調査

単位：世帯、構成比％



１１ 

（２）将来推計人口  
「国立社会保障・人口問題研究所」（令和 5 年推計）の将来推計人口によると、本市の

総人口は将来的にも減少を続け、10 年後の令和 17 年には 32,979 人になると見込まれ

ています。 

年少人口についても、令和 2 年の 4,405 人から令和 17 年には 3,122 人になると見

込まれています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※国勢調査及び「国立社会保障・人口問題研究所」（令和 5 年推計）の将来推計人口
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（３）人口減少の背景  
 
出生と死亡による自然の増減をみると、平成 26 年から令和 5 年のいずれの年も出生

数が死亡数を下回っており、総人口は自然減の状況が続いています。また、出生数は平成

29 年の 301 人から年々減少し、令和 5 年は 208 人となっています。 

社会的な人口の増減を転出・転入でみると、令和３年までは転出数が転入数を上回って

いましたが、令和４年以降は、転入数が転出数を上回る社会増が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,387
1,594 1,553 1,531 1,625 1,525 1,478

1,349

1,708 1,712

1,766 1,704 1,626 1,721 1,658
1,812

1,639 1,616 1,636 1,673

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

中間市における転入数と転出数の推移

転入数 転出数
人

275 280 269 301
252 267 263

220 210 208

554 583 615 576 597 620
556

618

721 706

0

200

400

600

800

平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

中間市における出生数と死亡数の推移

出生数 死亡数
人

※住民基本台帳 

※住民基本台帳 
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（４）合計特殊出生率の推移  
 
合計特殊出生率（15～49 歳の女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が

生涯に出産するこどもの人数の平均）の推移をみると、国、県を下回る水準で推移してい

ましたが、平成 15～平成 19 年以降は一定期間上昇傾向が見られ、平成 30～令和４年

では若干減少したものの、国、県を上回り 1.46 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省「人口動態統計」 

1.6
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1.5
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1
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合計特殊出生率の推移

中間市 福岡県 全国
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（５）女性人口の推移  
 
合計特 殊出生 率の対象 となる 15～ 49 歳の 女性の 人口は平成 2 年の 12,263 人 から

令和２年の 6,660 人へと減少が続いており、今後、合計特殊出生率が上昇しても出生数

の大きな増加が望めない状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,035 1,713 1,450 1,197 993 884 794

1,493 1,824
1,445

1,188
952 852 765

1,308 1,413
1,635

1,380
1,154

884 772

1,391 1,226
1,294

1,436

1,191
988

879

1,805
1,407

1,228

1,263

1,353

1,108
975

2,237

1,861

1,407

1,226

1,197

1,342

1,109

1,994

2,302

1,837

1,403
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女性人口の推移

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 合計
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（６）未婚率の推移  
本市におけるこどもを産み育てる若い世代の未婚率は、平成 7 年と令和 2 年を比較す

ると、30 歳以上の女性、男性ともに上昇傾向にあることが分かります。また、女性より

も男性の未婚率がすべての年齢階層で高くなっており、令和 2 年の 35～39 歳男性の未

婚率は 39.9％と 10 人に 4 人が未婚であることがわかります。女性についてみると、令

和 2 年では 30～34 歳の未婚率が平成 27 年と比べ 4.1 ポイント上昇しており、35～39

歳の未婚率が 3.1 ポイント下降しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査

88.9% 88.1% 88.4% 90.7% 88.7% 86.1%

65.9% 64.8% 68.2% 67.1% 67.7% 67.3%

36.7%
43.2%

48.3% 48.8% 46.7%
51.0%

24.8% 25.9%

34.5%
38.6% 38.5% 39.9%
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60.0%

80.0%

100.0%

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

中間市における男性の未婚率の推移

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

※国勢調査

86.5% 84.8% 84.3% 86.2% 86.2%
81.7%

51.3%
56.8% 59.0% 56.5% 56.8% 58.4%

25.0%
31.1%

36.6% 38.3%
33.9% 38.0%

13.9%
18.2%

22.6%
29.0% 29.0%

25.9%
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20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

中間市における女性の未婚率の推移

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳
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（７）婚姻件数と離婚件数の推移  
本市の婚姻件数の推移を見ると、平成 29 年は 158 件でしたが、令和 5 年は 106 件

と減少傾向にあります。離婚件数の推移をみると、令和 4 年の 53 件を除き、70～90

件台で推移しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）母子・父子世帯数の状況  
令和２年における本市のひとり親家庭の状況をみると、母子世帯は 358 件で本市の一

般世帯に占める割合は 2.07％となっています。この割合は県や全国を上回っています。

父子世帯は 30 件で一般世帯に占める割合は 0.17％となっており、県や全国の値をやや

上回っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※庁内資料（統計なかま）

158 146 147 132 135 123
106

89 97 94 93 79
53 77

0

100
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300

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

中間市における婚姻件数と離婚件数の推移

婚姻件数 離婚件数
件

ひとり親家庭の状況

世帯数 構成比 世帯数 構成比

中間市 17,331 358 2.07% 30 0.17%

福岡県 2,318,479 35,804 1.54% 3,280 0.14%

全国 55,704,949 646,809 1.16% 74,481 0.13%

単位：人

一般世帯数
母子世帯数 父子世帯数

※令和２年国勢調査
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（９）被保護世帯数等の推移  
本市内の被保護世帯数、被保護人員のいずれも緩やかな減少傾向を示しています。人口

千人当たりの保護率を県と比較すると高い水準にあります。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※福岡県生活保護速報  

1,007 985 950 918 893 874

1,353 1,307 1,252 1,179 1,143 1,119

3.18 3.19 3.09 2.95 2.83 2.82
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中間市における被保護世帯数及び保護人員の推移

被保護世帯（世帯） 被保護人員（人） 保護率（千人当たり）
人

%

※保護率は人口千人に対する割合、世帯数、人員は年度平均 

※福岡県生活保護速報

1.68 1.66 1.64 1.63 1.62 1.62

2.50 2.46 2.41 2.38 2.35 2.33

3.18 3.19 3.09 2.95 2.83 2.82

1.00
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平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

保護率の推移の比較

全国

福岡県

中間市

%

‰

‰
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（10）女性の就労状況  
本市の女性の年齢階級別労働力率について、平成 22 年をみると、20～24 歳から 45

～49 歳まで労働力率がほぼ横ばいで推移している状況が確認できます。これに対し、令

和 2 年をみると、25～29 歳で 82.0％と平成 22 年を 10.5 ポイント上回る労働力率と

なっており、30～34 歳で 76.3％に減少します。しかし、その後、上昇傾向を示し、45

～49 歳では 82.2％と全年代で最も高くなっています。5 年前、10 年前と比べ女性で就

業している人の割合が各年代で上昇していることがわかります。 

また本市の女性の労働力率（令和 2 年）をみると、25～29 歳では 82.0％と、全国や

県平均と比べ 5 ポイント程度低くなっています。 

 
 
 
 
 
 

16.5%

72.0%
72.4%

68.8% 70.6% 72.5% 71.4%
65.9%

56.6%

38.6%

7.1%

15.2%

70.5%

71.5%
69.3% 70.3%

75.9% 74.6%
71.3%

63.4%

45.3%

11.0%
17.8%

72.3%

82.0%
76.3%

79.0%
81.4% 82.2%

80.1%

71.2%

59.4%

14.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

15～19 25～29 35～39 45～49 55～59 65歳以上

中間市における女性の年齢階級別労働力率の比較

平成22年

平成27年

令和2年

※国勢調査

中間市における女性の年齢階級別労働力率の５年ごとの比較
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80.9% 82.0% 80.1%

74.8%

61.1%

18.9%16.8%

74.2%

86.6%

79.1%

78.1%
80.8% 82.0%

80.2%

75.3%

62.2%

19.9%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65以上

中間市における女性の年齢階級別労働力率の比較（令和２年）

中間市

福岡県

全国

※国勢調査

中間市における女性の年齢階級別労働力率の全国・県との比較（令和２年）
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２.　こども計画策定に係るアンケート調査等の概要 
 

（１）調査設計  
子育ての現状やお考えなどをうかがい、中間市の今後の子ども・子育て支援行政を

効果的に行うための基礎資料とし、令和７年度からの「中間市こども計画」に反映さ

せていただくことを目的に、アンケート及びグループヒアリングによる調査を実施し

ました。  
 
▮こども・保護者へのアンケートの構成  
　・こども計画策定に係る市民アンケート調査  
　 　 （ 対 象 ： 就 学 前 児 童の 保 護 者 及 び 小 学 生の 保 護 者 ）  
　・こどもの生活に関する意識調査  
　 　 （ 対 象 ： 中 学 生 の 保護 者 対 象 ）  
　・こどもの生活に関するアンケート  
　 　 （ 対 象 ： 小 学 １ 年 生～ ３ 年 生 、 小 学 ４ 年生 ～ ６ 年 生 、 中 学 １ 年 生～ ３ 年 生 ）  
　・若者の生活に関する意識調査  
　 　 （ 対 象 ： 15～ 39 歳 の 市 民 ）  
 
･  調査地域  

・中間市全域  
 
･  調査対象　  

１）中間市在住の就学前児童の保護者 1,079 人  

２）中間市在住の小学生児童の保護者 1,721 人  

３）中間市在住の中学生の保護者 962 人  

４）中間市在住の 15 歳～39 歳の市民 1,990 人  

５）中間市の小学校に通う１年生～３年生の児童 851 人  

６）中間市の小学校に通う４年生～６年生の児童 845 人  

７）中間市の中学校に通う生徒 962 人  

 
･  調査方法  

・上記５）中間市の小学校に通う１年生～２年生のみ、調査票配布・回収  

　それ以外は全て web による回答  

 
･  調査期間  
　・調査対象５）～７）：令和 6 年９月１２日～同年 9 月２４日  

　・調査対象１）～４）：令和 6 年９月１７日～同年 9 月２４日  

 
･  有効回収数と回収率　  

１）中間市在住の就学前児童の保護者 227 件（有効回答率 21.0％）  
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２）中間市在住の小学生児童の保護者 274 件（有効回答率 15.9％）  

３）中間市在住の中学生の保護者 122 件（有効回答率 12.7％）  

４）中間市在住の 15 歳～39 歳の市民 324 件（有効回答率 16.3％）  

５）中間市の小学校に通う１年生～３年生の児童 685 件（有効回答率 80.5％）  

６）中間市の小学校に通う４年生～６年生の児童 843 件（有効回答率 96.9％）  

７）中間市の中学校に通う生徒 788 件（有効回答率 81.9％）  

 

･  調査項目  
１）中間市在住の就学前児童の保護者  
 ・お子さんとご家族の状況について  
 ・お子さんの保護者の就労状況について  
 ・お子さんの平日の日常的な幼稚園・保育園等のサービスの利用について  
 ・お子さんの地域の子育て支援サービスの利用状況について  
 ・お子さんが病気の際の対応について  
 ・お子さんの不定期及び宿泊を伴う一時預かり等の利用について  
２）中間市在住の小学生児童の保護者  
 ・お子さんとご家族の状況について  
 ・お子さんの保護者の就労状況について  
 ・お子さんの放課後の過ごし方について  
 ・子育ての環境や生活状況について  
 ・子育てに係る相談先や支援策の考えについて  
３）中間市在住の中学生の保護者  
 ・あなたのことについて  
 ・子育ての環境や生活状況について  
 ・子育てに係る相談先や支援策の考えについて  
 ・お子さんやあなたの、家庭以外での活動等について  
 ・中間市の取組や印象などについて  
４）中間市在住の 15 歳～39 歳の市民  

 ・あなたのことについて  
 ・あなたの居場所や悩んだ時の相談先について  
 ・あなたの結婚や子をもつことに対するお考えについて  
 ・ヤングケアラー・若者ケアラーについて  

・中間市の取組や印象などについて  
５）中間市の小学校に通う１年生～３年生の児童  
 ・あなたのことや、おうちでのことについて  
 ・学校での生活について  
 ・あなたの健康や悩み、おうち・学校以外での生活について  
 ・あなたがお世話している家族について  
 ・中間市の印象などについて  
６）中間市の小学校に通う４年生～６年生の児童  
 ・あなたのことや、おうちでの生活について  
 ・学校での生活や勉強、進学のことについて  
 ・あなたの健康や悩み、おうち・学校以外での生活について  
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 ・あなたが中心になってお世話している家族について  
 ・中間市の取組や印象などについて  
７）中間市の中学校に通う生徒  
 ・あなたのことや、おうちでの生活について  
 ・学校生活に関わることや勉強、進学のことについて  
 ・あなたの健康や悩み、おうち・学校以外での生活について  
 ・あなたが中心になってお世話している家族について  
 ・中間市の取組や印象などについて  
 

３．主なアンケート調査結果 
 
この節では、こどもの権利についての認知度、子育て環境の満足度、保護者の就労状

況とサービスの利用状況、子育てに必要な支援・対策、小学生及び中学生の学校での生

活状況、小学生及び中学生、若者の居場所、中間市での居住意向など、こどもや若者の

アンケート調査結果の概要を掲載しました。  
 

（１）こどもの権利についての認知度  
l 小学４年生～６年生、中学１年生～３年生、15 歳～39 歳市民対象、小学生保護

者、中学生保護者対象 

 
国際条約で、こどもには主に「生きる権利、育つ権利、守られる権利、参加する権

利」の４つの権利があると定められています。これらのこどもの権利についての認知度

をみると、こどもの権利について「知っている」の割合は中学１年生～３年生の

78.3％が最も高く、以下、割合が高い方から 15～39 歳の市民（68.8％）、中学生保

護者（67.2％）、小学生保護者（62.4％）、小学４年生～６年生（32.4％）の順となっ

ています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例

小学4 年～6年生
(n=843)

中学１年～3 年生
(n=788)

15歳～39歳の
市民(n=324)

小学生保護者
(n=274)

中学生保護者
(n=122)

知っている

32.4 

78.3 

68.8 

62.4 

67.2 

知らない

65.2 

21.3 

31.2 

27.4 

32.8 

無回答

2.4 

0.4 

0.0 

10.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）中間市子どもを守る条例についての認知度  
l 小学４年生～６年生、中学１年生～３年生、15 歳～39 歳市民対象、小学生保護

者、中学生保護者対象 

 
本市では中間市子どもを守る条例を制定しています。この条例についての認知度をみ

ると、条例を「知っている」の割合は中学生保護者の 21.3％が最も高く、以下、割合

が高い方から小学生保護者（19.0％）、中学１年生～３年生（18.9％）、小学４年生～

６年生（14.0％）、15 歳～39 歳の市民（9.0％）の順となっています。 

こどもの権利の認知度と比較すると、条例の認知度は低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

小学4 年～6年生
(n=843)

中学１年～3 年生
(n=788)

15歳～39歳の
市民(n=324)

小学生保護者
(n=274)

中学生保護者
(n=122)

知っている

14.0 

18.9 

9.0 

19.0 

21.3 

知らない

84.2 

80.8 

91.0 

70.4 

78.7 

無回答

1.8 

0.3 

0.0 

10.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）子育て環境や支援に対する満足度  
l 就学前保護者、小学生保護者、中学生保護者、15 歳～39 歳市民対象 

 
子育て環境や支援に対する満足度の平均値をみると中学生の保護者の 3.02 が最も高

く、以下、平均値の高い方から、小学生児童保護者（2.95）、15～39 歳の若者

（2.63）の順となっており、就学前児童の保護者の 2.59 が最も低くなっています。中

学生の保護者では「4 点（やや満足）」の割合が 38.5％を占め他の対象者よりも高くな

っています。就学前児童の保護者では「2 点（やや不満）」が 28.2％で他の対象者より

も高くなっています。 

 
【就学前保護者、小学生保護者、中学生保護者、15 歳～39 歳市民との比較】 

　■子育て環境や支援に対する満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
就学前児童と小学生児童の保護者については、今回の令和 6 年度の結果と平成 25 年

度及び令和元年度の結果と比較しました。 

就学前児童の保護者では、過去 2 回の調査と比較して「2 点（やや不満）」が増加

し、「3 点（どちらともいえない）」が減少しています。 

小学生児童の保護者では、過去 2 回の調査と比較して「4 点（やや満足）」が増加

し、「2 点（やや不満）」が減少しています。 

   

高低 満 足 度

凡例 平均

就学前児童保
護者(n=227) 2.59

小学生児童保
護者(n=274) 2.95

中学生の
保護者

(n=122)
3.02

１５歳～39歳
の市民

(n=324)
2.63

1点

14.5 

7.3 

2点

28.2 

3点

41.4 

52.6 

4点

15.0 

14.6 

5点

0.9 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【前回、前々回調査との比較】 

■就学前児童の保護者の子育て環境や支援に対する満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■小学生児童の保護者の子育て環境や支援に対する満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高低 満 足 度

高低 満 足 度

凡例

令和6年度
(n=227)

令和元年度
(n=440)

平成25年度
(n=566)

1点

14.5 

8.0 

8.5 

2点

28.2 

20.5 

23.1 

3点

41.4 

48.2 

45.9 

4点

15.0 

15.5 

15.9 

5点

0.9 

4.5 

3.2 

無回答

0.0 

3.4 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

令和6年度
(n=274)

令和元年度
(n=447)

平成25年度
(n=604)

1点

7.3 

10.1 

14.9 

2点

18.6 

25.3 

29.0 

3点

52.6 

52.3 

44.7 

4点

14.6 

10.3 

6.5 

5点

6.9 

0.9 

2.0 

無回答

0.0 

1.1 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）保護者の就労状況とサービスの利用状況  
l 就学前児童保護者の就労状況  

就学前児童の保護者を対象とした調査結果によると、父親では「フルタイムで就労し

ており、産休・育休・介護休業中ではない」人の割合が 94.8％を占めています。 

一方、母親では「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中で

はない」が 32.6％で最も高く、これと近い割合の 29.5％で「フルタイムで就労してお

り、産休・育休・介護休業中ではない」が続いており、母親で就労している人の割合の

合計は 78.4％と、5 人のうちの 4 人の母親が何らかのかたちで就労していることがわ

かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l 就学前児童のサービス利用状況  
令和元年度は「利用している」人の割合が平成 25 年度に比べ 17.6 ポイント増加し

ており、この期間で日常的な幼稚園や保育園等に対する需要が大きく増加したことがう

かがえます。令和 6 年度は、「利用している」人の割合が令和元年度に比べさらに増加

し、81.1％となっています。 

 
【前回、前々回調査との比較】 

■日常的な幼稚園・保育園等のサービス利用状況  
 
 

 

 

 

 

 

凡例

母親
(n=227)

父親
(n=221)

産休・育休・

介護休業中ではない

29.5 

94.8 

産休・育休・介護

休業中である

10.6 

0.5 

産休・育休・介護

休業中ではない

32.6 

0.5 

産休・育休・

介護休業中である

5.7 

0.5 

以前は就労していたが、

現在は就労していない

18.5 

0.0 

これまで就労

したことがない

0.4 

0.0 

無回答

2.6 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで就労 パート・アルバイト等で就労

凡例

令和6年度
(n=227)

令和元年度
(n=440)

平成25年度
(n=566)

利用している

81.1 

78.6 

61.0 

利用していない

18.9 

20.9 

38.9 

無回答

0.0 

0.5 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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また、(a)現状のサービスの利用状況と(b)今後の利用意向との差が大きいサービス

は、「幼稚園」（b-a=8.7 ポイント）、「幼稚園の預かり保育」（b-a=10.1 ポイント）と

なっており、就学前児童の保護者において、幼稚園に対する一定のニーズがあることが

うかがえます。 

 

■平日の幼稚園・保育園等のサービス利用状況と今後のサービス利用意向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l 就学前児童保護者のこどもの放課後についての意向  
l 平成 30 年 4 月 2 日から平成 31 年 4 月 1 日生まれのこどもの保護者のみ 

 
こどもが小学校低学年のうち放課後に過ごさせたい場所については、「学童保育（放

課後児童クラブ）」の 53.6％が最も高く、これに「自宅」の 46.4％が続いています。 

小学校高学年になったら過ごさせたい場所については、「自宅」の 67.9％が最も高

く、これに「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」の 50.0％が続いて

います。 

 

 

40.2

18.5

31.5

23.4

3.8

0.0

0.0

0.5

0.5

0.0

6.5

0.0

0.5

48.9

28.6

37.9

31.7

4.4

0.9

4.0

5.7

4.4

1.8

7.9

4.8

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模保育事業

家庭的保育事業

事業所内保育施設

企業主導型保育

居宅訪問型保育

認可外保育施設

児童発達支援センター

ファミリー・サポート・センター

その他

現在、利用している

サービス

n=184

今後、利用したい

サービス

n=227

(%)
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■放課後に過ごさせたい場所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.4

21.4

32.1

7.1

32.1

53.6

3.6

0.0

3.6

67.9

21.4

50.0

7.1

10.7

14.3

0.0

14.3

7.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童館

放課後こども教室

学童保育（放課後児童クラブ）

ファミリー・サポート・センター

部活動

その他（公民館、公園など）

小学校低学年のうち、

放課後に過ごさせたい

場所

n=28

小学校高学年になっ

たら、放課後に過ごさ

せたい場所

n=28

(%)
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l 小学生児童保護者の就労状況とサービス等の利用希望  
小学生児童の保護者を対象とした調査結果によると、父親では「フルタイムで就労し

ており、産休・育休・介護休業中ではない」人の割合が 93.8％を占めています。 

一方、母親でも「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が

37.6％で最も高くなっていますが、これと近い割合の 36.5％で「パート・アルバイト

等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が続いており、母親で就労して

いる人の割合の合計は、休業中を含め 80.0％となっています。 

平日の小学校終了後の過ごさせたい場所としては、「自宅」の 70.4％が最も高く、こ

れに「習い事」の 35.4％、「学童保育」の 31.8％が続いています。 

 
■小学生児童保護者の就労状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■平日の小学校終了後の過ごし方（現状）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例

母親
(n=271)

父親
(n=241)

産休・育休・

介護休業中ではない

37.6 

93.8 

産休・育休・介護

休業中である

2.6 

0.4 

産休・育休・介護

休業中ではない

36.5 

1.2 

産休・育休・

介護休業中である

3.3 

0.0 

以前は就労していたが、

現在は就労していない

16.2 

1.2 

これまで就労

したことがない

1.1 

0.0 

無回答

2.6 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで就労 パート・アルバイト等で就労

70.4

16.4

35.4

31.8

0.4

10.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

学童保育（放課後児童クラブ）

部活動

その他（公民館、公園など） n=274

(%)
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また、(a)現状のサービスの利用状況と(b)今後の利用意向との差が大きいサービスは、

「習い事」（b-a=13.5 ポイント）、「学童保育」（b-a=-8.4 ポイント）となっており、小

学生の保護者において、習い事に対するニーズが高いことがうかがえます。 

 

■平日の小学校終了後の過ごさせたい場所（希望） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l 小学生児童保護者の学童保育に対する利用意向  
小学生児童保護者の学童保育（放課後児童クラブ）に対する利用意向をみると、「利

用する必要はない」の 59.1％が最も高く、これに「低学年の間は利用したい」の

21.2％、「高学年になっても利用したい」の 19.7％が続いています。 

学童保育の利用意向で「低学年の間は利用したい」または「高学年になっても利用し

たい」とした人のみに聞いた、学童保育（放課後児童クラブ）の開所延長希望をみる

と、「ぜひ延長してもらいたい」は平日と土曜日・長期休暇のいずれも 21.5％で、「ど

ちらかといえば延長してもらいたい」は平日 15.0％、土曜日・長期休暇 14.6％となっ

ています。 

 

■学童保育の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.5

17.2

48.9

6.2

26.6

23.4

4.7

8.8

12.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童館

放課後こども教室

学童保育（放課後児童クラブ）

ファミリー・サポート・センター

部活動

その他（公民館、公園など） n=274

(%)

低学年の間は

利用したい

21.2％

高学年に

なっても

利用したい

19.7％

利用する

必要はない

59.1％

n=274
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■学童保育の開所延長希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l 学童保育（放課後児童クラブ）の満足度  
小学生児童保護者の学童保育（放課後児童クラブ）の満足度（利用している人のみ）

をみると、「まあ満足」の 35.6％が最も高く、これに「普通」の 31.0％、「少し不満」

の 16.1％が続いています。「とても満足」と「まあ満足」を合わせた『満足』は

44.8％で、「少し不満」と「とても不満」を合わせた『不満』は、23.0％となっていま

す。 

現在、利用している学童保育（放課後児童クラブ）の満足な点と不満な点をみると、

満足な点では「安心して預けることができる」の 62.1％が最も高く、これに「利用し

たいときに利用できる」の 39.1％、「家の近くにある」の 36.8％が続いています。こ

れに対し、不満な点をみると、「利用料がかかる・高い」の 34.5％が最も高く、これに

「職員や内容の質に不安がある」の 21.8％、「利便性（利用時間、日数など）」の

17.2％が続いています。 

 

 

■現在、利用している学童保育の満足度（学童保育を利用している人のみ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.5

15.0

63.5

21.5

14.6

63.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

ぜひ延長してもらいたい

どちらかといえば延長してもらいたい

延長する必要はない

平日

n=274

土曜日・長期休暇

n=274

(%)

凡例 『満足』 『不満』

小学生の保護者
(n=87) 44.8 23.0

とても満足

9.2 

まあ満足

35.6 

普通

31.0 

少し不満

16.1 

とても不満

6.9 

無回答

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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■現在、利用している学童保育の満足点／不満点（学童保育を利用している人のみ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.1

27.6

26.4

36.8

16.1

3.4

39.1

2.3

2.3

21.8

17.2

2.3

34.5

8.0

2.3

10.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

安心して預けることができる

／他人に預けるのは不安

職員や内容の質がよい

／職員や内容の質に不安がある

利便性（利用時間、日数など）がよい

／利便性（利用時間、日数など）がよくない

家の近くにある

／近くにない（遠い）

利用料がちょうどよい

／利用料がかかる・高い

手続きがわかりやすい

／手続きがわずらわしい

利用したいときに利用できる

／利用したいときに利用できない

その他

満足な点

n=87

不満な点

n=87

(%)
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（５）子育てに必要な支援・対策  
※ 就学前保護者、小学生保護者、中学生保護者対象  

 
保護者対象の調査結果をみると、子育てに必要な支援・対策としては、就学前児童の

保護者、小学生の保護者、中学生の保護者のいずれも、「経済的負担の軽減（子ども医

療などの医療費助成や保育料の軽減など）」の割合が最も高く、これに「子どもが安

全・安心に遊べる場の整備」が続いています。割合が 3 番目に高くなっている選択肢

は、就学前児童の保護者では「保育・幼児サービスの充実」と「安心して医療機関にか

かれる体制の整備（小児救急や夜間小児診療など）」、小学生の保護者と中学生の保護者

では「小中学期における教育環境の充実」となっています。 

就学前児童、小学生、中学生とこどもの年代が上がるにつれて割合が減少している選

択肢は、「経済的負担の軽減（子ども医療などの医療費助成や保育料の軽減など）」、「保

育・幼児サービスの充実」、「子育てに関する相談や情報を得ることができる場づく

り」、「安心して医療機関にかかれる体制の整備（小児救急や夜間小児診療など）」、「子

育てしやすい住まいの整備に対する支援」となっています。 
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【就学前保護者、小学生保護者、中学生保護者との比較】 

　■子育てに必要な支援・対策 
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（６）小学生及び中学生保護者の経済的な状況  
 

① 経済的な理由で経験したこと  
※ 小学生保護者、中学生保護者対象  

 

小学生及び中学生の保護者を対象とした調査結果によると、小学生、中学生の保護者

のいずれも「あてはまるものはない」の割合が 50％以上となっています。実際に経験

した内容をみると、小学生、中学生の保護者のいずれも「貯金がなくなった」が最も高

く、これに「家賃や光熱水道費、もしくは税金や保育料、学費等の支払いが遅れた」が

続いています（小学生の保護者では「借金した」も同率で２番目に高い割合となってい

ます）。 

小学生保護者、中学生保護者別にみた割合の高い上位３項目（「あてはまるものはな

い」を除く選択肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学生保護者 

Ÿ 「貯金がなくなった」（23.6％）、「家賃や光熱水道費、もしくは税金や保育料、学

費等の支払いが遅れた」（16.4％）、「借金した」（16.4％） 

n 中学生保護者 

Ÿ 「貯金がなくなった」（27.0％）、「家賃や光熱水道費、もしくは税金や保育料、学

費等の支払いが遅れた」（18.0％）、「医療機関の受診を控えた」（14.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.5

10.9

16.4

9.1

16.4

23.6

7.3

61.8

11.5

14.8

18.0

10.7

11.5

27.0

10.7

52.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

食材を買えなかった

医療機関の受診を控えた

家賃や光熱水道費、もしくは税金や

保育料、学費等の支払いが遅れた

衣服などを買えなかった

（高価な衣服や貴金属、宝飾品を除く）

借金をした

貯金がなくなった

わからない、答えたくない

あてはまるものはない

小学生保護者

n=55

中学生保護者

n=122

(%)
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② 経済的な理由でこどもの希望がかなわなかったこと  
※ 小学生保護者、中学生保護者対象  

 

小学生及び中学生の保護者を対象とした調査結果によると、小学生、中学生の保護者

のいずれも「あてはまるものはない」の割合が 50％以上となっています。実際に経験

した内容をみると、小学生、中学生の保護者のいずれも「家族旅行ができなかった」が

最も高く、これに「学習塾や習い事に通えなかった」が続いています。 

小学生保護者、中学生保護者別にみた割合の高い上位３項目（「あてはまるものはな

い」を除く選択肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学生保護者 

Ÿ 「家族旅行ができなかった」（18.2％）、「学習塾や習い事に通えなかった」

（10.9％）、「誕生日や正月などのお祝いができなかった」（5.5％） 

n 中学生保護者 

Ÿ 「家族旅行ができなかった」（30.3％）、「学習塾や習い事に通えなかった」

（15.6％）、「わからない、答えたくない」（7.4％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6

1.8

10.9

1.8

5.5

18.2

3.6

3.6

63.6

0.8

0.0

15.6

3.3

4.9

30.3

2.5

7.4

57.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

学用品を買えなかった

遠足や修学旅行に参加できなかった

学習塾や習い事に通えなかった

部活動、クラブ活動に参加できなかった

誕生日や正月などのお祝いができなかった

家族旅行ができなかった

病院の受診ができなかった

わからない、答えたくない

あてはまるものはない

小学生保護者

n=55

中学生保護者

n=122

(%)
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③ 負担が大きいと感じている教育にかかる費用  
※ 小学生保護者、中学生保護者対象  

 

小学生及び中学生の保護者を対象とした調査結果で負担感が大きいとした内容をみる

と、小学生、中学生の保護者のいずれも「学校外の教育費（塾代、家庭教師や通信教育

の費用）」が最も高く、これに「習い事の費用」が続いています。 

小学生保護者、中学生保護者別にみた割合の高い上位３項目（「あてはまるものはな

い」を除く選択肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学生保護者 

Ÿ 「学校外の教育費（塾代、家庭教師や通信教育の費用）」（43.6％）、「習い事の費

用」（40.0％）、「学校給食費」（25.5％） 

n 中学生保護者 

Ÿ 「学校外の教育費（塾代、家庭教師や通信教育の費用）」（45.1％）、「習い事の費

用」（36.9％）、「学用品」（27.9％）、「修学旅行費」（27.9％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.8

25.5

21.8

3.6

40.0

43.6

16.4

1.8

27.9

25.4

27.9

23.0

36.9

45.1

15.6

0.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

学用品

学校給食費

修学旅行費

部活動、クラブ活動費

習い事の費用

学校外の教育費

（塾代、家庭教師や通信教育の費用）

負担が大きいと感じているものはない

その他

小学生保護者

n=55

中学生保護者

n=122

(%)
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（７）学校での生活について  
※ 小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生対象 

 

こども対象の調査結果をみると、学校での生活については、就学前児童の保護者、小

学生の保護者、中学生の保護者のいずれも、「以下のようなことはあまりない」の割合

が 50％台で最も高くなっています。 

学年別にみた割合の高い上位３項目（「以下のようなことはあまりない」を除く選択

肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学１年生～小学３年生 

Ÿ 「忘れ物が多い」（19.7％）、「ちこく・早たいをすることが多い」（11.5％）、「学

校を休んでしまうことが多い」（8.8％） 

n 小学 4 年生～小学 6 年生 

Ÿ 「忘れ物が多い」（26.3％）、「学校に提出するものを遅れて出すことが多い」

（16.0％）、「ちこく・早たいをすることが多い」（7.7％） 

n 中学１年生～中学３年生 

Ÿ 「学校に提出するものを遅れて出すことが多い」（28.8％）、「忘れ物が多い」

（21.6％）、「ちこく・早たいをすることが多い」（8.0％） 

 

【小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生との比較】 

　■学校での生活 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.9

8.8

11.5

19.7

0.0

3.8

―

59.4

4.9

7.7

26.3

16.0

1.8

5.8

54.4

5.8

8.0

21.6

28.8

2.4

7.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

以下のようなことはあまりない

学校を休んでしまうことが多い

ちこく・早たいをすることが多い

忘れ物が多い

学校に提出するものを遅れて出すことが多い

保健室で過ごすことが多い

学校では１人で過ごすことが多い

小学１年～３年生

n=685

小学4 年～6 年生

n=843

中学１年～3 年生

n=788

(%)
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（８）居場所とインターネットの利用状況について  
l 居場所について  
※ 小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15

歳～39 歳の市民対象 

 
こども及び若者対象の調査結果をみると、居場所については、小学１年生～小学３年

生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 歳の市民のいずれ

も、「自分の家（部屋以外）」と「自分の部屋」の割合が高くなっています。 

学年及び若者別にみた割合の高い上位５項目（選択肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学１年生～小学３年生 

Ÿ 「自分の家（部屋以外）」（58.1％）、「自分の部屋」（40.4％）、「学校」

（26.9％）、「親せきの家」（24.2％）、「友だちの家」（20.6％） 

n 小学 4 年生～小学 6 年生 

Ÿ 「自分の家（部屋以外）」（67.0％）、「自分の部屋」（56.3％）、「親せきの家」

（33.5％）、「学校」（29.5％）、「友だちの家」（24.7％） 

n 中学１年生～中学３年生 

Ÿ 「自分の部屋」（77.2％）、「自分の家（部屋以外）」（60.9％）、「親せきの家」（28.0％）、

「学校」（25.1％）、「インターネット空間」（22.7％） 

n 15 歳～39 歳の市民 

Ÿ 「自分の家（部屋以外）」（72.5％）、「自分の部屋」（56.8％）、「インターネット空間」

（12.7％）、「友だちの家」（6.5％）、「親せきの家」（5.2％）、 

 
また、「インターネット空間」を選択した割合を学年及び若者の間で比較すると、「中

学１年生～中学３年生」の 22.7％が最も高く、以下、割合が高い方から、「小学４年生

～小学６年生」（16.5％）、「15 歳～39 歳の市民」（12.7％）、「小学１年生～小学３年

生」（7.2％）の順となっています。 

このほか「図書館や公園など」を居場所として選択した人の割合は、学年や年齢が上

がるほど低くなっています。 
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【小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 

歳市民との比較】 

 

　■居場所（ほっとできる場所、居心地のいい場所） 
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l インターネットを使える機器の所有状況  
※ 小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生対象 

 
インターネットを使える機器の所有状況をみると、「自分だけで使う機器を使ってい

る」は中学１年生～中学３年生の 89.1％が最も高く、これに小学４年生～小学６年生

の 70.5％、小学１年生～小学３年生の 48.9％が続いており、学年が高いほど所有率が

高くなっています。「家族で同じ機器を使っている」では、小学１年生～小学３年生の

36.6％が最も高く、これに小学４年生～小学６年生の 21.7％、中学１年生～中学３年

生の 8.8％が続いています。 

「自分だけで使う機器を使っている」と「家族で同じ機器を使っている」を合わせた

『機器を使っている』は、中学１年生～中学３年生の 98.9％が最も高く、以下、小学

４年生～小学６年生の 92.2％、小学１年生～小学３年生の 85.5％の順となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l 使っている SNS 
※ 小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生対象 

 

使っている SNS をみると、小学４年生～小学６年生よりも中学１年生～中学３年生

の方が、それぞれの SNS において使用している割合が高くなっています。 

学年別にみた割合の高い上位３項目は、以下のとおりです。 

 

n 小学 4 年生～小学 6 年生 

Ÿ 「LINE」（61.6％）、「TikTok」（42.3％）、「SNS を使っていない」（26.7％） 

n 中学１年生～中学３年生 

Ÿ 「LINE」（89.8％）、「TikTok」（65.9％）、「Instagram」（60.3％） 

 

 

凡例

小学1年～3年生
(n=685)

小学4年～6年生
(n=843)

中学１年～中学３年
生(n=788)

自分だけで使う

機器を使っている

48.9 

70.5 

89.1 

家族で同じ機器を

使っている

36.6 

21.7 

8.8 

持っていない

9.9 

6.4 

1.9 

無回答

4.5

1.4

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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l 中間市公式 SNS の閲覧状況  
※ 小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生対象 

 

中間市公式 SNS の閲覧状況をみると、小学４年生～小学６年生と中学１年生～中学

３年生のいずれも、「見たことはない」が 80％台となっています。小学４年生～小学６

年生では「LINE」が 10.0％、中学１年生～中学３年生では「Instagram」が 12.2％

で、それぞれ最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.6

15.9

42.3

12.3

3.2

26.7

8.4

89.8

60.3

65.9

37.4

3.7

6.5

4.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

LINE

Instagram

TikTok

X（前のTwitter）

Facebook

SNSを使っていない

その他

小学4 年～6 年生

n=843

中学１年～3 年生

n=788

(%)

10.0

2.6

2.7

0.9

85.4

2.5

12.2

3.6

0.6

82.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

LINE

Instagram

X（前のTwitter）

Facebook

見たことはない

小学4 年～6 年生

n=843

中学１年～3 年生

n=788

(%)
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（９）ヤングケアラーについて  
① 「ヤングケアラー」または「若者ケアラー」の認知度  
※ 15 歳～39 歳の市民対象 

 
15 歳～39 歳の市民対象調査の結果によると、「ヤングケアラー」または「若者ケア

ラー」の認知状況については、「聞いたことがあり、内容も知っている」の 46.0％が最

も高く、「聞いたことはない」の 32.4％、「聞いたことはあるが、よく知らない」の

21.6％となっています。「聞いたことがあり、内容も知っている」と「聞いたことはあ

るが、よく知らない」を合わせた認知度は、67.6％となっています。 

また、回答者本人が「ヤングケアラー」または「若者ケアラー」に該当するかについ

ては、「現在、ヤングケアラーもしくは若者ケアラーである」が 3.1％、「かつてはそう

だったが、今はそうではないと思う」が 6.8％となっています。 

 
【15 歳～39 歳市民との比較】 

　■「ヤングケアラー」または「若者ケアラー」の認知度 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　■「ヤングケアラー」または「若者ケアラー」にあてはまるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

聞いたことがあ

り、内容も知っ

ている

46.0％

聞いたことはあ

るが、

よく知らない

21.6％

聞いたこと

はない

32.4％

n=324

現在、ヤングケ

アラーもしくは

若者ケアラーで

ある

3.1％

かつてはそう

だったが、

今はそうではな

いと思う

6.8％かつても、

今もそうだ

と思わない

90.1％ n=324
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② あなたが中心となってお世話している人  
※ 小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15

歳～39 歳の市民対象 

 
こども及び若者対象の調査結果をみると、あなたが中心となってお世話している人に

ついては、小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年

生、15 歳～39 歳の市民のいずれも、「自分が中心となってお世話をしている家族はい

ない」の割合が最も高くなっています。また、この選択肢の割合は学年や年齢が高くな

るほど高くなっています。 

学年及び若者別にみた割合の高い上位 3 項目（選択肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学１年生～小学３年生 

Ÿ 「お母さん」（28.9％）、「きょうだい」（26.4％）、「お父さん」（19.9％） 

n 小学 4 年生～小学 6 年生 

Ÿ 「お母さん」（28.9％）、「きょうだい」（26.2％）、「お父さん」（19.7％） 

n 中学１年生～中学３年生 

Ÿ 「きょうだい」（14.0％）、「お母さん」（12.3％）、「お父さん」（8.4％） 

n 15 歳～39 歳の市民 

Ÿ 「その他」（4.6％）、「お母さん」（4.0％）、「おばあさん・おじいさん」（3.4％）  

 
【小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 

歳市民との比較】 

　■あなたが中心となってお世話している人 
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③ あなたが中心となってお世話している人へのお世話の内容  
※ 小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15

歳～39 歳の市民対象 

 
こども及び若者対象の調査結果をみると、回答者が中心となってお世話している内容

については、小学１年生～小学３年生を除きいずれも、「家事（食事の準備、掃除、洗

濯など）」の割合が高くなっています。また、15 歳～39 歳の市民では「家事（食事の

準備、掃除、洗濯など）」と並んで「病院に一緒に行く」の割合が最も高くなっていま

す。 

学年及び若者別にみた割合の高い上位５項目（選択肢）は、以下のとおりです。 

 

n 小学１年生～小学３年生 

Ÿ 「買い物や散歩に一緒に行く」（33.4％）、「家事（食事の準備、掃除、洗濯など）」

（23.6％）、「入浴やトイレのお世話」（16.4％）、「病院に一緒に行く」（9.2％）、

「薬の管理」（5.5％） 

n 小学 4 年生～小学 6 年生 

Ÿ 「家事（食事の準備、掃除、洗濯など）」（51.3％）、「買い物や散歩に一緒に行く」

（31.9％）、「見守り」（26.6％）、「話を聞く」（26.1％）、「きょうだいのお世話や送

り迎え」（23.1％） 

n 中学１年生～中学３年生 

Ÿ 「家事（食事の準備、掃除、洗濯など）」（49.2％）、「見守り」（39.0％）、「話を聞く」

（36.2％）、「買い物や散歩に一緒に行く」（32.2％）、「きょうだいのお世話や送り迎

え」（21.5％） 

n 15 歳～39 歳の市民 

Ÿ 「家事（食事の準備、掃除、洗濯など）」（56.4％）、「病院に一緒に行く」（56.4％）、

「話を聞く」（51.3％）、「買い物や散歩に一緒に行く」（48.7％）、「見守り」（46.2％）、

「きょうだいのお世話や送り迎え」（21.5％） 

 
また、「見守り」（26.6％）、「話を聞く」を選択した人の割合は、学年や年齢が上がる

ほど高くなっています。 
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【小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 

歳市民との比較】 

 

　■あなたが中心となってお世話している人へのお世話の内容 
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（10）中間市での今後の居住意向  
※ 小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 歳の市民、小学生

保護者、中学生保護者対象 

 

小学生、中学生、15～39 歳の市民、保護者対象の調査結果による中間市での今後の

居住意向をみると、『住みたい（「できれば中間市に住み続けたい」または「ずっと中間

市に住み続けたい」』の割合は、「中学生保護者」の 53.3％が最も高く、以下、割合が

高い方から、「小学生保護者」（44.6％）、「小学 4 年生～6 年生」（42.5％）、「15 歳～

39 歳の市民」（40.7％）、「中学１年～３年生」（19.3％）の順となっています。 

また、「一度は出たいが将来は中間市に住みたい」の割合は「小学 4 年生～6 年生」

が 12.6％、「中学１年～３年生」が 10.4％となっており、進学や就職等でいったん中

間市を離れても、いずれは中間市に戻りたい意向があることが分かります。 

一方、『住みたくない（「できれば中間市に住みたくない」または「絶対、中間市に住

みたくない」』の割合は「中学１年生～３年生」の 22.6％が最も高くなっています。以

下、割合が高い方から順に、「15 歳～39 歳の市民」（21.3％）、「小学生保護者」

（20.1％）、「中学生保護者」（18.1％）、「小学 4 年生～6 年生」（10.7％）の順となっ

ています。また、「中学１年～３年生」では「わからない」の割合が 47.3％で他の学年

や他の層の割合を大きく上回っています。 

 
【小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 歳市民、小学生保護者、 

中学生保護者】 

　■居住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

小学4 年～6 年
生(n=843)

中学１年～3 年生
(n=788)

15歳～39歳の
市民(n=324)

小学生保護者
(n=274)

中学生保護者
(n=122)

ずっと中間市に

住み続けたい

21.0 

5.1 

8.3 

9.9 

17.2 

できれば中間市

に住み続けたい

21.5 

14.2 

32.4 

34.7 

36.1 

できれば中間市

に住みたくない

7.7 

16.8 

17.9 

12.8 

14.8 

絶対、中間市に

住みたくない

3.0 

5.8 

3.4 

7.3 

3.3 

一度は出たいが、

将来は中間市に

住みたい

12.6 

10.4 

5.2 

0.7 

0.8 

わからない

33.8

47.3

32.7

24.5

27.9

無回答

0.5

0.4

0.0

10.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%



４８ 

（11）家庭や学校生活、中間市の印象について  
※ 小学１年生～小学３年生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生対象  

 

小学１年生～小学３年生対象の調査結果をみると、『好き（「とても好き」または「好

き」』の割合は、「家庭」の 87.2％が最も高く、これに「中間市」の 79.1％、「学校生

活」の 71.4％が続き、「学校生活」の割合が比較的低くなっています。一方、『好きで

はない（「あまり好きではない」または「まったく好きではない」』の割合では、「学校

生活」の 17.5％が最も高くなっています。 

小学４年生～小学６年生対象の調査結果をみると、『満足（「とても満足」または「満

足」』の割合は、「家庭」の 82.3％が最も高く、これに「中間市」の 75.8％、「学校生

活」の 74.7％が続き、これらの学年でも「学校生活」の割合が比較的低くなっていま

す。 

中学 1 年生～中学 3 年生対象の調査結果をみると、『満足（「とても満足」または「満

足」』の割合は、「家庭」の 78.2％が最も高く、これに「学校生活」の 70.1％、「中間

市」の 50.0％が続いています。これに対し、『満足していない（「満足していない」ま

たは「まったく満足していない」』の割合は、「中間市」の 12.1％が最も高く、「学校生

活」の 5.7％。「家庭」の 4.1％が続いています。 

小学４年生～小学６年生と中学 1 年生～中学 3 年生の結果を比較すると、中学 1 年

生～中学 3 年生の満足度が低く、特に「中間市」に対する満足度が「どちらともいえな

い」の割合が 37.2％と高くなっております。そのため、『満足（「とても満足」または

「満足」』の割合が 50.0％と低くなっているところが特徴です。 

 

【小学１年生～小学３年生】 

　■①家庭について 

 

 

 

 

 

 

 

 

　■②学校生活について 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 『好き』
『好きで
はない』

小学１年～３年生
(n=685) 87.2 5.3

とても好き

70.4 

好き

16.8 

どちらとも

言えない

3.4 

あまり

好きでない

4.4 

まったく

好きでない

0.9 

無回答

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例 『好き』
『好きで
はない』

小学１年～３年生
(n=685) 71.4 17.6

とても好き

42.3 

好き

29.1 

どちらとも

言えない

5.5 

あまり

好きでない

12.3 

まったく

好きでない

5.3 

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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■③中間市について 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生】 

　■①家庭について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　■②学校生活について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■③中間市について 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 『好き』
『好きで
はない』

小学１年～３年生
(n=685) 79.1 9.5

とても好き

59.3 

好き

19.9 

どちらとも

言えない

3.2 

あまり

好きでない

8.0 

まったく

好きでない

1.5 

無回答

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例 『満足』
『満足して
いない』

小学4 年～6 年生
(n=843) 82.3 3.6

中学１年～3 年生
(n=788) 78.2 4.1

とても満足

55.9 

43.7 

満足

26.5 

34.5 

どちらとも

言えない

13.8 

17.4 

満足して

いない

1.8 

2.9 

まったく満足

していない

1.8 

1.1 

無回答

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例 『満足』
『満足して
いない』

小学4 年～6 年生
(n=843) 74.7 6.4

中学１年～3 年生
(n=788) 70.1 5.7

とても満足

39.0 

29.2 

満足

35.7 

40.9 

どちらとも

言えない

18.3 

23.7 

満足して

いない

3.8 

3.6 

まったく満足

していない

2.6 

2.2 

無回答

0.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例 『満足』
『満足して
いない』

小学4 年～6 年生
(n=843) 75.8 5.6

中学１年～3 年生
(n=788) 50.0 12.1

とても満足

46.7 

17.9 

満足

29.1 

32.1 

どちらとも

言えない

17.8 

37.2 

満足して

いない

3.3 

9.6 

まったく満足

していない

2.3 

2.4 

無回答

0.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（12）主なアンケート調査結果のまとめ  
 

これまで、こどもやその保護者、若者を対象としたアンケート結果の中から、こども

の権利についての認知度、子育て環境の満足度、保護者の就労状況とサービスの利用状

況、子育てに必要な支援・対策、小学生及び中学生の学校での生活状況、小学生及び中

学生、若者の居場所、中間市での居住意向などについての結果を掲載しました。主な特

徴は以下のとおりです。 

 

 

l こどもの権利についての認知度について 

こどもの権利（「生きる権利、育つ権利、守られる権利、参加する権利」の４つの権

利）の認知度については、本市の将来を担う中学生において、認知度が 78.3％となっ

ており、他の市民層と比べ高い割合となっているのが特筆事項です。 

 

l 子育て環境や支援に対する満足度について 

子育て環境や支援に対する保護者の満足度の平均値をみると、こどもの年齢が低いほ

ど満足度が低く、育児の大変さや不安などがその背景の１つにあることがうかがえま

す。 

 

l 保護者の就労状況とサービスの利用状況について 

保護者の就労状況とサービスの利用状況をみると、就学前児童の保護者の父親のフル

タイム就業割合は 94.8％、その母親はパート・アルバイトやフルタイムで就業してい

る人の割合が 78.4％で 5 人のうち 4 人の母親が何らかのかたちで就労しており、多く

の子育て世帯が共働きであることが示されています。 

本市の女性の年齢階級別労働力率（国勢調査）をみても、5 年前、10 年前と比べ女

性で就業している人の割合が各年代で上昇していることがわかっており（18 ページ参

照）、これらの共働きの世帯の増加を背景に、日常的な幼稚園・保育園等のサービスを

利用している人の割合は、令和 6 年度では 81.1％に達しています。このサービスの利

用状況と今後の利用意向をみると、通常の保育時間外に在籍している子どもを預かる、

幼稚園の預かり保育に対する利用意向が高いことが特徴的となっています。 

小学生児童保護者の就労状況とサービスの利用状況をみると、父親のフルタイム就業

割合は 93.8％、その母親は休業中を含め 80％が就労しており、就学前児童の保護者と

同様に多くの子育て世帯が共働きであることが示されています。 

この層の小学生における平日の小学校終了後の過ごし方としては、「自宅」の 70.4％が

最も高く、これに「習い事」の 35.4％、「学童保育」の 31.8％が続いており、こども

の自宅以外の居場所として習い事や学童保育が重要な位置づけにあることがうかがえま

す。ちなみに、小学生児童保護者の学童保育に対する利用意向をみると、「低学年の間

は利用したい」21.2％、「高学年になっても利用したい」19.7％であり、合わせて

40.9％が利用意向を持っています。 

 

l 子育てに必要な支援・対策について 

子育てに必要な支援・対策として「経済的負担の軽減（子ども医療などの医療費助成

や保育料の軽減など）」が最上位となりましたが、具体的に経済的な理由で経験した人
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の内容をみると、小学生、中学生の保護者のいずれも「貯金がなくなった」が最も高

く、これに「家賃や光熱水道費、もしくは税金や保育料、学費等の支払いが遅れた」が

続いています（小学生の保護者では「借金した」も同率で２番目に高い割合となってい

ます）と、厳しい経済環境で過ごしている世帯が少なくないことがうかがえる結果とな

っています。 

 

l 居場所について 

居場所について、こども及び若者対象の調査結果をみると、小学１年生～小学３年

生、小学４年生～小学６年生、中学１年生～中学３年生、15 歳～39 歳の市民のいずれ

も、「自分の家（部屋以外）」と「自分の部屋」の割合が高くなっているほか、「ほっと

できる場所、居心地がいいと感じる場所はない」との回答も各層で 0.9～2.8％の割合

となっています。また、「図書館や公園など」の割合については年齢が高くなるほど減

少傾向（小学１～3 年生 19.9％⇒15～39 歳市民 4.0％）を示し、「インターネット」

は小学生から中学生まで年齢が高くなるほど増加傾向（小学１～3 年生 7.2％⇒中学１

～３年生 22.7％）を示しているところが特徴であり、インターネットが小中学生にと

って居場所の一つとなっていることがうかがえます。  
 

l インターネットを使える機器の所有状況について  
インターネットを使える機器の所有状況をみると、「自分だけで使う機器を使ってい

る」と「家族で同じ機器を使っている」を合わせた『機器を使っている』は、中学１年

生～中学３年生の 98.9％が最も高く、以下、小学４年生～小学６年生の 92.2％、小学

１年生～小学３年生の 85.5％の順となっており、こどもの生活の中で重要な位置づけ

を占めていることがわかります。使っている SNS は、小学 4 年生～小学 6 年生が

「LINE」（61.6％）、「TikTok」（42.3％）。中学１年生～中学３年生が「LINE」

（89.8％）、「TikTok」（65.9％）、「Instagram」（60.3％）となっています。 

 

l ヤングケアラーについて 

ヤングケアラーについては、国や県が取り組むべき重要な課題として対応策を検討し

実施しているところです。15 歳～39 歳の市民対象調査の結果によると、「聞いたこと

があり、内容も知っている」と「聞いたことはあるが、よく知らない」を合わせた認知

度は、67.6％となっています。また、回答者本人が「ヤングケアラー」または「若者ケ

アラー」に該当するかについては、「現在、ヤングケアラーもしくは若者ケアラーであ

る」が 3.1％、「かつてはそうだったが、今はそうではないと思う」が 6.8％となってお

り、本市でも少数ながらヤングケアラーの存在が認められます。 

 

l 今後の居住意向について 

今後、本市内の若い世代が、今後市内での生活に満足し愛着を持って住み続けていく

ようなまちづくりが非常に重要な取組みとなります。 

小学生、中学生、15～39 歳の市民、保護者対象の調査結果をみると、『住みたい

（「できれば中間市に住み続けたい」または「ずっと中間市に住み続けたい」』の割合

は、「中学生保護者」の 53.3％が最も高く、次に割合が高い方から、「小学生保護者」

（44.6％）、「小学 4 年生～6 年生」（42.5％）、「15 歳～39 歳の市民」（40.7％）、

「中学１年～３年生」（19.3％）の順となっています。中学生の居住意向が低くなって
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いますが、「一度は出たいが将来は中間市に住みたい」の割合が「中学１年～３年生」

が 10.4％となっており、進学や就職等でいったん中間市を離れても、いずれは中間市

に戻りたい意向があるこどもがいることがわかります。 

また、中学生では「わからない」の割合が 47.3％であり、現時点の意向を決めてい

ない人が多いことがわかります。中学生に対する本市に愛着を持ってもらう取組みが必

要であることが示唆されています。 
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４.　サービス提供事業者意向調査の概要 
 

（１）調査概要  
中間市のこどもを対象としたサービスを提供している事業者を対象に、事業の運営

や提供サービスの状況、こどもを取り巻く状況についての現状やお考えなどをうかが

い、中間市の今後の子ども・子育て支援行政を効果的に行うための基礎資料とし、令

和７年度からの「中間市こども計画」に反映させていただくことを目的に、アンケー

ト調査を実施しました。  
 
･  調査地域  

・中間市全域  
 
･  調査対象　  

・中間市のこどもを対象としたサービスを提供している事業者  

 
･  調査方法  

・調査票配布・回収  

 
･  調査期間  
　・令和 6 年９月 24 日～同年 10 月 21 日  

 
･  有効回収数　  

・12 事業所  

【提 供してい る子育て 支援サービ スについ て】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･  調査項目  
・事業所の概要について  
・事業の運営について  
・子どもを取り巻く状況について  

事業所数
幼稚園 4
幼稚園の預かり保育 3
認可保育所 4
事業所内保育施設 0
企業主導型保育　 1
その他の認可外の保育施設 0
小規模な保育施設 1
認定こども園 2
家庭的保育 0
居宅訪問型保育 0
ファミリー・サポート・センター 0
その他 1
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（２）調査結果から得られた課題  
 

l 事業運営の現状と課題  
事業運営を進めていく上での課題としては、12 事業所中９事業所が「従事者の確

保が難しい」を挙げており、保育士等の人手不足の解消が重要な課題であることがわ

かります。保護者からの子育てサービス等に関連する要望については、保育料や延長

保育料、一時預かり保育料のキャッシュレス化、病後児保育の必要性と看護師等の人

材確保、兄弟姉妹の同一保育所入所、支援を必要とするこどもに対応するための職員

の確保等が挙げられています。  

また、行政に望む支援としては、低額な保育料の維持と拡充、医療費の負担軽減、

放課後のこどもの居場所づくり、病院と病後児の預かりサービスの充実などが挙げら

れており、サービス提供の柔軟性及び拡充と、より質の高いサービスの確保が求めら

れています。  
 
l こども・若者を取り巻く課題についての認識と提案 

こども・若者たちの様子で何か気になっていることについては、こども、若者、大

人が十分な睡眠を取れていないことに危機感を抱いているという意見があり、保護者

に睡眠の大切さを訴えていく必要性が指摘されています。また、核家族化や少子化、

地域と家庭とのつながりの希薄化、共働き家庭の一般化により、放課後のこどもの過

ごし方が課題であるとの認識で、こどもの居場所づくりの重要性を指摘する意見があ

りました。  
スマホなどのメディアの使い過ぎ（睡眠時間の減少の要因）に対する指摘があった

半面、インターネットやモバイルディバイスを使いこなす、こどもや若者が活躍でき

る場の提供の必要性について言及する意見もありました。また、こどもの貧困につい

ては、習い事や旅行などの体験が少ないことを解消するバス遠足の実施や、園だより

の 配布などにより 十分な親子の時間の確保 と朝ごはんの 大切さを働きかけている と

の回答がありました。  
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５.　子育て・教育関係団体意向調査の概要 
 

（１）調査概要  
中間市で活動している子育てや教育関係の団体を対象に、活動内容やこどもを取り

巻く状況についての現状やお考えなどをうかがい、中間市の今後の子ども・子育て支

援行政を効果的に行うための基礎資料とし、令和７年度からの「中間市こども計画」

に反映させていただくことを目的に、アンケート調査を実施しました。  
 
･  調査地域  

・中間市全域  
 
･  調査対象　  

・中間市で活動している子育てや教育関係の団体  

 
･  調査方法  

・調査票配布・回収  

 
･  調査期間  
　・令和 6 年 10 月 3 日～同年 11 月 12 日  

 
･  有効回収数　  

・17 団体  

【団体の支援内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･  調査項目  
・団体の活動目的・対象者について  
・子どもを取り巻く状況について  

 

支援内容 団体数 支援内容 団体数

子育て支援 2 校区まちづくり支援 1

障がい児支援 3 こども食堂 1

学童保育 4 若者就労支援 1

学習支援 1 ひとり親支援 1

生活困窮支援 2 その他 3
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（２）調査結果から得られた課題  
 
l 子育て支援と親育ちの視点から取り組んでいることの課題  

「子育て支援」に取り組む際の課題としては、コロナ禍で中断していた親子教室の

再開、雨天時の学童保育のスペースと支援員やボランティアなど多様な人材の確保、

こどもの多様な個性への対応、働く保護者に対応したサービスの開始と終了時間の拡

張など、人材確保やスペースの確保などの運営上の課題とともに事業の質の向上に関

わる課題が挙げられています。  

「親育ち支援」に取り組む際の課題としては、こどもに対する後方支援のほか、親

が相談しやすい雰囲気づくり、親子クッキング・親子で楽しむコンサート・お話会が

できる場所の確保、親に読んでもらえる学童通信の工夫などが挙げられています。  

 
l 中間市が充実していることと不足していること 

子育てやこどもが育つ環境について中間市が充実していることについては、近隣に

はない児童発達支援センターがあること、こども家庭センターがあるなど行政の組織

が充実していることのほか、学童保育などで親の状況に応じた細かい対応がなされて

いることが挙げられています。また、自然が豊かで大小の公園が多いだけでなく公営

住 宅が多いことや まとまった商業施設があ ることなど生 活環境が整っていること も

挙げられています。  
一方、中間市で不足していることについては、緊急避難場所としての短期入所サー

ビスを市外の施設に頼っていること、ファミリーサポートセンターがないことなど、

サービスや行政の制度のさらなる充実を求める意見がありました。  
 
l こども・若者を取り巻く課題についての認識と提案 

こどもや若者たちの様子で何か気になっていることについては、不登校や引きこも

り 対策として学校 や地域の事業所の連携に よる情報共有 と働きかけができる仕組 み

づくり、年代を問わない多様な人が集う安心・安全な居場所（小学校単位で）、気軽に

相談できる居場所づくりのほか、異年齢のこども同士がふれあう機会の充実などの提

案もなされています。  
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６.　グループヒアリングによる調査の概要 

   
＜調査概要＞  

このヒアリングは、市内の小学６年生や高校生のお考えなどをうかがい、令和７年

度からの「中間市こども計画」に反映させていただくことを目的に実施しました。  
 

■調査対象  
１）中間市内の小学６年生：中間東小学校６年生　７２人  
２）中間市内の高校生　　：中間高校２・３年生　１７人  
 

■調査日と調査場所  
１）令和６年１１月　６日　中間東小学校　体育館　  
２）令和６年１１月１９日　中間高校　講義室　  

※ いずれも、NPO 法人中間市地域活性化協議会のご協力のもと実施しました。  
 

■調査方法  
ワールドカフェ形式による意見交換（全４ラウンド）を行いました。  
ワールドカフェとは、少人数に分かれたテーブルで自由に対話し、他のテーブルとメ

ンバーを交替して対話を続ける手法のことです。結果として、参加した全員の意見や知

識を集める効果があります。決まった結論を出したり、課題を解決したりする目的では

なく、参加者全員が意見を交わしてお互いの理解を深め、新たな気付きを得ることが目

的です。  
　 

（１）小学生対象のワールドカフェ  
 

■テーマ：「こんな居場所があったらいいな」  
 

■目的：こどもたちが理想とする居場所についての意見を自由に出し合う。  
 

■多く出された意見の概要  
①自然環境や公園  
②スポーツ・アクティブな活動の場  
③リラックス・静かな空間  
④公共施設や文化的施設  
⑤娯楽施設や店舗  
⑥動物とのふれあい  
⑦無料で利用できるサービス  

 

 



５８ 

■分析結果からみたこども（小学生高学年）の居場所  
ワールドカフェを通じて、6 年生が理想とする居場所には、多様なアクティビティと

自由なアクセスが重視されていることがわかりました。今後、これらのニーズを取り入

れた居場所づくりを進めることで、こどもたちが快適に過ごせる場所が増え、地域全体

の活性化にも繋がることが期待されます。  
 

①無料で利用できるオープンなスペース  
無料で利用できる公園やスポーツ施設、Wi-Fi や自転車貸し出しなど、自由にアクセ

スできる場所を提供することで、経済的負担を軽減し、多くのこどもが気軽に利用でき

る環境を整えることが望まれます。  
 

②多様な体験が可能な複合施設  
スポーツ、勉強、リラックス、動物とのふれあい、文化体験が一箇所でできる複合施

設の構築が理想的です。これにより、こどもたちが一日を通じて充実した時間を過ごす

ことが可能となります。  
 

③自然環境との調和  
広い公園や動物と触れ合える場所の提供も、こどもたちの情緒やリラックス効果に貢

献するため、自然を感じられる環境づくりが重要です。  
 

④学びと遊びのバランス  
図書館や博物館、アクティビティを楽しめる場所など、学びと遊びが調和する施設を

提供することで、こどもたちの知的好奇心を育むと同時に、リラックスや気分転換がで

きる場を作ることが求められます。  
 

（２）高校生対象のワールドカフェ  
 

■テーマ：「自分たちの居場所、地域に役立つ場所について考える」  
 

■目的：高校生が理想とする場所を自由に発想し、地域社会にとって有益な  
施設や空間の具体的な提案を引き出す。各班が独自に構想した理想  
の施設・都市設計プランを発表する。  

 

■多く出された意見の分析結果  
①頻出意見の傾向  

「居場所・無料・勉強・相談・公園」のキーワードが共起しており、「無料でアクセ

ス可能な学習スペース」や「相談できる環境」が理想的な居場所として求められている

ことが明確になりました。また、「無料で学べる場所」「勉強できる場所」が強いニーズ

として浮かび上がりました。  
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②地域性の反映  
個人からの意見では「公共施設」や「交流の場」を重視する姿勢が見られました。  

 

■提案の共通点と特徴的なアイデア  
高校生たちは「一箇所でさまざまな活動ができる空間」を望んでおり、特に多機能で

多世代に対応する施設の構想が強調されました。  
 
①複合施設　  

異なる目的で利用可能な「多機能性」を重視した施設が求められています。  
 

②公園型都市計画　  
公園を中心に据えた設計が共通しており、緑地や自然環境への配慮が見られます。  

 
③娯楽と利便性の両立　  

幅広い年齢層が楽しめる施設（スポーツ、動物園、飲食施設など）が盛り込まれてい  
ます。  

 

■分析結果からみたこども（高校生）の居場所  
ワールドカフェでは、高校生たちが理想とする居場所や地域に役立つ施設について自

由な発想を示し、具体的な提案を生み出しました。  
地域に役立つ施設として、共通して見られる特徴は、スポーツ、学び、癒し、文化体

験など、異なる目的を同時に満たす「多機能性」を重視した複合施設が求められている

ことです。  
また、緑地や公園を中心とした設計が共通しており、自然環境を大切にしつつも、娯

楽や学びの要素を融合させた都市計画の重要性が示唆されました。  
地域性や多世代のニーズに対応する視点も重要であり、高校生の意見は主に「若者向け」

でしたが、中には高齢者や障がい者を含む多世代が共存できるような施設についての意

見も見られました。特に「コミュニティカフェ」や「スポーツと学びの複合施設」といっ

た地域の交流を促進する場所や、「動物とのふれあいを通じた学びの場」といった癒しの

要素が、地域社会にとって重要な役割を果たす可能性が高いと考えられます。  
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7．教育・保育施設及び地域子ども・子育て支援事業の現状 
 

（１）教育・保育施設の状況　※各年度３月末時点、市外の施設へ通園する児童を含む  
①利用児童数の推移  

令和５年度における認可保育所入所児童数は 458 人、幼稚園入園児童数は 389 人 

となっており、保育所入所児童数、幼稚園入園児童数とも減少傾向にあります。なお、

就学前児童数も年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 
② -1 認可保育所の利用状況  

令和 5 年度における保育所入所児童数は 458 人となっており、減少傾向にありま

す。定員も減少しています。施設数は、令和 5 年度に 1 箇所が認定こども園となった 

ため、4 施設となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

単位：人

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

認可保育所 684 686 638 629 458 

認可認定こども園 147 150 147 146 286 

認可小規模保育園 19 20 20 38 45 

幼稚園 496 480 449 419 389 

就学前児童数 1,687 1,636 1,534 1,486 1,403 

箇所

人

人

人

箇所

人

人

人

箇所

人

人

人

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

施設数 5 5 5 5 4 

対象児童 0～5歳児

定員 720 720 720 650 540 

入所児童数 684 686 638 629 458 

施設数 1 1 1 1 1 

対象児童 0～5歳児

定員 150 150 150 150 150 

入所児童数 106 102 108 106 101 

施設数 4 4 4 4 3 

対象児童 0～5歳児

定員 570 570 570 500 390 

入所児童数 578 584 530 523 357 

合
計

公
立
保
育
所

私
立
保
育
所
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② -2 認定こども園の利用状況  
令和５年度から認定こども園が２箇所となり、こども園入所児童数は 286 人となっ

ています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

箇所

人

人

人

人

人

箇所

人

人

人

人 0 

人

箇所

人

人

人

人

人

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

施設数 1 1 1 1 2 

対象児童 0～5歳児

定員（教育部分） 15 15 15 15 30 

定員（保育部分） 160 160 160 160 280 

入所児童数（教育部分） 11 9 10 13 33 

入所児童数（保育部分） 136 141 137 133 253 

施設数 0 0 0 0 0 

対象児童 0～5歳児

定員（教育部分） 0 0 0 0 0 

定員（保育部分） 0 0 0 0 0 

入所児童数（教育部分） 0 0 0 0 

入所児童数（保育部分） 0 0 0 0 0 

施設数 1 1 1 1 2 

対象児童 0～5歳児

定員（教育部分） 15 15 15 15 30 

定員（保育部分） 160 160 160 160 280 

入所児童数（教育部分） 11 9 10 13 33 

入所児童数（保育部分） 136 141 137 133 253 

合
計

公
立

私
立
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② -3 認可小規模保育園の利用状況  
令和４年度から認可小規模保育園が 2 箇所に増え、入所児童数は 45 人となっていま

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
l 幼稚園の利用状況  

令和 5 年度における幼稚園入園児童数は 389 人となっており、減少傾向にありま 

す。定員に対する入園児数は毎年 4 割台となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

箇所

人

人

人

箇所

人

人

人

箇所

人

人

人

　　 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

施設数 1 1 1 2 2 

対象児童 0～5歳児

定員 18 18 18 37 37 

入所児童数 19 20 20 38 45 

施設数 0 0 0 0 0 

対象児童 0～5歳児

定員 0 0 0 0 0 

入所児童数 0 0 0 0 0 

施設数 1 1 1 2 2 

対象児童 0～5歳児

定員 18 18 18 37 37 

入所児童数 19 20 20 38 45 

合
計

公
立

私
立

箇所

人

人

人

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

施設数 6 6 6 6 6 

対象児童 3～5歳児

定員 1,070 860 860 860 860 

在園児数 496 480 449 419 389 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の状況  
 

①延長保育事業（時間外保育事業）  
現在、市内の認可保育所及び認定こども園全てにおいて事業を実施しています。実利

用人数をみると増減を繰り返しています。 

 

 

 

 

 

② -1 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  
実利用人数は増減を繰り返しています。開設箇所数は、令和２年度から１箇所 

減り、７箇所で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

② -2 放課後こども教室  
令和２年度は実績がなく、令和 3 年度から地域学校協働活動へ事業を引き継ぐ 

ことにより、事業は廃止となっています。 

 

 

 

 

 

③子育て短期支援事業（ショートステイ）  
現在、「鞍手乳児院」（鞍手町）、「報恩母の家」（岡垣町）で実施体制を確保して 

おり、令和 4 年度から延べ利用人数が増加しています。 

 

 

 

 

 

人

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

実利用人数 458 300 379 411 377 

※各年度3月末現在

人

箇所

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

実利用人数 399 391 377 355 374 

開設箇所数 8 7 7 7 7 

※各年度3月末現在

人

人日

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

実利用人数 146 - - -

延べ利用人数 2,344 - - -

※各年度3月末現在

実施なし

人日

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

延べ利用人数 2 15 7 43 76 

※各年度3月末現在
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④地域子育て支援拠点事業  
現在、市内に 2 箇所設置されており、延べ利用人数はコロナ感染症の影響により令

和 2 年度と 3 年度に減少しましたが、令和 4 年度以降大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 
⑤一時預かり事業  

現在、市内の 4 保育所及び 6 幼稚園で実施されています。延べ利用人数は令和 3 年

度の 26,004 人をピークに、その後、減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

⑥病児・病後児保育事業  
現在、遠賀中間医師会おんが病院（病児保育）、さくら保育園（病後児保育）におい

て実施体制を確保しています。 

 

 

 

 

 
 
 

人日

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

延べ利用人数 9,620 5,104 5,686 9,897 10,498 

くるり 8,608 4,417 4,680 7,455 8,155 

子育てサロン 1,012 687 1,006 2,442 2,447 

※各年度3月末現在

人日

※各年度3月末現在

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

延べ利用人数 17,903 17,843 26,004 25,962 23,689 

人日

※各年度3月末現在

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

延べ利用人数 6 4 4 5 2 

さくら保育園 0 0 3 4 0 

おんが病院 6 4 1 1 2 
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⑦各種妊婦健康診査  
妊婦健康診査、乳幼児健康診査、幼児歯科健康診査、妊婦歯科健康診査、産婦歯科健

康診査については、下記健診を実施しています。妊婦歯科健康診査と 2 歳健康診査の

受診率が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧乳児家庭全戸訪問事業  
訪問人数は 200 人台で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

⑨養育支援訪問事業  
令和 4 年度以降、訪問人数は 200 人台、延べ訪問人数は 1,500 件前後で推移して

います。 

 

 

 

 

受診数

受診率

受診率

受診率

受診率

受診率

受診率

受診率

受診率

受診率

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

妊婦健康診査 3,213 2,824 2,825 2,518 2,526 

妊婦歯科健康診査 15.0 13.9 19.7 19.3 26.0 

産婦歯科健康診査 83.2 － 79.0 83.4 77.7 

4か月健康診査 98.0 92.8 96.3 98.0 99.5 

7か月健康診査 98.2 90.8 102.8 98.7 96.8 

1歳6か月健康診査 96.5 94.5 95.5 99.1 98.6 

3歳児健康診査 93.9 97.6 92.9 94.9 96.3 

1歳6か月健康診査 95.7 93.8 95.1 98.7 97.7 

2歳児健康診査 80.6 - 50.7 49.2 69.6 

3歳児健康診査 92.2 96.7 91.8 94.6 95.5 

※各年度3月末現在

乳
児
健
康
診
査

乳児
歯科
健康
診査

人

件

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

訪問人数 257 234 228 214 200 

延べ訪問件数 309 274 265 275 306 

※各年度3月末現在

人

件

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

訪問人数 138 122 173 280 292 

延べ訪問件数 1,149 807 977 1,493 1,545 

※各年度3月末現在
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⑩子育て応援訪問事業  
令和 4 年度以降、訪問人数は、200 人台で推移しています。未就園児童数が年々減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑪子育て世帯訪問支援事業  

　　　子育て・家事等に対して不安や負担を抱えた妊産婦や子育て家庭を訪問し、 

　子育てや家事等の支援を実施し、養育環境を整えます。 

 

 

 

 

 

 

⑫産後ケア事業  
令和３年度から開始した事業です。利用者数、延べ利用件数のいずれも増加傾向に

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

人

件

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

訪問人数 310 296 409 287 212 

延べ訪問件数 430 489 612 461 325 

※各年度3月末現在

人

件

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

利用人数 － － 3 5 20 

延べ利用件数 － － 3 11 40 

※各年度3月末現在

件

件

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

訪問実世帯数 － － － － 3 

延べ訪問件数 － － － － 12 

※各年度3月末現在
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第３章　計画の基本的な考え方 
 

１．基本理念 
 
本計画の基本理念は、第２期中間市子ども・子育て支援事業計画の基本理念である

「地域の和による　子育ち・子育てを支えるまち　なかま」を引き継ぐとともに、こど

も・若者の権利の尊重や身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェル

ビーイング）の向上、若者に関する施策の充実といった要素を加えた、だれひとり取り

残さない、「こどもまんなか」社会を目指すものとなっています。  

 

＜基本理念＞  

 

 

 

 

上記の基本理念を実現するため、以下の５つの視点に基づいて計画を推進します。  

 

○ こども一人ひとりを権利の主体として尊重し、その意見、考え、思いを受

け止め、こどもの最善の利益を考慮する。  

○ こども期か ら若者期にかか る多様な取組 を総合的かつ切れ 目なく推進す

ることにより、基本理念を実現する。  

○ こどもの現在及び将来が生まれ育った環境に左右されることなく、すこや

かに成長できるよう支援する。  

○ こども・若者をパートナーとして、ともに支えあい、育ちあう地域づくり

を推進する家庭、地域、行政、関係機関等が連携・協働し、地域全体でこ

ども・若者の成長を支える。  

○ 多様性と包摂性に溢れた「だれひとり取り残さない」社会の実現に向けて、

すべてのこども・若者の生命・権利・未来を守る「こどもまんなか社会」

の実現をめざす。   

 

 

すべてのこどもが夢や希望をもち 

笑顔があふれるまち　なかま 

～だれひとり取り残さない！「こどもまんなか」社会をめざして～
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２．計画の基本目標 

 

基本理念の実現に向けて、５つの基本目標を設定します。 

本計画の推進に当たっては、前述の基本理念を念頭に置きながら、これまでこども・

子育て支援事業計画の推進に向け取り組んできた基本的な視点と目標を見直し、だれひ

とり取り残さない「こどもまんなか」社会の中で、「すべてのこどもが夢や希望をもち

笑顔があふれるまち　なかま」を目指します。  
 

➊ こどもの権利･･･すべてのこどもの権利を保障する   
すべてのこどもと若者が、心身の状況や置かれている環境に関わらず、生まれながら

の権利の主体として尊重され、その権利を保障するための取組を進めます。  

また、こども基本法やこども権利条約の精神にのっとり、こどもと若者や子育て世帯

に関する施策の策定や実施等について当事者の意見を聴き、その意見を反映させる取

組を進めます。   

  

➋ 育ち、学び、遊び、体験  

･･･こどもを安心して産み育て健やかな成長を育む   
健康でゆとりを持って妊娠・出産・子育てに向き合い、安心してこどもを産み育てら

れるよう、妊娠前から子育て期まで切れ目のない支援を行います。   

また、すべてのこども・若者の学び、遊び、体験する機会を確保するとともに、一人

ひとりの状況に応じた支援や居場所を切れ目なく提供し、すこやかな成長を支えます。  

 

➌ 安心と希望  

･･･きめ細やかな対応が必要なこどもを支援する  

経済的な不安や孤立感を抱いたり仕事との両立に悩んだりすることのない、すべて

の人が希望を持てるまちづくりを進めます。このため、児童虐待、ヤングケアラー、貧

困、障がい等、本人たちだけでは対応が困難な課題を抱え、支援を必要としているこど

もや若者、家庭に対して、それぞれの状況に応じた支援を切れ目なく提供し、すべての

こどもや若者が、置かれた環境に関わらず希望を抱いて健やかに育つことができるよ

う取り組みます。  
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➍ 若者と未来  

･･･若者の生活を支え、希望に応じた未来を支援する  

すべての若者が夢や希望を持って育っていけるよう、その自立を支援するとともに、

一人ひとりの未来への希望を尊重しながら、出会いや結婚に関する支援を行うととも

に、本市への移住や定住の促進に取り組みます。また、自らの生き方を模索し確立しよ

うとする中で、不安や悩みを感じる若者やその家族を支援し、希望ある未来に向けて進

んでいけるよう取り組みます。   

 

➎ 地域力  

･･･こどもたちの育ちを地域社会全体で支援する  

こどもの養育や教育は、家庭が第一義的責任を持って行われるものでありますが、そ

のためには、家庭が子育てをしやすい環境となるように、地域社会の支援が大切になり

ます。   

少子化が進む中、こどもたちは地域のいろいろな人と接し、地域で培われてきた伝統

や文化、自然環境に触れることで、心豊かに成長し、地域を支えるたくましい存在とな

ります。   

そこで、本計画では、次代を担う宝である、こどもたちの育ちを、地域社会全体で支

援する「子育て」という視点をもって取組を進めます。  
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３. 計画の体系 
 
５つの基本目標のそれぞれについて、その達成のために必要な条件を抽出し、第４章

において、それに対応した現状と課題及び今後の取り組みを明らかにするとともに、そ

の活動量や成果を測定するための評価指標と目標を設定することとします。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）自立できる資質を養うための支援

（２）こどもの健やかな発育・発達の支援 

（６）在留外国人のこども・若者等への支援

（５）障がいのあるこども・若者への支援

（７）こども・若者の自殺対策

（３）こどもの事故や犯罪等の防止

（１）児童虐待防止対策の推進 

（２）ヤングケアラーへの支援

（３）こども・若者の貧困対策

❸
安心と希望
きめ細やかな対応が必要な
こどもを支援する

❹
若者と未来
若者の生活を支え
希望に応じた未来を
支援する

（１）心身ともに健全な次世代を育成

（３）出会い・結婚への支援と移住・定住の促進

（４）悩みや不安を抱える若者やその家族への支援

❺
地域力
こどもたちの育ちを
地域社会全体で支援する

（１）地域の子育て支援体制の充実

（２）こどもやこども連れにやさしいまちづくり

（４）ひとり親世帯への支援

（１）こども・若者が権利の主体である
　　　ことの周知・啓発

基本理念 「すべてのこどもが夢や希望をもち　笑顔があふれるまち　なかま」
～だれひとり取り残さない！　「こどもまんなか」社会をめざして～

基本目標 基本目標を実現するための施策

こどもの権利
すべてのこどもの権利を
保障する

❶
（２）こども・若者や子育て世帯の意見反映

（１）妊娠前から子育て期までの健やかな育ちと
　　　切れ目ない支援

❷ （３）教育・保育の充実と健やかな育ちの支援 

（５）多様な遊びや体験活動の充実、居場所づくり 

育ち、学び、遊び、体験
こどもを安心して生み育て
健やかな成長を育む

（４）子育てと仕事の両立支援 
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第４章　施策の展開  

 

 
すべてのこどもと若者が、心身の状況や置かれている環境に関わらず、生まれながら

の権利の主体として尊重され、その権利を保障するための取組を進めます。  
また、こども基本法やこども権利条約の精神にのっとり、こどもと若者や子育て世帯

に関する施策の策定や実施等について当事者の意見を聴き、その意見を反映させる取組

を進めます。  
 

（１）こども・若者が権利の主体であることの周知・啓発 
 

すべてのこども・若者は生まれながらに権利の主体であり、多様な人格を持った自立

した個人として、自分に関することを選択し、決定し、実現していく権利を持っていま

す（「こども基本法」、「こどもの権利条約」参照）。すべてのこども・若者が希望を持っ

てすこやかに育つことができるよう、こども・若者自身や周りのおとなに対する周知・

啓発等を推進します。  
 

¥ 具体的施策  

①  こども・若者の権利に関する周知・啓発  

l こ ども・若 者自身が 自らの権利を 自覚し理 解を深 めること ができる よう 、本計画

や 「中間市 人権教育 ･啓発に関 する基本 計画」、これ らの計画 の指針と なる「 こ

ど も基本法 」、「こ どもの権利条 約」の内 容等、 こどもの 権利につ いて 、パンフ

レ ットの作 成・配布 等による周知 ・啓発や 出前講 座や研修 等の学習 機会 の提供等

を 推進しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、人 権 男 女 共 同 参 画 課 、生 涯 学 習 課 、学 校 教 育 課  

 

② こども・若者の周りのおとなに対する情報提供や研修等  

l 保 護者や保 育士、教 職員等、こど も・若者 の周り のおとな が、こど も・ 若者の権

利 やその尊 重の必要 性を理解し、 実践でき るよう 、研修等 の様々な 機会 や広報を

活 用して周 知・啓発 を推進します 。  

l 教 職員に対 して人権 等に関する研 修を継続 的に実 施する等 、学校に おけ るこど

も ・若者の 権利侵害 の未然防止に 努めると ともに 、人権教 育の充実 を図 ります。  

【主 な担 当 課 】　人 権 男 女 共 同 参 画 課 、こども未 来 課 、生 涯 学 習 課 、学 校 教 育 課  

 
基本目標❶  こどもの権利  

･･･すべてのこどもの権利を保障する
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（２）こども・若者や子育て世帯の意見反映 
 

こども基本法では、こどもが意見を表明する権利（意見表明権）と意見の尊重は基本

理念とされており、また、こども施策を策定したり実施したりする際には、当事者であ

るこども・若者や子育て世帯の声を聴き、反映させることが、地方公共団体に義務付け

られています。  こどもの権利条約でも、基本的な考え方の一つとして、こどもが自分

に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、おとなはその意見をこどもの

発達に応じて十分に考慮することを掲げています。  
「自分の意見がきちんと受け止められた」、「自分の意見が社会を変えた」という経験

は、こども・若者にとって大きな成長の糧となります。そして、こども・若者や子育て

世帯の声を聴くことは、ニーズを的確にとらえ、施策の実効性を高めるために不可欠で

す。   
このため、こども・若者や子育て世帯の意見を聴き、施策に反映させる取組を進める

とともに、こども・若者の意見形成・表明に関する支援を行います。また、こども・若

者の意見表明権を市全体で保障するため、周知・啓発を推進します。  
 

¥ 具体的施策  

① こども・若者の意見表明権に関する周知・啓発  

l 本 計画やこ ども基本 法、こどもの 権利条約 に関す る周知・ 啓発と合 わせ て、こど

も の意見表 明権の意 義について、 様々な媒 体を活 用して周 知・啓発 を行 います。  

l 市 のホーム ページや SNS に 、こども ・若者の意見 形成・表 明を支援 するコ ーナー

を 新設し、 こども・ 若者の意見形 成・表明 のきっ かけとな るような 情報 を分かり

や すく提供 します。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、企 画 課 、学 校 教 育 課 、生 涯 学 習 課 、人 権 男 女 共 同 参 画 課  

 

② こども・若者の意見形成・表明に関する支援  

l よ り多くの こども・ 若者や子育て 世帯の声 を聴く 方策につ いて検討 する とともに

声 をあげに くいこど も・若者から 意見を聴 く手法 について も検討を 進め ます。  

l さ まざまな 年齢層の こどもやその 支援を行 う団体 等を対象 にグルー プヒ アリング

の 機会を設 け、こど も・若者の意 見を聴き 、施策 に反映さ せるため の取 組を検討

し ます。ま た、こど も・若者の意 見表明を 支援す るファシ リテータ ーの 育成に努

め ます。  

l 市 長や市議 会議員と の意見交換を 通して市 政や議 会活動へ の関心と 理解 を深める

「 座談会」 や、市政 に関して中学 生や高校 生の意 見・提案 を聴く「 モニ ター制

度 」等の開 催につい て検討します 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、企 画 課 、学 校 教 育 課 、生 涯 学 習 課 、人 権 男 女 共 同 参 画 課  
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健康でゆとりを持って妊娠・出産・子育てに向き合い、安心してこどもを産み育てら

れるよう、妊娠前から子育て期まで切れ目のない支援を行います。   
また、すべてのこども・若者の学び、遊び、体験する機会を確保するとともに、一人

ひとりの状況に応じた支援や居場所を切れ目なく提供し、健やかな成長を支えます。  
 

（１）妊娠前から子育て期までの健やかな育ちと 
切れ目ない支援 

 
 

妊娠前から子育て期まで切れ目なく、健康管理、情報提供、相談支援、子育て支援サ

ービスの提供、不妊・不育症に悩む人への支援等を行うことにより、保護者が不安や孤

立感を抱くことなく、健康に、ゆとりを持って、安心して妊娠・出産・子育てができる

よう取り組みます。また、こどもの医療費の無償化を始めとして、子育て世帯の経済的

負担の軽減に取り組みます。  
 
 

¥ 具体的施策  

① 妊娠・出産・子育て期における切れ目ない支援の実施  

l 「 中間市こ ども家庭 センター」  me mom room（みまも るーむ） にて、妊 娠期から

子 育て期の さまざま な悩みやニー ズに対し て、助 産師、保 健師、栄 養士 が相談に

応 じます。 必要に応 じて、専門機 関と連携 してそ れぞれの 家庭にあ った 支援を行

い 、一人ひ とりに寄 り添います。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

② 母子健康手帳の早期交付及び妊婦健診の推進  

l 妊 娠満 11 週 までに母 子健康手 帳の交付 と面接指導を 行えるよ う、早期 の妊娠 届

提 出を呼び かけます 。  

l 妊 娠期の母 子の健康 を守るととも に、妊婦 の経済 的負担の 軽減を図 るこ とを目的

に 、妊婦健 康診査の 費用助成を推 進します 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

 

 
基本目標❷  育ち、学び、遊び、体験  

･･･こどもを安心して生み育て健やかな成長を育む
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③ 乳幼児訪問事業の充実  

l 乳 児家庭全 戸訪問や 乳幼児健診の 未受診者 及びそ の他の母 子保健事 業で 継続支援

が 必要な人 に必要に 応じて他機関 と連携を 図りな がら面談 等を実施 し、 育児不安

の 軽減、虐 待の早期 発見に努めま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

④ 妊娠・出産に関する正しい知識の普及・啓発  

l 妊 娠期から 夫婦でと もに協力しあ いながら 妊娠中 を順調に 過ごし、 安心 して出産

に 臨めるよ う、パパ とママの育児 クラブ（ 母親学 級･両親学級 ）等を通 して、 妊

娠 ・出産に 関する正 しい知識の普 及・啓発 に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑤ 妊産婦に対する支援の充実  

l 個 別の支援 を要する 妊産婦に対す る支援プ ランの 作成や家 庭訪問、 相談 対応等を

充 実し、安 全・安心 な妊娠・出産 の支援を 図りま す。  

l 産 後の心身 の休息が とれるよう、 助産院等 産後ケ ア事業契 約施設で の宿 泊、通

所 、訪問型 の産後ケ ア事業に取り 組みます 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑥ 喫煙についての知識の普及と禁煙・分煙の推進  

l 母 子健康手 帳交付時 の妊婦面接等 で喫煙状 況を把 握し、た ばこと喫 煙に ついての

知 識の普及 を図ると ともに、妊娠 ・授乳期 にかけ ての家族 の禁煙と 周囲 の人への

分 煙等を啓 発、推進 します。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑦ 子育てに関する相談支援と情報提供・学習の場の充実  

l こ ども未来 課での相 談支援はもと より、母 子保健 事業とし ての各種 相談 や、こど

も 家庭セン ターにお ける子育て相 談、子育 て講座 等の充実 を図り、 子育 ての相談

や 情報提供 、学習機 会の充実に努 めます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  
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⑧ 子育ての仲間づくりの促進  

l 関 係機関と 連携し、 様々な乳幼児 健康診査 などの 機会を利 用して、 こど も家庭セ

ン ターや子 育てサロ ン等の親子で 参加でき る場を 紹介し、 子育ての 仲間 づくりを

促 進します 。   

l こ ども家庭 センター のくるり広場 を利用し て、子 育ての仲 間づくり がで きるよ

う 、その援 助・促進 を図ります。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑨ 民生委員・児童委員、主任児童委員の活動に関する情報の普及  

l 市 や子育て 支援サー ビスの情報提 供や相談 を身近 な地域で 受けるこ とが できるよ

う 、地域の 窓口とな る民生委員・ 児童委員 、主任 児童委員 の活動に 関す る情報の

普 及に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　福 祉 支 援 課  

 

⑩ ホームページやガイドブック等の充実  

l 子 育てに関 する地域 の情報を広く 適時提供 するた め、市の ホームペ ージ や母子手

帳 アプリ等 により子 育て情報の充 実を図る ととも に、各種 子育て支 援サ ービスを

利 用するた めに、こ ども家庭セン ター発行 の情報 誌など、 各種情報 誌の 充実を図

り ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑪ 小児救急医療体制の充実  

l 医 師会等の 協力によ り、いつでも 小児科専 門医の 診察が受 けられる よう 、休日、

夜 間救急医 療体制の 充実を図りま す。  

l 県 の小児救 急医療電 話相談の広報 に努め、 その周 知と活用 の促進を 図り ます。  

【主 な担 当 課 】　健 康 増 進 課 、こども未 来 課  

 

⑫ 出産・子育て応援給付金の支給  

l 子 育て世帯 への経済 的支援のため 、妊娠の 届出後 とあかち ゃん訪問 終了 後に出

産 ・子育て 応援給付 金を給付しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  
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⑬ こども医療費の助成  

l こ どもの医 療費助成 については、 県の助成 基準を 上回る助 成を行い 、こ どもの健

康 の増進、 子育て世 帯の負担の軽 減を図り ます。  

【主 な担 当 課 】　健 康 増 進 課  

 

⑭ 保育料の補助  

l 保 育料は国 が定める 基準よりも安 く設定し 、今後 も引き続 き保護者 の経 済的負担

軽 減に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑮ 特定不妊治療に対する助成  

l 不 妊症・不 育症治療 の県の助成制 度の広報 に努め ます。  

l 市 独自の助 成事業を 令和 5 年度か ら開始し ました 。全て保 険診療外 とな った体外

受 精や顕微 授精に要 する費用につ いて、そ の一部 を助成し ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

 

（２）こどもの健やかな発育･発達の支援 
 

細かいケアを必要とする乳幼児に対しては、健康診査、予防接種、事故防止、歯の健

康づくり等、保健サービスの提供と保健師等による専門的な相談支援を行います。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 乳幼児健康診査の充実  

l 各 種乳幼児 健康診査 の際、未受診 者の把握 に努め 、健康診 査の結果 、支 援が必要

な 場合は適 切な指導 援助を行いま す。  

l 育 児の不安 や悩みに 応えられるよ うにスタ ッフの スキルア ップや事 業内 容を充実

す るととも に、保護 者が安心して 健診を受 けられ る体制づ くりを進 めま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  
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② 予防接種の推進  

l す べてのこ どもが正 しい知識のも と計画的 な予防 接種によ って感染 症を 免れるよ

う 、広報な かまや赤 ちゃん訪問及 び乳幼児 健康診 査等によ り、予防 接種 の意義や

重 要性を十 分ＰＲし 、その周知を 図ります 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

③ 乳幼児期の事故防止に関する啓発  

l 母子 保健手帳 交付時に 、た ばこと喫 煙につい ての知 識の普及 を行い、家族 の禁煙

と周囲の 人への分 煙等を働きか けるとと もに、 乳幼児健 康診査等 で事故防止に 関す

る啓発を 行います 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

④ 歯の健康づくりの充実  

l 各 種歯科健 康診査時 における生活 指導を通 じ、歯 みがきの 励行や食 生活 等、日常

の 育児の中 での歯の 健康づくりを 支援しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑤ 疾病や障がいの早期発見・早期治療・早期療育の推進  

l 各 種乳幼児 健康診査 、発達相談等 により、 疾病や 障がいの 早期発見 ・早 期治療・

早 期療育に 努めます 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、福 祉 支 援 課  

 

⑥ 発達障がいに対応できる相談体制の整備  

l Ｌ Ｄ（学習 障がい） 、ＡＤＨＤ（ 注意欠陥 ／多動 性障がい ）、高機 能自 閉症など

の 発達障が いや様々 な特性に対応 できる相 談体制 の整備を 図ります 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課 、福 祉 支 援 課  
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⑦ 家庭の教育力向上に向けた相談・啓発及び学習機会の充実  

l こ どもの基 本的な生 活習慣確立に 向け、乳 幼児健 康診査時 をはじめ とす るこども

の 成長･発達 、食事等 に関する 相談事業 や各種健康教 育、家庭 学級等の 充実に よ

り 、家庭の 教育力向 上を図ります 。  

l 乳 幼児の生 活リズム を左右する親 自身が、 生活習 慣の乱れ によって 生じ る生活習

慣 病につい て理解し 、その予防方 法につい て学べ るよう、 乳幼児健 康診 査や子育

て 講座等を 利用した 学習機会の充 実を図り ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑧ 食育の推進  

l 自 分で自分 の健康を 守り、健全で 豊かな食 生活を 送るため の能力（ 食事 の自己管

理 能力）を 養うため 、保護者向け の「食の 教室」 を実施す るなど、 食習 慣の形成

時 期である 乳幼児期 からの食育を 推進しま す。  

l 学 校給食の 献立が生 活習慣病予防 や「食」 に関す る生きた 教材とな るよ う、情報

提 供と啓発 に努めま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課 、教 育 総 務 課  

 

 

（３）教育・保育の充実と健やかな育ちの支援 
 

乳幼児期から学童期、思春期、青年期と、それぞれのライフステージで様々に成長す

るこども・若者を、保育所・認定こども園、幼稚園、学校等において、関係機関や地域

との連携のもと、切れ目なく支援します。   
 

 

¥ 具体的施策  

① 教育・保育施設の充実  

l 「 施設型給 付」、「 地域型保育給 付」によ る、認 定こども 園や地域 型保 育（小規

模 保育、家 庭的保育 、居宅訪問型 保育事業 ）とい った教育 ・保育施 設の 拡充を推

進 します。  

l 必 要な教育 ・保育の 提供体制を確 保するた め、私 立保育所 や認定こ ども 園、小規

模 保育事業 所の改修 等の整備に努 めます。  
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l さ くら保育 園におい て、保育環境 の改善及 び園児 の健康・ 安全管理 のた め、和式

ト イレの洋 式化やカ メラの設置、 空調、照 明、調 理設備を はじめ床 張替 や門扉の

改 修等によ り、機能 強化を図りま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

② 教育・保育の質の向上  

l 保 育士等を 対象に、 人権擁護（虐 待防止） やこど もの安全 管理等を 目的 とした研

修 の充実を 図ります 。  

l 保 育施設の 登降園管 理や保護者連 絡等のシ ステム を導入す ることに より 、保育士

の 業務負担 の軽減を 図り、保育の 質の向上 に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

③ 保育ニーズに応じた保育サービスの充実  

l 地 域の保育 ニーズを 毎年把握し、 待機児童 が発生 しない体 制づくり を進 めます。  

l 子 育てに関 する相談 の窓口として 保育コン シェル ジュを配 置すると とも に、保護

者 への各種 サービス に関する情報 提供や相 談支援 を行いま す。  

l 月 一定時間 までの枠 内で、就労条 件を問わ ず、保 育所等を 利用でき る「 乳児等通

園 支援事業 （こども 誰でも通園制 度）」に ついて 、令和 8 年度から の本 格実施に

向 け、受け 皿となり うる施設への 働きかけ 等、準 備を進め ます。  

l 子 育て援助 活動支援 事業（ファミ リー・サ ポート ・センタ ー事業） の実 施を検討

し ます。子 育て援助 活動支援事業 とは、会 員登録 した地域 住民が、 一時 的にその

自 宅でこど もを預か ったり送迎な どを行う サービ スのこと です。市 は、 預かりを

行 う会員と 預かる会 員の相互援助 活動に関 する連 絡・調整 を行いま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

④ 放課後児童対策の充実  

l 共 働き家庭 などの児 童を対象とし た放課後 児童ク ラブにお いて、さ まざ まな体験

活 動等を行 う機会を 提供し、放課 後児童の 安全な 居場所の 確保と充 実を 図りま

す 。  

l ス ポーツ少 年団など を対象に学校 体育館や 運動場 の開放を 進めます 。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課 、こども未 来 課  
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⑤ 一時預かりの充実  

l 従 来、保育 所等で実 施されていた 一時預か り事業 を幼稚園 まで広げ てお り、認定

こ ども園・ 保育所・ 幼稚園等での 実施を充 実しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑥ 子育て短期支援の推進  

l 保 護者の疾 病等によ り家庭におい て養育を 受ける ことが一 時的に困 難と なった児

童 に対し、 児童養護 施設等におい て必要な 保護を 行う子育 て短期支 援を 推進しま

す 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑦ 病児・病後児保育の推進  

l 病 院・保育 所等に付 設された専用 スペース 等にお いて、看 護師等が 一時 的に保育

等 を実施す る病児・ 病後児保育を 推進しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑧ 保育実践の改善･向上  

l 国 の「保育 所におけ る自己評価ガ イドライ ン」に 基づき、 保育所の 自己 評価を推

進 し、保育 の成果の 検証とその客 観性・透 明性の 確保に努 めます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑨ 青少年活動の推進とリーダーになる若者の育成  

l 　地 域におけ るこども たち が連帯感 や協調性 、責任 感などを 学ぶ場として 、子ど

も会活動 の推進を 図ります。ま た、中間 市子ど も会育成 連絡協議 会との連携を 深　

めながら 、こども たちが自主的 に活動す る機会 醸成をは ぐくむた め、こどもた ちの

中からジ ュニア・ リーダーを募 り、リー ダーを 対象とし た研修会 を開催します 。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課  
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⑩ 教育内容の充実  

l 児 童生徒に 「生きる 力」をはぐく むことを 目指し て、創意 工夫を生 かし た特色あ

る 教育活動 を展開す るように努め ます。優 れた教 育活動を 通じて基 礎的 ・基本的

な 知識及び 技能を習 得させるとと もに、課 題解決 に必要な 思考力、 判断 力、創造

力 、表現力 などを磨 きます。  

l 習 熟度別少 人数指導 の実施など、 児童生徒 一人ひ とりに応 じたきめ 細や かな指導

の 充実によ り、主体 的に学習活動 に取り組 む姿勢 を養いま す。  

l 教 職員に対 する、人 権教育、情報 教育、環 境教育 、キャリ ア教育、 国際 理解教

育 、特別支 援教育、 教育相談等の 今日的課 題に関 する研修 を適宜、 適切 に開催す

る ことによ って、教 職員の資質の 向上を図 ります 。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

 

（４）子育てと仕事の両立支援 
 

長時間労働を前提とした働き方は特に男性の間で根強く、家事や育児の負担は依然と

して女性に偏りがちです。家族が協力して子育てをし、それを地域社会全体で支える環

境を整備するため、保育所等における一時預かり等の保育関連サービスの充実を図りま

す。また、ワーク・ライフ・バランスや共働き・共育てに関する周知・啓発を推進しま

す。  
 
 

¥ 具体的施策  

① 育児休業制度活用促進の啓発  

l 企 業が行う 育児休業 の取得促進や 両立支援 に関し て支給さ れる、両 立支 援助成金

の 制度など を企業に ＰＲし、その 活用を促 進しま す。  

l 雇 用保険の 被保険者 が育児休業を 取得した 場合に 支給され る育児休 業給 付等、育

児 休業制度 について 周知徹底を図 り、育児 休業を 取得でき る労働環 境づ くりの推

進 に努めま す。  

【主 な担 当 課 】　商 工 観 光 課  

 

② 子育てしやすい職場環境づくりの啓発  

l 事 業主だけ でなく、 職場の従業員 にも子育 て支援 の重要性 について の意 識啓発を

行 い、女性 労働者の 妊娠中や出産 後の健康 管理、 両親が育 児休業を とり やすい雰
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囲 気の醸成 、育児休 業後の円滑な 職場復帰 の促進 、労働時 間の短縮 等、 仕事と育

児 が両立し うる雇用 環境づくりに 対する理 解・協 力を求め ていきま す。  

l 行 動計画に ついて、 公表と従業員 への周知 が義務 となって いる企業 に対 し、あら

ゆ る機会を とらえて こども基本法 や次世代 育成支 援対策推 進法の内 容周 知を図り

ま す。  

【主 な担 当 課 】　商 工 観 光 課 、こども未 来 課 、人 権 男 女 共 同 参 画 課  

 

③ 出産・育児後の再就職に関する情報提供の充実  

l 出 産・育児 後の再就 職を支援する ため、女 性の就 職に関す る講座や 研修 会等の情

報 提供を行 います。  

【主 な担 当 課 】　人 権 男 女 共 同 参 画 課  

 

④ 男性の育児への積極的参加の促進  

l 妊 娠期から の父親の 育児参加のた めの啓発 資料を 配布する とともに 、パ パとママ

の 育児クラ ブなど、 男性を含めた 育児セミ ナーな どにより 、男性の 育児 への積極

的 参加を促 進します 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑤ 男女共同参画意識の啓発  

l ｢中間 市男女 共同参画 プラン｣に基 づき、家 庭、地 域、職場 での固定的性 別役割分

担 意識の是 正のため の啓発、広報 活動を推 進する とともに 、学校や 生涯 学習の場

で 男女共同 参画に関 する教育を推 進します 。  

【主 な担 当 課 】　人 権 男 女 共 同 参 画 課 、生 涯 学 習 課 、学 校 教 育 課  

 

⑥ 祖父母に対する啓発  

l 祖 父母にも 広報紙等 で最近の子育 て事情を 伝えな がら、子 育て経験 を生 かせる育

児 方法等を 啓発しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  
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（５）多様な遊びや体験活動の充実、居場所づくり 

 

様々な遊びや体験活動は、こども・若者のすこやかな成長の原点であり、言語や数量

等の感覚、創造力や好奇心、自尊心、やり抜く力、折り合いをつける力などの能力を養

うとともに、健康を維持することにもつながります。   
こども・若者が気軽に遊べる場所を確保するとともに、野外活動、文化活動、読書活

動、ボランティア体験等、様々な体験活動の充実を図ります。   

 

① 体験的な学習機会の拡充  

l 特 別活動や 総合的な 学習の時間を はじめと して､各教 科等にお いても、 体験的 な

活 動をでき るだけ取 り入れるよう 努めます 。  

l 児 童生徒一 人ひとり が自らの生き 方につい て考え 、夢をは ぐくむと とも に、将

来 、社会人 ・職業人 として自立し ていくた めに必 要な意欲 ・態度や 能力 を育てる

た め、地域 、産業界 及び行政機関 の連携・ 協力の もとに小 ・中学校 にお けるキャ

リ ア教育を 推進しま す。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

② 地域に開かれた信頼される学校づくりの推進  

l 学 校評議員 をはじめ 、保護者や地 域の方々 から学 校の教育 活動に関 する 意見を聴

取 するとと もに、学 校の自己評価 を保護者 や地域 の方々へ 公開し、 様々 な意見を

学 校改善に 役立てま す。  

l 定 期的なオ ープンス クール（学校 公開）の 実施に より、学 校の教育 活動 を家庭や

地 域に公開 し､地域に 開かれた 学校づく りに努めます 。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

③ 児童会や生徒会活動等の充実  

l 児 童生徒が 相互に協 力し、よりよ い学校生 活を築 く自主的 ・実践的 な態 度を育成

す るため、 ・中学校 において・生 徒会や各 種委員 会活動に 適切な時 間数 を充て、

児 童会・生 徒会活動 等の充実を図 ります。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  
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④ こどもの遊び場、親子による交流・自然体験ができる場の提供  

l こ どもの「 豊かな心 」「健やかな 身体」を 養うと ともに、 冒険心や チャ レンジ心

を 育てるう えで、遊 びや自然体験 はたいへ ん効果 的である ため、事 故防 止に十分

配 慮しなが ら、遊び や自然体験の 機会をで きるだ け増やし ます。  

l 地 区公民館 等をこど もの遊び場と して開放 すると ともに、 自然体験 活動 をはじめ

と する多様 な体験活 動の機会を提 供します 。  

l ｢夏休 みニュ ースポー ツ教室」 等で、こ どもと家族の 交流を図 り、親子 の相互 理

解 やふれあ いを促進 します。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課 、安 全 安 心 まちづくり課  

 

⑤ 子ども会活動の活性化  

l 少 子化等に 伴い、単 一子ども会で の活動が 困難に なってい るため、 「中 間市子ど

も 会育成連 絡協議会 」と連携し、 近隣の子 ども会 同士や小 学校区単 位で の活動を

増 やすため のイベン トを開催する ことによ り、子 ども会活 動の活性 化を 図りま

す 。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課  

 

⑥ こどもと親に向けたイベントや地域活動の情報提供  

l 市 及び近隣 市町村で 開催されるイ ベントや 地域活 動へのこ どもや親 の参 加を促進

す るため、 こども向 けの情報紙や 広報なか ま、市 ホームペ ージ等、 様々 な媒体に

よ る情報提 供を行い ます。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課 、こども未 来 課 、企 画 課  

 

⑦ ボランティア活動への参加促進  

l こ ども自身 が社会の 一員としての 自覚をも ち、積 極的にボ ランティ ア活 動に参加

す ることで 、信頼で きるおとなや 仲間と出 会い、 人とのふ れあいを 通じ て思いや

り や優しさ を感じる とともに､自分が社 会に貢献でき る喜びを 感じる機 会を提 供

し ます。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課  
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⑧  地域への愛着を高める活動の促進  

l 郷 土を愛す る気持ち や地域への愛 着を高め るため 、こども が地域の 自然 環境や伝

統 文化にふ れること のできる行事 やイベン トに積 極的に参 画できる 環境 づくりを

促 進します 。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課  

 

⑨ 読書活動の推進  

l お となが読 書の大切 さ・楽しさを 知り、こ どもに 伝えるこ とによっ て読 書習慣を

は ぐくむよ う、保護 者への啓発や 学習機会 の提供 に努めま す。  

l 7 か 月健診時 に絵本を 配布する ブックスタ ート事業 で、本に 親しむき っかけを 作

り ます。ま た、認定 こども園、保 育所、幼 稚園、 学校にお けるこど もの 読書活動

を 支援する ために各 施設と連携・ 協力し、 読書環 境の整備 を図ると とも に、絵本

の 読み聞か せなどを 行っている市 内の民間 団体、 ボランテ ィアとも 協力 し、幼児

の 頃から本 に親しむ 機会を提供し ます。  

l 小 学校では 、読み聞 かせや図書の 紹介など により 、読書に 対する興 味・ 関心を喚

起 するとと もに、「 朝の読書」や 各自の読 書目標 を立てさ せる取り 組み などを通

し て、読書 習慣の形 成を目指しま す。  

l ゆ とりのあ る快適な 読書スペース を確保す るなど 、学校図 書館等の 環境 を整備す

る とともに 、各学級 における読書 環境の整 備に努 めます。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課 、学 校 教 育 課 、教 育 総 務 課 、こども未 来 課  

 

⑩ こども・若者の居場所づくりの推進  

l 放 課後児童 クラブに ついて、保育 の質の向 上を目 的に、支 援員等へ の研 修の充実

を 図ります 。また、 運営の安定を 図るため 、支援 員等の処 遇改善に 引き 続き取り

組 みます。  

l 市 内のこど も食堂や 学習支援団体 について 、市の ホームペ ージや広 報な かまなど

で 紹介する ことで活 動の周知を図 り、運営 費の助 成など支 援を行い ます 。  

l 養 育環境等 に課題を 抱えるこども の居場所 づくり として、 「児童育 成支 援拠点事

業 」の実施 を検討し ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  
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安心してこどもを生み育てることができるようなまちづくりを進めます。このため、

児童虐待、ヤングケアラー、貧困、障がい等、本人たちだけでは対応が困難な課題を抱

え、支援を必要としているこどもや若者、家庭に対して、それぞれの状況に応じた支援

を切れ目なく提供し、すべてのこどもや若者が、置かれた環境に関わらず希望を抱いて

健やかに育つことができるよう取り組みます。  
 

（１）児童虐待防止対策の推進 
いじめや虐待は、こどもの心身に深刻な影響を及ぼすものであり、予防、早期発見、

早期対策が必要です。いじめや虐待の予防・防止教育を推進するとともに、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等による相談支援体制を整えます。不登校の

原因は様々であり、「不登校＝問題行動」ではないという認識を持った上で支援を行っ

ていきます。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 児童虐待の予防及び早期発見  

l 妊 産婦及び 子育て世 帯への支援体 制の充実 により 、育児不 安の軽減 を図 るととも

に 、養育支 援訪問事 業等を通して 、児童虐 待の予 防及び早 期発見に 努め ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

② 児童虐待防止対策の充実  

l 児 童虐待に 対し、医 療・保健・福 祉・教育 ・警察 等の関係 機関で構 成さ れる「中

間 市要保護 児童対策 地域協議会（ 中間市は ばたけ 子ども・ ネットワ ーク ）」での

活 動を充実 するとと もに、連絡会 議での情 報交換 や個別ケ ース会議 での 対応策の

検 討など、 組織的か つ専門的対応 の徹底と 協議会 内での連 携強化を 図り ます。ま

た 、研修会 等により 、児童虐待防 止に向け ての関 係者の資 質向上に 努め ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

 

 
基本目標❸  安心と希望  

･･･きめ細やかな対応が必要なこどもを支援する
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③ いじめの解消  

l 児 童生徒一 人ひとり を大切にする 心の教育 を実践 するとと もに、い じめ は絶対許

さ ない、い じめのサ インを見逃さ ない等の 共通理 解を教職 員全員が もち 、保護者

や 関係機関 と密に連 携し、いじめ の解消を 図りま す。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

③ こどもの相談に対するカウンセリング機能の充実  

l い じめ・不 登校には 心のケアが必 要なため 、いじ め・不登 校に積極 的に 関わる生

徒 指導相談 員やスク ールカウンセ ラー等の 配置を 進め、カ ウンセリ ング 機能のさ

ら なる充実 により、 児童生徒の心 の安定を 図り、 問題行動 の未然防 止と 解決をめ

ざ します。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

④ 不登校児童生徒への対応の充実  

l 中 間市適応 指導教室 （くすの木学 級）にお ける継 続的な適 応指導や 、様 々な体験

活 動を通じ た指導等 により、不登 校児童生 徒の学 校復帰の ための支 援や 教育相談

の 充実を図 ります。  

l 家 庭に引き こもって いる不登校生 徒に対し ては､相談 員の家庭 訪問によ る教育 相

談 や生活指 導、学習 指導の充実を 図り、学 校への 復帰を支 援します 。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

⑤ 虐待被害に遭ったこどもの支援の推進  

l 児 童相談所 等の専門 機関と連携し 、心のケ アによ る立ち直 りを支援 して いくとと

も に、「中 間市要保 護児童対策地 域協議会 （中間 市はばた け子ども ・ネ ットワー

ク ）」の関 係機関の 協力により､児童が 所属する学校 園等の関 係者とも 連携し な

が ら児童を 見守るな ど、虐待の再 発を防止 し、虐 待を受け たこども と家 族の自立

に 向けた長 期的な支 援に努めます 。  

l こ どもたち の立ち直 りの各段階に おいて、 切れ目 のない継 続的な支 援を 推進する

た め、関係 機関と連 携した対応を 強化しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課  
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⑥ 養育支援訪問事業の充実  

l 養 育が適切 に行われ るよう、家庭 訪問によ り、養 育に関す る助言等 を行 い、育児

不 安の解消 を図り、 児童虐待の予 防や早期 発見に 努めます 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

 

（２）ヤングケアラーへの支援 
ヤングケアラーとは、本来おとなが担うと想定されるような家族の介護その他の日常

生活上の世話を過度に行っていると認められるこども・若者のことです。ケアが日常化・

長時間化することにより、遊びや勉強、進学・就職の準備等の時間が奪われたり、身体的・

精神的に重い負担がかかる状態は、こども・若者の健やかな成長や社会的自立の妨げとな

る、重大な権利侵害です。   
ヤングケアラーの問題は、本人や家族が自覚していないことも多く、顕在化しづらいこ

とを念頭に置いた上で、こどもや家族の思いに寄り添いながら、関係機関が連携してヤン

グケアラーを早期発見・把握し、適切な支援につなげていきます。また、支援者向けマニ

ュアルの整備等を通して、支援体制の強化に努めます。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 多機関連携による支援  

l 中 間市こど も家庭セ ンター、学校 等の関係 機関の 連携のも と、ヤン グケ アラーを

早 期発見・ 把握する とともに、適 切な支援 につな げます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課  

 

② 育児・家事の支援  

l ヤ ングケア ラーの身 体的・精神的 負担の軽 減を図 るため、 乳児のお 世話 をするヤ

ン グケアラ ーのいる 家庭にヘルパ ーを派遣 し、育 児・家事 の支援を 行い ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課  
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（３）こども・若者の貧困対策 

中間市内にも、生まれ育った家庭や様々な事情から貧困の状態となり、健やかな成長に

必要な生活環境や教育の機会が確保されず、こども・若者の権利が保障されていない状況

があります。こども・若者の貧困は、各家庭だけの責任とするのではなく、社会全体で解

決することが重要です。   
そのため、すべてのこども・若者が、生まれ育った環境に関わらず、夢や希望を持って

生きることができるよう、教育の支援、生活の安定のための支援、保護者の就労の支援な

ど、様々な観点から、関係機関の連携のもと、こども・若者の貧困対策に取り組みます。 
 

¥ 具体的施策  

① 教育の支援  

l 生 活が困窮 している 世帯に対して 就学援助 費を支 給する等 、教育費 負担 の軽減を

図 るととも に、低学 力・低学歴に よる貧困 の連鎖 を防止す るため、 生活 困窮世帯

や 低所得の ひとり親 世帯のこども を対象と した学 習支援の 実施を検 討し ます。ま

た 、スクー ルカウン セラーやスク ールソー シャル ワーカー 等による 学校 の相談体

制 をととの えるとと もに、教育・ 福祉等関 係機関 が連携し 、貧困世 帯の 把握と困

り ごとの解 決を図り ます。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課 、こども未 来 課  

 

② 生活の安定のための支援  

l 健 康で文化 的な最低 限度の生活を 保障する 生活保 護費の給 付や、住 宅確 保に関す

る 支援等、 経済的に 困窮する世帯 の生活を 安定さ せるため の支援に 取り 組みま

す 。また、 市内のこ ども食堂に対 する支援 や  NPO 法人と連 携したフー ドパント

リ ーの実施 等により 、生活が困窮 している 世帯の こどもや 保護者の 食事 に関する

選 択肢を増 やします 。  

l 生 活が困窮 している 世帯の自立を 支援する ため、 保護者の 意思を尊 重し た自立支

援 計画を作 成し、必 要に応じてハ ローワー ク等と 連携した 就労支援 に加 え、セミ

ナ ーやしご と体験等 による就労準 備支援、 就職の ための住 居確保の 支援 、家計改

善 のための 支援等、 生活の改善や 自立に向 けた伴 走型支援 を実施し ます 。  

l 生 活が困窮 している 世帯のこども の居場所 づくり を行い、 学習支援 や生 活習慣の

改 善を行う だけでな く、様々な体 験を通し て子ど もが社会 性を身に つけ るよう支

援 を行いま す。  

【主 な担 当 課 】　生 活 支 援 課 、こども未 来 課 、福 祉 支 援 課  
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（４）ひとり親世帯への支援 

 

貧困の課題を抱えているひとり親家庭は少なくありません。また、仕事と子育てを一

手に担わざるを得ないひとり親家庭は、いわゆる「時間の貧困」にも陥りやすいと言わ

れています。ひとり親世帯のこども・若者、そして保護者の生活を守るためには、それ

ぞれの世帯が抱える様々な課題や個別のニーズをくみ取り、支援につなげていく必要が

あります。   
そのため、それぞれのひとり親世帯に寄り添った相談支援を行い、生活支援、経済的

支援、養育費確保、就労支援等の最適な支援につなげることにより、ひとり親世帯の経

済的自立や安定した生活の実現を図ります。  
 

¥ 具体的施策  

① ひとり親家庭に対する相談体制・情報提供の充実  

l 民 生委員・ 児童委員 や関係機関と の連携を 強化し 、ひとり 親家庭が 抱え る様々な

悩 みや相談 ごとに柔 軟に対応でき る体制を 整える とともに 、それぞ れの ニーズに

合 った適切 な情報提 供に努めます 。  

l 福 岡県ひと り親サポ ートセンター による出 張相談 を活用す ることに より 、ひとり

親 家庭から の就労の 相談や養育費 に関する 相談に 対応しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

② ひとり親家庭に対する生活支援の充実  

l ひ とり親家 庭に対し 、生活の安定 と自立を 促進す るため、 一定の要 件の もと、修

学 や支度金 などの資 金の借受けが 可能な母 子父子 寡婦福祉 資金貸付 等の 制度につ

い て、周知 を行いま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課   

 

③ ひとり親家庭等に対する医療費の助成  

l ひ とり親家 庭の親及 びこどもや、 父母のい ないこ ども等が 医療保険 によ る診療を

受 けた場合 、その医 療費の自己負 担分の一 部を助 成します 。  

【主 な担 当 課 】　健 康 増 進 課 、こども未 来 課   
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④ ひとり親家庭に対する就業支援の充実  

l ひ とり親家 庭の親が 自主的に受講 する教育 職業能 力の開発 を支援す るた め、指定

の 職業訓練 講習修了 後に自立支援 教育訓練 給付金 を支給し ます。  

l ひ とり親家 庭の親が 就職に有利な 資格を取 得する ために、 １年以上 養成 機関で修

業 する場合 、一定期 間、高等職業 訓練促進 給付金 を支給し ます。  

l 母 子・父子 自立支援 プログラムを 策定し、 課題の 解決方法 などをア ドバ イスしな

が ら、個々 に応じた 就労の支援を 行います 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課   

 

 

（５）障がいのあるこども・若者への支援 
障害者の権利に関する条約やこども基本法の趣旨を踏まえ、障がいのあるこども・若

者や発達に特性のあるこども・若者について、それぞれの特性や状況に応じた支援を行

うとともに、特別な支援を要するこどもと他のこどもが一緒に保育・教育を受けること

のできるインクルーシブな保育・教育体制を推進します。また、就労に向けた支援を行

います。   
慢性疾病や難病を抱え、その治療が長期間にわたることにより、身体面、精神面、経

済面で困難な状況に置かれているこどもやその家族を支援するため、医療費等の助成や

相談支援を行います。  
 

¥ 具体的施策  

① 障がい児理解のための啓発  

l 障 がいのあ るこども やその家庭を 温かく見 守り､支援 するため の地域づ くりを 実

現 するため 、広報な かまや、各種 イベント を利用 した啓発 ・広報活 動を 継続的に

行 うなど、 多様化す る障がいと障 がいのあ るこど もに対す る理解を 深め るための

啓 発を行い ます。  

【主 な担 当 課 】　福 祉 支 援 課 、こども未 来 課  

 

② 療育相談支援体制の充実  

l こ ころやか らだの発 達の遅れが考 えられる こども について 、できる だけ 早い段階

で 適切な支 援を受け られるよう、 既存の児 童発達 支援セン ターに加 え、 市内に整

備 すること を目指し ます。  

l 当 該センタ ーや中間 市療育支援セ ンター「 親子ひ ろばリン ク」を中 心に 、医療、

教 育、行政 等の各機 関との情報の 共有化や 連携を 図りなが ら、障が いに 対する気
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づ きから障 がい受容 、療育を経て 就労に至 るまで の一貫し た総合的 な支 援のあり

方 を研究・ 実践しま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、福 祉 支 援 課  

 

③ 障がい児保育等の充実  

l 可 能な限り 保護者の 望む認定こど も園や保 育所、 幼稚園等 での受け 入れ を行うよ

う にすると ともに、 こどもの心身 の状況を 正確に 把握し、 こどもの 発達 が促進さ

れ るよう保 育内容の 充実を図りま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

④ 教育相談・就学指導体制の充実  

l 多 様な教育 相談に対 応できる体制 を整える ととも に、障が いのある こど もの個々

の 実態に即 した就学 を進めるため 、本人、 保護者 の意向を 尊重しな がら 適切な就

学 指導を図 ります。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

⑤ 特別支援教育の充実  

l 障 がいのあ るこども 一人ひとりの 状態に応 じたき め細かな 対応がで きる よう、関

係 機関や関 係者等と の連携を深め 、適切な 教育的 支援が実 現するよ う個 別の教育

支 援計画及 び指導計 画をたて、そ の計画の 実施、 評価ので きる体制 の整 備を図り

ま す。  

l 教 職員の資 質向上の ため、特別支 援学級担 当者の 研修等を 一層充実 させ 、障がい

の 多様化に 対応でき る体制を充実 させると ともに 、全教職 員に対し て特 別支援教

育 に関する 学習会・ 研修会等への 参加を促 します 。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

⑥ 交流学習等の推進  

l 障 がいのあ るこども と障がいのな いこども との交 流学習や 共同学習 を積 極的に推

進 し、その 相互理解 を促進します 。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  
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⑦ 心身障がい児とその家族に対する支援の充実  

l 心 身に障が いのある こどもやその 養育者に 対し、 手当の支 給、医療 費の 助成を行

う とともに 、補装具 の交付・修理 、日常生 活用具 の給付を 通じて生 活支 援を行い

ま す。  

l 在 宅の心身 に障がい のあるこども に対する ホーム ヘルプサ ービス等 、在 宅福祉サ

ー ビスの充 実を図り ます。  

l 障 がいのあ るこども を日常的に介 護する保 護者等 の一時的 な休息を 確保 するた

め 、放課後 や長期休 暇中に適切な 運営がで きる社 会福祉法 人等に委 託し 、障がい

の あるこど もを預か り、社会に適 応するた めに日 常的な訓 練を行う 機会 の提供に

努 めます。  

【主 な担 当 課 】　福 祉 支 援 課 、健 康 増 進 課  

 

 
（６）在留外国人のこども・若者等への支援 

こども基本法が対象とする「こども・若者」には、日本で生まれ育った日本国籍のこ

ども・若者だけではなく、在留外国人のこども・若者や、海外から帰国したこどもも含

まれています。   
このため、在留外国人のこども・若者等、特に日本語の使用に支障のあるこども・若

者について、学校や保育所・認定こども園、放課後児童クラブでの受け入れの促進を図

るとともに、若者への就労支援を行います。  
 
 

¥ 具体的施策  

① 子育て・教育に関する支援  

l 保 育所・認 定こども 園、放課後児 童クラブ 等にお いて、必 要に応じ て配 布文書の

多 言語化を 行うとと もに、日本語 の不自由 な保護 者も安心 して施設 を利 用できる

よ う努めま す。   

l 学 校につい ては、日 本語指導の充 実、バイ リンガ ル指導員 等の派遣 、希 望する学

校 への多言 語翻訳機 の設置など、 受け入れ 体制の 整備を進 めます。 また 、義務教

育 を受ける 機会を保 障するととも に、教育 活動の 充実や受 け入れる 生徒 の拡大を

図 ります。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課  
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② 就労に関する支援  

l 市 役所内の 窓口にお いて、在留外 国人の若 者や保 護者等に 対して、 ハロ ーワーク

求 人情報等 就労に必 要な情報を提 供します 。  

【主 な担 当 課 】　商 工 観 光 課  

 

 
（７）こども・若者の自殺対策 

小中高生における自殺者数は全国的に増加傾向にあります。まだ人生の入口にいるこ

ども・若者が命を自ら断つことほど痛ましいことはなく、誰も自殺に追い込まれること

のないよう取り組む必要があります。   
このため、相談支援体制の充実や自殺予防に関する教育や周知・啓発の推進等、こど

も・若者の自殺対策を推進します。  
 
 

¥ 具体的施策  

① 相談支援体制の充実  

l 学 校におけ るスクー ルカウンセラ ー・スク ールソ ーシャル ワーカー の配 置、市役

所 内等の相 談窓口の 体制強化や周 知の推進 により 、問題や 悩みを抱 えた こども・

若 者やその 家族が相 談しやすい体 制づくり を進め ます。ま た、関係 機関 のネット

ワ ークを強 化し、地 域における相 談支援や 見守り 、地域づ くり等を 推進 します。   

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課 、こども未 来 課 、健 康 増 進 課  

 

② 自殺予防に関する教育や周知・啓発  

l SOS の出し方や 受け止め 方に関す る自殺予 防教育を 推進すると ともに、 自殺予防

週 間・自殺 対策強化 月間での啓発 事業など 、ここ ろの健康 づくりや 自殺 予防に関

す る周知・ 啓発を行 います。また 、問題や 悩みを 抱えたこ ども・若 者が 孤立しな

い よう、身 近な人の 悩みや SOS に 気付き、 見守るこ とのできる ゲートキ ーパーの

育 成に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課 、こども未 来 課 、健 康 増 進 課  

 

 
 



９５ 

 

すべての若者が夢や希望を持って育っていけるよう、その自立を支援するとともに、

一人ひとりの未来への希望を尊重しながら、出会いや結婚に関する支援を行い、本市へ

の移住や定住の促進に取り組みます。また、自らの生き方を模索し確立しようとする中

で、不安や悩みを感じる若者やその家族を支援し、希望ある未来に向けて進んでいける

よう取り組みます。  
 

（１）心身ともに健全な次世代を育成 
 

生命の大切さやこどもを生み育てることの意義を理解した、心身ともに健全な次代の

親を育むことができるまちをつくります。  
そのため、生命の大切さを理解し、健やかに思春期をおくることができるための支援

を行います。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 生命の大切さに関する教育の推進  

l 幼 いときか ら自然や 人とのふれあ いを楽し み、生 命のすば らしさ、 大切 さを実感

さ せ、自他 の生命を 尊重する心を 培います 。  

l 道 徳科の授 業等を通 して、生命の すばらし さに気 づかせ、 自他の生 命の 尊重を基

本 とした活 動のでき るこどもの育 成に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、学 校 教 育 課  

 

② 学校における性教育等の充実  

l こ どもの発 達段階に 応じた指導計 画を作成 し、小 学校では 、人や自 然の 命の営み

を 理解し、 思春期に おける心と体 の変化に ついて 学び、性 教育の基 礎的 知識を身

に つけさせ ます。  

l 中 学校では 、人間の 性に対する基 礎的・基 本的事 項を正し く理解さ せま す。特に

生 命の誕生 や命の尊 さについて正 しく理解 させる 等性教育 の充実を 図り ます。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

 

 
基本目標❹  若者と未来  

･･･若者の生活を支え希望に応じた未来を支援する
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③ 学校における健康教育の充実  

l 学 校におけ る保健学 習や学級活動 ・ホーム ルーム 活動を中 心とした 保健 指導を充

実 させ、生 涯を通じ て健康・安全 で活力あ る生活 をおくる ための基 礎を 培うとと

も に、薬物 乱用・飲 酒喫煙防止教 育等、健 康教育 の充実を 図ります 。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課  

 

④ 思春期相談の充実  

l ス クールカ ウンセラ ーや少年相談 センター の「ヤ ングテレ ホン」で 相談 しやすい

体 制を維持 しつつ、 自殺やいじめ など深刻 化、多 様化する 青少年の 悩み に適切に

対 応できる よう、相 談担当者のス キルアッ プを図 るととも に、学校 、保 健所、医

療 機関、児 童相談所 等関係機関の 連携強化 を図り ます。  

【主 な担 当 課 】　学 校 教 育 課 、安 全 安 心 まちづくり課  

 

⑤ 青少年の非行防止と有害環境の浄化  

l 中 間市少年 相談セン ター補導員に よる巡回 パトロ ールで青 少年の不 良行 為を防止

す るととも に、白い ポストからの 有害図書 の回収 など、有 害環境の 浄化 に努めま

す 。  

【主 な担 当 課 】　安 全 安 心 まちづくり課  
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（２）自立できる資質を養うための支援 
 

他者との関わり合いの重要性等を理解した、心身ともに健全な次代の親を育むことが

できるまちをつくります。  
そのため、社会の一員として自立できる資質を養うための支援を行います。  

 

 

¥ 具体的施策  

① こどもの自立促進に向けた教育の充実  

l こ どもが社 会のしく みを知り、将 来、社会 の一員 としての 責任と自 覚を もって自

立 できるよ う､家庭や 地域とも 連携をと りながら、職 場やボラ ンティア の体験 学

習 など、「 生きる力 」をはぐくむ 教育の充 実を図 ります。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課 、学 校 教 育 課  

 

② 青少年健全育成に対する市民意識の高揚  

l 市 民組織で ある「青 少年市民育成 会議」と 連携し て、「少 年の主張 大会 」や「青

少 年健全育 成講演会 」などを行う ことによ り、家 庭や学校 、地域が 一体 となって

青 少年を健 全にはぐ ぐむための市 民意識の 高揚を 図ります 。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課  

 

③ 社会生活を営む上で困難を有する青少年に対する支援  

l 小 ・中・高 の不登校 のこどもやニ ート、引 きこも りなど、 社会生活 を円 滑に営む

上 で困難を 有する者 に対し、関係 機関と連 携して 、成長過 程におい て切 れ目なく

継 続的に支 援するた めの取組を、 国や県な どの動 向を踏ま えながら 検討 します。  

【主 な担 当 課 】　生 涯 学 習 課 、学 校 教 育 課 、安 全 安 心 まちづくり課  
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（３）出会い・結婚への支援と移住・定住の促進 
 

若者のライフスタイルや価値観は様々であり、家族の在り方や家族を取り巻く環境も

また様々です。若者一人ひとりの決定に対し、特定の価値観を押し付けたり、無用な圧

力を与えたりすることは、決してあってはなりません。その上で、若者が自らの主体的

な選択により、結婚し、こどもを産み、育てたいと望んだ場合に、その希望がかなえら

れるよう、ライフデザイン・出会い・結婚への支援を推進します。   
また、地域経済の担い手を確保し、雇用と経済的基盤の安定を図るため、若者や子育

て世帯の移住・定住を促進します。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 人生設計・出会い・結婚への支援  

l 若 者が自ら の将来に ついて考え、 必要な知 識や情 報を学ぶ 機会をつ くる ため、人

生 設計に関 する講義 やワークショ ップの開 催を検 討します 。  

l 結 婚を希望 する若者 を支援するた め、出会 いイベ ントの実 施等、出 会い の機会の

創 出に取り 組むこと を検討します 。  

l 結 婚を機に 本市で新 生活をスター トする新 婚世帯 に対して 、住宅や 引越 に係る費

用 の補助等 の支援を 検討します。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課 、都 市 計 画 課  

 

② 移住・定住の促進  

l 市 のホーム ページや パンフレット 等を通じ て、本 市の魅力 を広く発 信す るほか、

若 者等に係 る支援策 を紹介し、若 者や子育 て世帯 の移住・ 定住を促 進し ます。  

【主 な担 当 課 】　企 画 課 、こども未 来 課 、都 市 計 画 課  
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（４）悩みや不安を抱える若者やその家族への支援 
 

若者が、自らの価値観や生き方を確立しようとする中で、家族や友人、パートナーの

こと、学校や職場での生活のこと、進学や就職、将来のこと等、様々な不安や悩みを抱

えます。こういった不安や悩みが一因となり、ひきこもりの状態になる人も少なくあり

ません。  
悩みや不安を抱える若者、とりわけひきこもりの状態になった若者が、自らをいたず

らに傷つけることなく、自らのペースで歩みを進められるよう、若者やその家族が気軽

に相談できる体制を整えます。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 気軽に相談できる体制の整備  

l 市の 各窓口に おいて、 年齢や状況 に関わら ず広く相 談を受け ることができ るよう 努

めま す。  

l 相談 者本人及 びその家 族等に対し て、まず は少しず つ関係性 をつくるよう に連絡 や

面談 、訪問等 を行いま す。その中 で本人及 びその家 族等の意 思を尊重しな がら、 必

要に 応じて適 切な制度 や支援につ なげます 。  

【主 な担 当 課 】　福 祉 支 援 課 、こども未 来 課 、健 康 増 進 課  
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こどもの養育や教育は、家庭が第一義的責任を持って行われるものでありますが、そ

のためには、家庭が子育てをしやすい環境となるように、地域社会の支援と環境整備が

大切になります。   
少子化が進む中、こどもたちは地域の様々な人と接し、地域で培われてきた伝統や文

化、自然環境に触れることで、心豊かに成長し、地域を支える頼りがいのある存在とな

ります。   
このため、本計画では、次代を担う宝である、こどもたちの育ちを、地域社会全体で

支援する「子育て」という視点をもって取組を進めます。  
 

（１）地域の子育て支援体制の充実 
 

安心とゆとりをもってこどもを生み育てることができる豊かな子育て環境をつくるた

め、家庭、学校、企業、団体、地域社会や行政等がそれぞれの役割を自覚し、お互いに

協力しながら、地域全体で子育てを支えることができるまちを進めます。  
 

 

¥ 具体的施策  

①  利用者支援の充実  

l こ ども及び その保護 者や妊産婦等 が、教育 ・保育 施設や地 域の子育 て支 援事業を

円 滑に利用 できるよ うに、子育て 支援員等 のサポ ーターを 配置する など 利用者支

援 の充実を 図ります 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

② 地域情報提供体制の整備・充実  

l こ ども家庭 センター を子育てに係 る情報提 供の拠 点とし、 認定こど も園 や保育所

等 と連携を 図りなが ら、子育てに 係る支援 や相談 に関しホ ームペー ジ等 に掲載

し 、情報提 供の体制 整備・充実を 図ります 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

 

 
基本目標❺  地域力  

･･･こどもたちの育ちを地域社会全体で支援する



１０１ 

③ 子育て支援ネットワークの構築  

l こ ども家庭 センター の機能を強化 し、地域 の情報 収集・相 談活動及 び子 育て家庭

の ニーズに 応じた総 合的なネット ワークの 構築、 支援を図 ります。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

④ 地域の交流ができる場の拡充  

l 保 育所、幼 稚園、学 校をはじめと する公共 施設を できるだ け子育て 中の 親子に開

放 するよう 図るとと もに、地区公 民館等に ついて も、自治 会等への 理解 を求めな

が ら、こど もと親の 利用を促進し ます。  

l 保 育所、幼 稚園等に おいて、高齢 者とのふ れあい ができる 行事等の 計画 を促進し

ま す。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  

 

⑤ 民生委員･児童委員、主任児童委員等との交流支援  

l 子 育て家庭 が、地域 で子育て支援 を行って いる民 生委員･児童 委員や主 任児童 委

員 と日頃か ら交流が 図れるよう支 援します 。  

【主 な担 当 課 】　福 祉 支 援 課  

 

⑥ 子育ての仲間づくりの促進  

l 乳 幼児健康 診査など の機会や、こ ども家庭 センタ ーや子育 てサロン 等の 親子で参

加 できる場 で、子育 ての仲間づく りを促進 します 。  

【主 な担 当 課 】　こども未 来 課  
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（２）こどもやこども連れにやさしいまちづくり 
すべての人にやさしいユニバーサルデザインの視点に立って、公共施設や鉄道駅、歩

道等のバリアフリー化を図り、妊婦やこども連れの人も安全・安心に移動できるまちづ

くりを推進します。  
 

 

¥ 具体的施策  

① 公共施設における多目的トイレ、授乳コーナーの設置  

l 公 共施設に おいては 、こども連れ の利用者 に配慮 したおむ つ替えス ペー スが整備

さ れた多目 的トイレ や授乳コーナ ーの設置 を進め ます。  

【主 な担 当 課 】　施 設 所 管 課  

 

② こどもや妊婦等が歩行しやすい道路環境の整備  

l こ どもや妊 婦、ベビ ーカー利用の こども連 れが安 心して外 出できる よう に、幅の

広 い歩道の 整備や段 差の解消等、 安全で快 適な歩 行空間の 確保を促 進し ます。  

【主 な担 当 課 】　建 設 課  

 
 

（３）こどもの事故や犯罪等の防止 
こどもが傷を負ったり、命を失う事件や事故が後を絶たない中、すべてのこどもがす

こやかに育つことができるよう、犯罪被害や事故、災害からの安全を確保し、こどもの

命を守る取組を推進します。  
 

 

¥ 具体的施策  

①  こどもが安全に遊べる公園等の整備  

l 遊 具の点検 体制を強 化して事故を 未然に防 ぐとと もに、公 園内樹木 を適 正に整理

し て見通し のよい明 るい公園の維 持に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　建 設 課  
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② 安全な通学路の確保  

l 通 学路の整 備や防犯 灯の設置を推 進し、ま た公安 委員会に 働きかけ て、 スクール

ゾ ーンの整 備を促進 し、さらには ドライバ ー及び 近隣者の マナーの 向上 の意識を

高 めるため 道路パト ロールを強化 するなど 、ＰＴ Ａ等と連 携を図り なが ら安全な

通 学路の確 保に努め ます。  

【主 な担 当 課 】　建 設 課 、教 育 総 務 課 、学 校 教 育 課  

 

③ 地域ぐるみによる交通安全指導の推進  

l 市 民の交通 安全に対 する意識を高 め、基本 的な交 通ルール や交通マ ナー を身につ

け られるよ う､幼児期 から成長 段階に合 わせた、参加 ・体験・ 実践型の 交通安 全

教 育を実施 するとと もに、こども を交通事 故から 守れるよ う、通学 安全 協力員を

は じめ、地 域ぐるみ による声かけ と指導を 推進し ます。  

【主 な担 当 課 】　安 全 安 心 まちづくり課  

 

④ 地域ぐるみによる防犯活動の推進  

l こ どもの非 行防止の ために、市民 ボランテ ィア「 ふるさと みまわり 隊」 を中心に

市 内巡回に 努めます 。また、青色 パトロー ルカー 等による きめ細か い巡 回実施に

努 めます。  

l 中 間市防犯 協会を中 心に、不審者 に対する 対応指 導や地域 における 防犯 意識の高

揚 に資する ため、啓 発活動や防犯 キャンペ ーンを 実施しま す。  

【主 な担 当 課 】　安 全 安 心 まちづくり課  
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第５章　事業計画  

 

１．教育・保育提供区域の設定 
子ども・子育て支援法では、市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的

条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して

区域を定めることとしています。  
また、子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、市町村は、地理的条件、人口、

交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するた

めの施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて定める必

要があります。  
本市では、各事業の実施状況も踏まえ、区域を設定します。   
 

（１）教育・保育提供区域  
本市における「地域子ども・子育て支援事業」等に係る提供区域は、市全域を基本と

して設定します。ただし、放課後児童健全育成事業については、利用の実態が小学校区

であるため、小学校区を区域とします。  
■主な 事業の区 域設 定と理 由■ 

 
 事業 区 域 理 由

 利用 者支援事 業 市 全域 市 役 所 や こ ど も 家 庭 セ ン タ ー で 実 施 し て い る 。

 
地域 子育て支 援拠点事 業 市 全域

現 在 、 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー （ く る り 広 場 ） 及 び 子 育 て

サ ロ ン で 市 全 域 を 対 象 に 実 施 し て い る 。

 妊婦 健康診査 市 全域 対 象 者 が 希 望 す る 医 療 機 関 で 受 診 す る も の で あ る 。

 
乳児 家庭全戸 訪問事業 市 全域

市 内 の 対 象 者 の 居 宅 に 訪 問 を し て お り 、 こ ど も 家 庭 セ

ン タ ー が 市 全 域 を 対 象 に 実 施 す る も の で あ る 。

 
養育 支援訪問 事業 市 全域

養 育 支 援 が 必 要 な 対 象 者 を 訪 問 す る 事 業 で あ り 、 市 全

域 を 対 象 に 実 施 す る も の で あ る 。

 子育 て短期支 援事業 市 全域 現 在 、 市 外 ２ か 所 で 市 全 域 を 対 象 に 実 施 し て い る 。

 子育 て援助活 動支援事 業 （ フ ァ

ミ リ ー ・ サ ポ ー ト ・ セ ン タ ー 事 業 ）
市 全域

現 在 、 本 市 で は 実 施 し て い な い が 、 事 業 の 性 格 上 、 市

全 域 を 対 象 と す る も の で あ る 。

 一時 預かり事 業 市 全域 現 在 、 市 内 ４ 園 で 市 全 域 を 対 象 に 実 施 し て い る 。

 延長 保育事業 市 全域 施 設 等 の 開 所 時 間 の 前 後 に 行 う 事 業 で あ る 。

 
病児 保育事業 市 全域

現 在 、 市 内 市 外 各 １ か 所 で 、 病 児 保 育 及 び 病 後 児 保 育

の 実 施 体 制 を 確 保 し て い る 。

 放課 後児童健 全育成事 業  

（放 課後児童 クラブ）

小 学 校 区  

（ 6 区 域 ）

各 小 学 校 の 在 校 児 童 が 対 象 で あ る た め 、 小 学 校 区 を 区

域 の 単 位 と す る 。
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２．幼児期の学校教育・保育に係る見込みと確保の方策  

 
（１）各年度における教育・保育の量の見込み  

教育・保育の利用状況及びニーズ調査等により把握する利用希望を踏まえ、就学前

児童数の推移、教育・保育施設の配置状況及び地域の実情等を考慮し、認定区分ごと

に必要利用定員総数を定めます。 

 

（２）教育・保育の提供体制  
l 保護者の選択に基づき、多様な施設又は事業者から教育・保育を受けられるような

提供体制の確保が必要であることから、保護者の就労状況及びその変化等のみなら

ず、こどもの教育・保育施設の利用状況等に配慮しつつ、柔軟にこどもを受け入れ

るための体制確保、地域の教育・保育施設の活用等も勘案し、教育・保育の提供体

制を定めます。  
l 教育・保育の提供体制は、教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係る教育・

保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期を定めます。  
l 満３歳未満のこどもについては、教育・保育の量の見込みで定めた保育利用率を踏

まえ、各年度の量の見込みに対応する教育・保育施設及び特定地域型保育事業を整

備することを目指し、各年度における提供体制の確保の内容及びその実施時期を定

めます。  

 子育 て世帯訪 問支援事 業 市 全域 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー が 市 全 域 を 対 象 に 実 施 し て い る 。

 
児童 育成支援 拠点事業 市 全域 現 在 、 本 市 で は 実 施 し て い な い が 、 事 業 の 性 格 上 、 市

全 域 を 対 象 に す る 。  親子 関係形成 支援事業 市 全域

 妊婦 等包括相 談支援事 業 市 全域 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー が 市 全 域 を 対 象 に 実 施 し て い る 。

 
乳児 等通園支 援事業 市 全域

現 在 、 本 市 で は 実 施 し て い な い が 、 事 業 の 性 格 上 、 市

全 域 を 対 象 に す る 。

 産後 ケア事業 市 全域 こ ど も 家 庭 セ ン タ ー が 市 全 域 を 対 象 に 実 施 し て い る 。

 認定区分 利 用先

 
１号 認定 ・満 ３歳以上 で教育を 希望 している こども

幼稚 園  

認定 こども園

 

２号 認定

・満 ３歳以上 で、「保育の 必要な事 由」に 該当するが

幼 稚園等の 利用希望 が強いこど も 保育 所  

認定 こども園  ・満 ３歳以上 で、「保育の 必要な事 由」に 該当し、保

育 所等での 保育を希 望している こども

 ３号 認定 ・満 ３歳未満 で、「保育の 必要な事 由」に 該当し、保 保育 所  
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※令和６年４月１日時点の実績（実人数）  

 

 
実績時点 令和６年４月１日時点

 
１号 

認定

２号 

認定

３号認定

 
０歳児 １歳児 ２歳児

 
332 416 48 131 129 

 育 所等での 保育を希 望している こども 認定 こども園  

地域 型保育
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（３）教育・保育施設の量の見込みと確保方策  
教育・保育の利用状況及び就学前児童数の推計、ニーズ調査等により把握する利用希

望を踏まえ、認定区分ごとに必要利用定員総数を定めました。  
 

【量の見込みと確保方策】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児期の

学校教育の

利用希望が

強い

左記以外 ０歳児 １歳児 ２歳児

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

203 110 392 82 125 125 

① 344 

② 0 473 105 146 153 

③ 450 

④ 0 0 

⑤ 0 0 0 

⑥ 0 0 0 0 0 

⑦ 0 0 0 0 

⑧ 0 0 0 0 

⑨ 6 6 6 

小規模保育 6 6 6 

家庭的保育 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 

591 -110 81 35 33 40 

　＊１　市町村が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている施設のみ計上（⑧を除く）。

　＊２　計上にあたり、市町村と施設設置者との間で覚書の締結等は行っていない。

令和７年度

２号 ３号

量の見込み（ａ）

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（④を除く）

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所）（④を除く）

確認を受けない幼稚園（④を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設（＊１）（⑧を除く）

企業主導型保育施設の地域枠（＊２）

特定地域型保育

（ｂ）ー（ａ）

１号

確
保
方
策
（
ｂ
）
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幼児期の

学校教育の

利用希望が

強い

左記以外 ０歳児 １歳児 ２歳児

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

192 104 371 79 122 120 

① 350 

② 0 497 108 147 160 

③ 450 

④ 0 0 

⑤ 0 0 0 

⑥ 0 0 0 0 0 

⑦ 0 0 0 0 

⑧ 0 0 0 0 

⑨ 6 6 6 

小規模保育 6 6 6 

家庭的保育 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 

608 -104 126 41 37 52 

　＊１　市町村が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている施設のみ計上（⑧を除く）。

　＊２　計上にあたり、市町村と施設設置者との間で覚書の締結等は行っていない。

令和８年度

２号 ３号

量の見込み（ａ）

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（④を除く）

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所）（④を除く）

確認を受けない幼稚園（④を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設（＊１）（⑧を除く）

企業主導型保育施設の地域枠（＊２）

特定地域型保育

（ｂ）ー（ａ）

１号

確
保
方
策
（
ｂ
）

幼児期の

学校教育の

利用希望が

強い

左記以外 ０歳児 １歳児 ２歳児

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

179 97 346 77 118 117 

① 350 

② 0 497 108 147 160 

③ 450 

④ 0 0 

⑤ 0 0 0 

⑥ 0 0 0 0 0 

⑦ 0 0 0 0 

⑧ 0 0 0 0 

⑨ 6 6 6 

小規模保育 6 6 6 

家庭的保育 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 

621 -97 151 43 41 55 

　＊１　市町村が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている施設のみ計上（⑧を除く）。

　＊２　計上にあたり、市町村と施設設置者との間で覚書の締結等は行っていない。

令和９年度

２号 ３号

量の見込み（ａ）

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（④を除く）

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所）（④を除く）

確認を受けない幼稚園（④を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設（＊１）（⑧を除く）

企業主導型保育施設の地域枠（＊２）

特定地域型保育

（ｂ）ー（ａ）

１号

確
保
方
策
（
ｂ
）
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幼児期の

学校教育の

利用希望が

強い

左記以外 ０歳児 １歳児 ２歳児

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

173 94 335 76 116 113 

① 350 

② 0 497 108 147 160 

③ 450 

④ 0 0 

⑤ 0 0 0 

⑥ 0 0 0 0 0 

⑦ 0 0 0 0 

⑧ 0 0 0 0 

⑨ 6 6 6 

小規模保育 6 6 6 

家庭的保育 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 

627 -94 162 44 43 59 

　＊１　市町村が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている施設のみ計上（⑧を除く）。

　＊２　計上にあたり、市町村と施設設置者との間で覚書の締結等は行っていない。

令和１０年度

２号 ３号

量の見込み（ａ）

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（④を除く）

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所）（④を除く）

確認を受けない幼稚園（④を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設（＊１）（⑧を除く）

企業主導型保育施設の地域枠（＊２）

特定地域型保育

（ｂ）ー（ａ）

１号

確
保
方
策
（
ｂ
）

幼児期の

学校教育の

利用希望が

強い

左記以外 ０歳児 １歳児 ２歳児

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

167 91 323 75 113 111 

① 350 

② 0 497 108 147 160 

③ 450 

④ 0 0 

⑤ 0 0 0 

⑥ 0 0 0 0 0 

⑦ 0 0 0 0 

⑧ 0 0 0 0 

⑨ 6 6 6 

小規模保育 6 6 6 

家庭的保育 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 

633 -91 174 45 46 61 

　＊１　市町村が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている施設のみ計上（⑧を除く）。

　＊２　計上にあたり、市町村と施設設置者との間で覚書の締結等は行っていない。

令和１１年度

２号 ３号

量の見込み（ａ）

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（④を除く）

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所）（④を除く）

確認を受けない幼稚園（④を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設（＊１）（⑧を除く）

企業主導型保育施設の地域枠（＊２）

特定地域型保育

（ｂ）ー（ａ）

１号

確
保
方
策
（
ｂ
）
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３．地域子ども・子育て支援事業の見込みと確保の方策 

（１）利用者支援事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 量の見込み及び確保量の単位が「施設数」と設定されているため、その方法を用い

ます。  
l 提供区域は「市全域」とします。 

 

【量の見込みと確保量】　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：施設数 

 

 

 

 

 
【事業内容】こどもや保護者が、認定こども園・保育所・幼稚園での学校教育・保育や一

時預かり、放課後児童クラブ等の地域子育て支援事業の中から適切なものを

選択し円滑に利用できるよう、福祉に関わる各機関で相談を含めた支援を行

います。

 〇 基本型

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み か所 3 3 3 3 3 3 

 
確保方策 か所 3 3 3 3 3 3 

 〇 地域子育て相談機関 

（基本型の財政支援を受けていない相談機関含む）

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み か所 1 1 1 1 1 1 

 
確保方策 か所 1 1 1 1 1 1 
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【確保の方策】  

l 実施箇所は３か所：「市役所」、「こども家庭センター」、「さくら保育園」  
l 利用者が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、必要

な支援を行う専任職員を配置して実施します。  
l 市役所に保育コンシェルジュを配置する「特定型」に加え、「こども家庭センター

型」を実施しています。  
 

 

　＜主な事業＞ 

・情報収集・提供 

・相談 

・利用支援・援助 

 

 

 〇 特定型

 
　 （単位）

R６年度  

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み か所 1 1 1 1 1 1 

 
確保方策 か所 1 1 1 1 1 1 

 〇 こども家庭センター型

 
　 (単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み か所 1 1 1 1 1 1 

 
確保方策 か所 1 1 1 1 1 1 
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（２）地域子育て支援拠点事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去５年間の利用状況及びニーズ調査等により把握する利用希望を踏まえ、量の見

込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　単位：月間延べ回数（人回）、施設数 

 

 

【確保の方策】  

l 実施箇所は２か所：「こども家庭センター（くるり広場）」、「子育てサロン」  
 

＜主な事業＞ 

・サロン事業 

・子育て講座 

・育児相談など 

 

 

 

 【事業内容】乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を身近な地域に開設し、

子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人回/月 456 442 444 448 450 452 

 
確保方策 か所 2 2 2 2 2 2 
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（３）各種妊婦健康診査　  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 量の見込みについては、妊娠の届出件数、妊婦健康診査費助成件数の実績を踏ま

え、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　単位：年間延べ回数（人回） 

 

【確保の方策】  

l 実施機関：こども家庭センター  
l 委  託  先：福岡県医師会、福岡県助産師会、福岡県助産所会、  

１市４町（遠賀４町）の福岡県医師会に未加入の医療機関（１か所）  
 

 【事業内容】妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、

①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠

期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の 

見込 

み

対象者

数
人 230 230 230 230 230 230 

 健診回

数
人回 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 2,820 

 

確保方策 

（実施体制）
　

実施場所：

県内医療機

関及び助産

所 

検査項目及

び実施時

期：妊婦に

対する健康

診査ににつ

いての望ま

しい基準に

準ずる

実施場所：

県内医療機

関及び助産

所 

検査項目及

び実施時

期：妊婦に

対する健康

診査ににつ

いての望ま

しい基準に

準ずる

実施場所：

県内医療機

関及び助産

所 

検査項目及

び実施時

期：妊婦に

対する健康

診査ににつ

いての望ま

しい基準に

準ずる

実施場所：

県内医療機

関及び助産

所 

検査項目及

び実施時

期：妊婦に

対する健康

診査ににつ

いての望ま

しい基準に

準ずる

実施場所：

県内医療機

関及び助産

所 

検査項目及

び実施時

期：妊婦に

対する健康

診査ににつ

いての望ま

しい基準に

準ずる
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（４）乳児家庭全戸訪問事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 量の見込みについては、過去５年間の利用状況等を踏まえ、量の見込みを定めまし

た。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　単位：年間実人数（人）  

 

【確保の方策】  

l 実施機関：こども家庭センター  
l 実施体制：母子保健推進員４人、こども家庭センター職員  
l 委  託  先：母子保健推進員（助産師）  

 

 

（５）養育支援訪問事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去の利用状況を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

 【事業内容】生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する

情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人 220 217 214 211 208 205 

 

確保方策 

（実施体制）
　

実施体制：

４人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

４人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

４人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

４人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

４人 

実施機関：

こども家庭

センター

 【事業内容】養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する

指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保す

る事業です。
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【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　単位：年間実人数（人）  

 

【確保の方策】  

l 実施機関：こども家庭センター  
l 実施体制：７人  

 

（６）子育て世帯訪問支援事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去の利用状況を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

【確保の方策】  

l 実施機関：こども家庭センター  

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人 300 300 300 300 300 300 

 

確保方策 

（実施体制）
　

実施体制：

７人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

７人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

７人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

７人 

実施機関：

こども家庭

センター

実施体制：

７人 

実施機関：

こども家庭

センター

 【事業内容】訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、

妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不

安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施することに

より、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ事業

です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 100 100 100 100 100 100 

 
確保方策 人日 100 100 100 100 100 100 
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（７）児童育成支援拠点事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 現状及び就学前児童数の推移等を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　単位：年間実人数（人）  

 

【確保の方策】  

l 支援のニーズ等を踏まえ、令和８年度以降の事業の実施を検討します。  
 

（８）親子関係形成支援事業  
 

 

 

 【事業内容】養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、

当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課

題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食

事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関

係機 関へ のつ なぎ を行 う等の 個々 の児 童の 状況 に応 じた 支援を 包 括的

に提供することにより、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健

全な育成を図る事業です。

 
　 （単位）

R６年度  

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人 0 0 2 4 8 10 

 
確保方策 人 0 0 2 4 8 10 

 【事業内容】児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児

童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心

身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するととも

に、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共

有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うこと

により、親子間における適切な関係性の構築を図ることを目的としてい

ます。
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【需給調整のための考え方】　  

l 現状及び就学前児童数の推移等を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　単位：年間実人数（人） 

 

【確保の方策】  

l ニーズ等を踏まえ、令和１０年度以降の事業の実施を検討します。  
 

（９）子育て短期支援事業（ショートステイ）  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去の利用状況を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 市内には、本事業を実施する施設がないため、市外の乳児院等に委託しています。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

【確保の方策】  

l 委  託  先：２か所「鞍手乳児院」、「報恩母の家」  

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人 0 0 0 0 19 19

 
確保方策 人 0 0 0 0 19 19

 【事業内容】保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の

養育が困難となった場合等に、施設において児童を預かる事業です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 80 80 80 80 80 80 

 

確保 

方策

延べ 

人数
人日 80 80 80 80 80 80 

 
施設数 か所 2 2 2 2 2 2 
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（10）一時預かり事業  
 

 

①一時預かり事業（幼稚園型）  
 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去５年間の利用状況を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 確保方策については、すべての幼稚園で引き続き実施します。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

 【事業内容】家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児につい

て、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所

において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

また、幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）事

業です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 25,075 25,062 25,049 25,036 25,023 25,011 

 

　

１号認定 人日 13,791 13,784 13,777 13,770 13,763 13,756 

 
２号認定 人日 11,284 11,278 11,272 11,266 11,260 11,255 

 
確保方策 人日 25,075 25,062 25,049 25,036 25,023 25,011 

 

　

一時預かり 

（幼稚園型Ⅰ）
人日 25,075 25,062 25,049 25,036 25,023 25,011 

 上記以外

（＊）
人日 0 0 0 0 0 0 

 
確保方策 か所 6 6 6 6 6 6 

 

　

一時預かり 

（幼稚園型Ⅰ）
か所 6 6 6 6 6 6 

 上記以外

（＊）
か所 0 0 0 0 0 0 

 
＊　私学助成（預かり保育推進事業）による預かり保育等
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【確保の方策】  

l 実施機関：市内にあるすべての幼稚園  
l 実施方法：新制度に移行しない私立幼稚園については「一時預かり事業」ではな

く、従来からの私学助成を受けて「預かり保育」として実施する場合があります。  
 
②一時預かり事業（在園児対象型を除く）、子育て短期支援事業（トワイライト

ステイ）、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業を除く）  
 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去５年間の利用状況を踏まえ、量の見込みを定めました。  
 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

【確保の方策】  

l 一時預かり事業は、市内の保育所で引き続き実施します。トワイライトステイは、

市内に本事業を実施する施設がないため、市外の乳児院等（「鞍手乳児院」、「報恩母

の家」）に委託します。  
　　　　　　　　　 

 

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 755 775 775 775 775 775 

 
確保方策 人日 755 775 775 775 775 775 

 

　

一時預かり 人日 755 755 755 755 755 755 

 トワイライ

トステイ
人日 0 4 4 4 4 4 

 子育て援助

活動支援
人日 0 0 0 0 0 0 

 

確

保 

方

策

一時預かり か所 4 4 4 4 4 4 

 トワイライ

トステイ
か所 2 2 2 2 2 2 

 子育て援助 

活動支援
実施 無 無 無 無 無 無
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③子育て援助活動支援事業（就学時のみ）  
 

【需給調整のための考え方】　  

l 現状及びニーズ等を踏まえ、見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

【確保の方策】  

l 実施機関：市  
l ニーズ等を踏まえ、令和８年度以降の事業の実施を検討します。  

 
（11）延長保育事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去５年間の利用状況及びニーズ調査等により把握する利用希望を踏まえ、量の見

込みを定めました。  
l 確保方策については、すべての保育所で引き続き実施します。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　単位：年間実人数（人） 

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 0 0 15 15 15 15

 
確保方策 人日 0 0 15 15 15 15

 【事業内容】保育認定を受けたこどもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日

及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を実施する事

業です。現行の延長保育事業は、11 時間の開所時間を超えて保育を行

う事業で、市内保育園では全園実施しています。

 
　 （単位）

R６年度  

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人 389 389 389 389 389 389 

 
確保 

方策

実人数 人 389 389 389 389 389 389 

 
施設数 か所 7 7 7 7 7 7 
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【確保の方策】  

l 実施機関：市内にあるすべての保育所  
 

（12）病児保育事業、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業） 
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去５年間の利用状況及びニーズ調査等により把握する利用希望を踏まえ、量の見

込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  
 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日）  

 

【確保の方策】  

l 実施機関  
病児保育は「遠賀中間医師会おんが病院」、病後児保育は「さくら保育園」  

 

 

 

 【事業内容】病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、

看護師等が一時的に保育等する事業です。

 
　 （単位）

R６年度  

（ 実績 見 込 ）

R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 10 12 12 12 12 12 

 
確保方策 人日 10 12 12 12 12 12 

 

　

病児保育 

事業
人日 10 12 12 12 12 12 

 子育て援助 

活動支援
人日 0 0 0 0 0 0 

 確

保 

方

策

病児保育 

事業
か所 2 2 2 2 2 2 

 子育て援助 

活動支援
実施 無 無 無 無 無 無
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（13）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去５年間の利用状況を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「小学校区」とします。  
 

【量の見込みと確保方策（全校区）】　　　　　　　　単位：年間実人数（人） 

 

【確保の方策】  

l 実施機関  
「北学童保育所」、「西学童保育所」、「東学童保育所Ａ」、「東学童保育所Ｂ」、  
「南学童保育所」、「底井野学童保育所」、「中間学童保育所」  

l 利用児童数が多い２か所の学童保育所について、適正な利用規模となるよう、  
計画期間中に、校舎内の空き教室等を活用し、増設を検討します。  

 

 【事業内容】労働などの事情により、昼間保護者が家庭にいない小学生児童に対し、

放課後や長期休暇中、生活の場を提供し、保護者に代わって保育を行う

事業です。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人 359 388 396 404 412 420

 

　

１年生 人 136 148 150 152 154 156

 
２年生 人 113 119 121 123 125 127

 
３年生 人 61 66 68 70 72 74

 
４年生 人 37 43 45 47 49 51

 
５年生 人 11 11 11 11 11 11

 
６年生 人 1 1 1 1 1 1

 
確保 

方策

実人数 人 359 388 396 404 412 420

 
施設数 か所 7 7 7 9 9 9 
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（14）妊婦等包括相談支援事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 過去の利用状況等を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　　　　単位：回  

 

【確保の方策】  

l 実施機関：こども家庭センター  
 

（15）乳児等通園支援事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 現状を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

 【事業内容】安心して出産・子育てができるよう、妊娠時から妊産婦等に寄り添い、

出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報発信等を行

うとともに必要な伴走型の支援を行います。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 

量の見込み 回

妊娠届出数

230 

1 組あたり 

面談回数 3

回 

面 談 実 施 回

数 690 回

妊娠届出数

230 

1 組あたり 

面談回数 3

回 

面談実施回

数 690 回

妊娠届出

数 230 

1 組あたり 

面談回数 3

回 

面談実施

回数 690

回

妊娠届出

数 230 

1 組あたり 

面談回数 3

回 

面談実施

回数 690

回

妊娠届出

数 230 

1 組あたり 

面談回数 3

回 

面談実施

回数 690

回

妊娠届出

数 230 

1 組あたり 

面談回数 3

回 

面談実施

回数 690

回

 
確保方策 回 690 690 690 690 690 690 

 【事業内容】０歳６か月から満３歳未満児を対象に、月一定時間までの枠内で、就

労条件を問わず、保育所等を利用できる新たな通園制度です。
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【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

【確保の方策】  
l 給付制度化が始まる令和８年度から事業を実施いたします。  

 

（16）産後ケア事業  
 

 

【需給調整のための考え方】　  

l 現状を踏まえ、量の見込みを定めました。  
l 提供区域は「市全域」とします。  

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　単位：年間延べ利用人数（人日） 

 

【確保の方策】  

l 実施機関：こども家庭センター  

 
　 （単位） R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 

0 歳児

量の見込み 人日 － － 4 4 4 4 

 
確保方策 人日 － － 4 4 4 4 

 

1 歳児

量の見込み 人日 － － 5 5 5 5 

 
確保方策 人日 － － 5 5 5 5 

 

2 歳児

量の見込み 人日 － － 6 6 6 6 

 
確保方策 人日 － － 6 6 6 6 

 【事業内容】　出産後１年未満の産婦及び乳児を対象に、助産師等の専門職が心

身のケアや育児のサポート等を行う事業です。県内の医療機関や

助産院等での宿泊や通所のほか、助産師等による居宅訪問を選ん

で利用できます。

 
　 （単位）

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度

 
量の見込み 人日 90 90 105 105 105 105

 
確保方策 人日 90 90 105 105 105 105
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（14）その他地域子ども・子育て支援事業  
 
①実費徴収に係る補足給付を行う事業  

 

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 

【確保の方策】  

l 実施機関：市  
 
 
 
②多様な事業者の参入促進・能力活用事業  

 

 

 

 【事業内容】低所得で生計が困難である者等の子どもが、特定教育・保育等又は特

定子ども・子育て支援を受けた場合において、当該保護者が支払うべ

き実費徴収に係る費用の一部を補助することにより、これらの者の円

滑な特定教育・保育等又は特定子ども・子育て支援等の利用を図る事

業です。

 
　

R６年度 

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度

 
事業実施予定 あり あり あり あり あり あり

 【事業内容】地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て

支援事業の量的拡大を進める上で、多様な事業者の新規参入の支援、

私立認定こども園における特別な支援が必要なこどもの受入体制の構

築、小学校就学前のこどもを対象とした多様な集団活動を利用する幼

児の保護者や教育・保育施設等を利用する一定程度以下の所得の多子

世帯の経済的負担軽減を図り、良質かつ適切な教育・保育等の提供体

制の確保を図る事業です。
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【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 

【確保の方策】  

l 実施機関：市  
 
③子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業  

 

 

 

【量の見込みと確保方策】　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 

【確保の方策】  

l 実施機関：市  
 

 

 
　

R６年度 

（実績見込）
Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度

 
事業実施予定 あり あり あり あり あり あり

 【事業内容】市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地

域協議会）（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調

整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワークを構成

する関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門性

強化及び地域ネットワーク構成員の連携強化を図るとともに、地域ネ

ットワークと訪問事業が連携を図り、児童虐待の発生予防、早期発見・

早期対応に資することを目的とする事業です。

 
　

R６年度  

（実績見込）
R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度

 
事業実施予定 あり あり あり あり あり あり
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４．子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の 
一体的提供、推進体制の確保 

 
教育・保育の一体的な提供の推進においては、単に幼稚園・保育園の施設的な統廃合

や保護者の就労支援の観点のみならず、教育・保育的な観点、こどもの育ちの観点を大

切に考え、こどもが健やかに育成されるよう教育・保育機能の充実（ソフト的整備）と

施設整備（ハード的整備）を一体的にとらえた環境の整備が重要です。  
幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う極めて重要なものであ

り、こどもの最善の利益を第一に考えながら、こどもたちに質の高い教育・保育の提供

を行うとともに、保護者や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施するため、教育・

保育の一体的な運営の推進を図ります。  
 

５．産後の休業及び育児休業後における 
特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

 
経済状況や企業経営を取り巻く環境が依然として厳しい中、共働き家庭は増加し続け

ています。また、子育てに専念することを希望して退職する者がいる一方、就労の継続

を希望しながらも、仕事と子育ての両立が困難であるとの理由により、出産を機に退職

する女性が少なからず存在しているなど、出産に伴う女性の就労継続も依然として厳し

い状況にあります。  
このような社会や経済の環境の変化によりもたらされた子育て家庭を取り巻く環境の

変化を鑑み、産後休業及び育児休業から保育へと切れ目のないサービスを実施する必要

があります。  
これらを踏まえ、育児休業期間満了時から特定教育・保育施設等の利用を希望する保

護者が、質の高い保育を利用できるよう、保育所や幼稚園等の既存の社会資源を活用す

るなど環境の整備に努めていきます。  
 

６．こどもに関する専門的な知識及び技術を要する支援 
に関する福岡県が行う施策との連携 

 

（１）こども虐待防止対策の充実  
本市においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、地域資源や児童委員を

はじめとした「地域のちから」を活用してこども虐待の発生予防をするほか、早期発

見、早期対応に努めます。また、児童相談所の権限や専門性を要する場合には、遅滞な

く介入を求められるよう、これに先立ち、関係機関との連携を強化し、密接に情報を共

有していくことを推進します。  
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（２）ひとり親家庭の自立支援の推進  
ひとり親家庭の自立支援は、子育て短期支援事業、母子家庭等日常生活支援事業、保

育及び放課後児童健全育成事業の利用に際しての配慮等の各種支援策を推進するほか、

母子及び父子並びに寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針及びこれに即して福岡県が

策定する母子家庭及び寡婦自立促進計画等の定めるところにより、子育て・生活支援

策、就業支援策、養育費の確保策および経済的支援策を４本柱として総合的な自立支援

を推進します。  
 

（３）障がい児施策の充実等  
障がいの原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊

婦及び乳幼児に対する健康診査並びに学校における健康診査等の実施を推進することが

必要です。  
特に、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後児童健全育成事業

を行う者等は、障がい児等特別な支援が必要なこどもの受入れを推進するとともに、受

入れに当たっては、各関係機関との連携を図り障がい児施策を推進します。  
 

７．労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるため
に必要な雇用環境の整備に関する施策との連携 

 

（１）働きやすい職場環境の整備  
教育・保育の施設給付や地域子ども・子育て支援事業の充実等を通じて、市民一人ひ

とりがワーク・ライフ・バランスを実感できる環境づくりを進めます。  
 

（２）育児休業等制度の周知  
企業等民間団体への制度の周知や行政機関においても育児休業等を取得しやすい職場

環境の醸成に努めます。  
 

（３）ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発  
誰もが働きやすい労働環境の改善に向けた各種啓発、情報提供に努めます。あわせ

て、子育て期間中を含めた男女双方の働き方の見直しを地道に問題提起していきます。  
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第６章　計画の達成状況の点検及び評価  

 

１.　  推進体制  

 
本計画に含まれる分野は、保健・医療・福祉、教育、就労・雇用、交通・住宅・環境

などの様々な施策分野にわたります。このため、こども施策にかかわる関係部局間の緊

密な連携に努めながら、総合的で効果的な計画の推進を図ります。   
また、本計画の推進に当たっては、地域でのきめ細やかな取組が重要であるため、市

民や企業など様々な観点からの参画・連携を図る必要があります。さらに、毎年度にお

いて計画の進行管理を行い、進捗状況を把握、評価、検証し、その結果をその後の対策

の実施や計画の見直し等に反映させていく仕組みが必要です。   
本計画で示した施策を展開するためには、行政のみならず、家庭をはじめ、子ども・

子育て支援に関して主体的な取組を行う市民団体・グループ、地域社会、学校、社会福

祉協議会、民生委員・児童委員、専門職、幼稚園、保育所、認定こども園、ボランティ

ア、企業・事業者など多くの関係機関・団体の協力が不可欠です。このため、これらの

個人、団体などと相互に連携を図り、計画の着実な推進に向けて取り組みます。  
 

２.　  計画の進捗管理  

 
近年の社会経済情勢の変化はめまぐるしく、本計画においても、このような変化に適

切に対応しながら推進しなければなりません。  
そこで、計画の推進にあたっては、全庁的な体制のもとに、毎年度「中間市子ども・

子育て会議」において、進捗状況の把握、点検及び評価を行い、必要に応じて計画内容

を修正するなど、柔軟に対応していきます。  
また、基本理念・基本目標の達成状況を把握し評価するための指標を設定します。把

握にあたっては、第２章に掲載したアンケート調査によることを基本とします。  
 

 
成果指標 対象

現状 

（R6 年度）

目標 

（R11 年度）

 

「子どもの権利について知っている」と

答えるこども・若者・保護者の割合

小学生  

中学生  

若者 

保護者

32.4% 

78.3% 

68.8% 

64.8%

向上
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※「小学生 」の割合は 、１ ～３年生 、４～６ 年生のそれぞ れの割合 の平均値 とし 、「保護者 」の  

割 合は、就 学前・小 学生・中学生 の保護者 のそれ ぞれの割 合の平均 値と していま す。  

 

 

 

「中間市子どもを守る条例について 

知っている」と答える 

こども・若者・保護者の割合

小学生  

中学生  

若者 

保護者

14.0% 

18.9% 

9.0% 

20.2%

向上

 
「家庭での生活に満足している」と思う 

こどもの割合

小学生  

中学生

84.8% 

78.2%
向上

 
「学校生活に満足している」と思う 

こどもの割合

小学生  

中学生

73.1% 

70.1%
向上

 
「中間市が好きだ、満足している」と 

思うこどもの割合

小学生  

中学生

77.5% 

50.0%
向上

 
「ほっとできる場所、居心地のいい 

場所がある」と答える 

こども・若者の割合

小学生  

中学生  

若者

93.8% 

95.6% 

96.3%

向上

 

「中間市に住みたい・一度は出ても将来

は中間市に住みたい」と答える 

こども・若者・保護者の割合

小学生  

中学生  

若者 

保護者

55.1% 

29.7% 

45.9% 

49.7%

向上

 
「子育て環境や支援に満足している」と

思う保護者・若者の割合

保護者  

若者

26.4% 

33.6%
向上

 
「子育てに関して気軽に相談できる 

相手がいる」と答える保護者の割合
保護者 87.6% 向上

 「若者を対象とした相談窓口（機関や 

事業）を知っている」と答える 

若者の割合

若者 62.0% 向上
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用語解説 
 

【あ行】  

・朝の読書　  

学校で毎朝読書をする活動で、文部科学省が推進する読書活動のひとつ。「みんなでや

る」「毎日やる」「好きな本でよい」「ただ読むだけ」を原則とした感想文や評価のない

自由な読書活動。  

 

・インクルーシブ  

障がいの有無や国籍、年齢、性別などに関わらず、お互いの違いを認め合って共生して

いくことを目指す考え。  

 

・SNS（エスエヌエス）  

Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）のこと。友

だちなどとインターネット上でつながって、文章や写真、動画などで自分を表現したり、

コミュニケーションするサービスのこと。 

 
・延長保育事業（時間外保育事業）  

保育認定を受けた児童について、通常の利用日や利用時間帯以外において、保育所、認

定こども園等で引き続き保育を実施する事業。  

 

 

【か行】  

・家庭的保育事業　  

保育者が、保育者の自宅の居室などを保育室として使い、仕事や病気などの理由により

家庭で保育できない保護者に代わってこどもを預かる事業。  

 
・企業主導型保育事業　  

企業が従業員の働き方に応じた柔軟な保育サービスを提供するため、単独又は共同で

設置・利用する認可外保育施設で行っている事業。 

 
 
・キャリア教育  

こどもたちが、将来、社会的・職業的に自立し、社会の中で自分の役割を果たしながら、

自分らしい生き方を実現するための力を育む教育のこと。  
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・居宅訪問型保育事業  

保育者が、こどもの家庭で、仕事や病気などの理由で保育できない保護者に代わってこ

どもを預かる事業。  

 
・ゲートキーパー  

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話

を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のこと。  

 

・合計特殊出生率  

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢

別出生率で一生の間に生むとしたときのこどもの数に相当する。 

 
・子育て支援員  

国が定める「基本研修」及び「専門研修」を修了し、「子育て支援員研修修了証書」の

交付を受けることにより、子育て支援員として保育や子育て支援分野の各事業等に従事

する上で必要な知識や技術等を修得したと認められる者。  

 
・子育て世帯訪問支援事業  

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤン

グケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、

家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高

まりを未然に防ぐ事業。  

 
・子育て短期支援事業（ショートステイ）  

保護者の疾病その他の理由により家庭においてこどもを養育することが一時的に困難

となった場合等に、児童養護施設等において一定期間、養育・保護を行うことにより、こ

れらのこども及びその家庭の福祉の向上を図る事業。 

 
・こども家庭センター  

令和４年（2022 年）の改正児童福祉法等により、「子育て世代包括支援センター」と

「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の両機能を維持し、全ての妊産婦、子育て世帯、こ

どもに対し、一体的に相談支援を行う機関。  

 
・こども基本法  

日本国憲法・こどもの権利条約の精神にのっとり、すべてのこどもが、将来にわたって

幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こどもに関する政策を総合的に推



１３３ 

進するためにつくられた法律。  

 
・子ども・子育て支援法  

幼児教育・保育や待機児童の解消、地域におけるこども・子育て支援の充実や、地方自

治体における事業計画の策定、子ども・子育て会議の設置等を定めた法律。  

 
・こども食堂  

地域において、経済的な理由や家庭の事情などにより食事を十分にとれないこどもの

支援や、一人で食事をとる孤食の解消等を目的に、無料又は低額で食事を提供する場のこ

と。  

 
・こども大綱  

こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進するため、政府全体のこどもに関す

る施策の基本的な方針を定めたもの。  

 
・こどもの居場所づくりの推進  

こども・若者の声を聴き、こども・若者の視点に立った居場所づくりを進めること。こ

ども・若者本人にとって居心地が良いと思えるものであれば、どんな場所・時間・人との

関係性であっても居場所となりえることから、こども・若者の声を聴きながら進めること

が重要とされている。  

 
・こどもの権利条約（児童の権利に関する条約）  

世界中のすべてのこどもたちが持つ人権（権利）を定めた条約。  

 
・子どもの貧困対策の推進に関する法律  

生まれ育った環境によってこどもの将来が左右されることなく、すべてのこどもが心

身ともに健やかに育成され、教育の機会均等が保障されるよう、こどもの貧困対策を総合

的に推進することを目的とした法律。  

 

・子ども・若者育成支援推進法  

教育、福祉、雇用等の分野におけるこども・若者の育成支援に関する取組の総合的な推

進や、ニートやひきこもり等困難を抱える若者への支援を行うための地域ネットワーク

づくりの推進を主な目的とした法律。  

 
・子ども・若者計画  

こどもや若者の健やかな成長と自立を目的とした施策を体系的に推進するため市町村

や都道府県が策定する計画。  
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【さ行】  

・時間の貧困  

家事や労働・通勤のために要する時間が多く、休養・余暇やこどもと接する時間が少な

い状態。  

 
・事業所内保育  

会社の事業所などで、従業員のこどもと地域のこどもを一緒に保育すること。  

 
・次世代育成支援対策推進法  

次代の社会を担うこどもがすこやかに生まれ、育成される社会を形成するため、地方自

治体や事業主における次世代育成支援のための行動計画の策定や、仕事と子育ての両立

支援等を定めた法律。  

 
・児童発達支援センター  

障がいのあるこどもを対象に、自立に必要な技能や知識などの習得や、日常生活に必要

な基本動作、集団生活に順応するための支援を行うとともに、地域の障がいのあるこども

やその家族への相談対応、保育所等に対して援助・助言を行うなど、地域の中核的な療育

支援施設。  

 
・児童福祉法  

児童が良好な環境で生まれ、心身ともに健やかに育成されるよう、保育、母子保護、児

童虐待防止対策を含むすべての児童の福祉を支援する法律。  

 
・就学前教育・保育  

０歳から小学校就学前までのこどもを対象とし、幼稚園、保育所、認定こども園等で行

われる教育・保育。  

 
・障害者の権利に関する条約  

障がい者の人権や基本的自由の享有を確保し、固有の尊厳の尊重を促進するために、障

がい者の権利を実現するための措置等を規定する条約。  

 
・小規模保育事業  

主に０歳から２歳児の少人数（６人から 19 人まで）を対象に、家庭的保育に近い雰囲

気のもときめ細やかな保育を行う事業。 

 
・スクールカウンセラー  

「心の専門家」として学校に配置されている臨床心理士等の資格を有する心理の専門
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家で、学校教育法施行規則第 65 条の３で学校職員として位置づけられている。主に、児

童生徒に対する相談や心のケア、保護者や教職員に対する相談、教職員への研修等を行う。 

 
・スクールソーシャルワーカー  

「福祉の専門家」として学校に配置されている社会福祉士や精神保健福祉士の資格を

有する福祉の専門家で、学校教育法施行規 則第 65 条の４で学校職員として 位置づけら

れている。主に、家庭を含めた幼児、児童生徒を取り巻く環境に焦点を当てた支援や学

校・園への助言を行う。 

 

・青少年市民育成会議  

青少年自らが生きがいを持ち、自立心を養い、自己の確立をめざすよう、地域社会にお

ける青少年育成活動を支援し広げていくための組織。自治会、子ども会、学校、PTA 等

と連携を図りながら、地域に根付いた活動を実施している。 

 
【た行】  

・待機児童  

保育所・認定こども園については、保育の必要性の認定（２号又は３号）を受け、特定

教育・保育施設又は特定地域型保育事業の利用の申込みをしているが、利用に至っていな

い者をいう（保護者が特定の保育所等を希望している等、国の調査要領により待機児童数

に含めないこととされている者は除く）。放課後児童クラブについては、クラブへの入所

を希望したにもかかわらず、定員に空きがない等の理由により入所できなかった児童を

いう。  

 
・地域子育て支援拠点事業  

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業。中間市では、ハピネスなかま（中間市総合会館）

で「くるり広場」として開設し、また、「子育てサロン」を中間市社会福祉協議会に委託

して実施しています。  

 

・地域型保育給付　  

子ども・子育て支援新制度に基づく財政支援の一つで、小規模保育や家庭的保育などの

保育施設に支給される給付費。  

 

・特定不妊治療  

不妊治療のうち体外受精及び顕微鏡下で卵子に精子を直接注入する顕微授精のこと。  
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・特別支援学級  
小学校、中学校等において障がい（知的障がい、肢体不自由、病弱及び身体虚弱、弱視、

難聴、言語障がい、自閉症者・情緒障がい）のある児童生徒に対し、障がいによる学習上

又は生活上の困難を克服するために設置される学級。  

 
・特別支援学校  

障がいのある幼児、児童生徒に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる

教育を施すとともに、障がいによる学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために

必要な知識技能を授けることを目的とする学校。  

 
【な行】  

・中間市健康増進計画　  

次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画における母子保健分野を補完し、

かつ健康増進法に基づく市町村健康増進計画の性格を持たせた計画。  

 

・中間市高齢者総合保健福祉計画　  

高齢者の現状や背景をふまえて、福祉サービスの円滑な運営を確保するために、介護予

防やいきがい活動を含む高齢者福祉全般にわたる政策目標を定めた計画。  

 
 
・中間市子ども会育成連絡協議会  

「充実した子ども会活動と、子どもたちの笑顔を応援する」ため、こどもが大人と協働

できる子ども会活動、規律ある楽しい活動、シニアリーダーがこどもを育てる活動の 3

つの事項を中心とした活動を行っている組織。 

 
・中間市子ども・子育て会議  

子ども・子育て支援法及びこども基本法に基づき、子ども・子育て支援制度に関する事

業計画やこども計画の策定と変更、その進捗管理について、行政以外から幅広く意見を聴

くための会議。  

 
・中間市子ども・子育て支援事業計画  

子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づき、就学前教育・保育の提

供体制の確保や地域における子ども・子育て支援事業など、子ども・子育て支援に関する

取組みを定めた計画。  

 
・中間市自殺対策行動計画　  

自殺対策基本法や自殺総合対策大綱等に基づく自殺対策計画。  
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・中間市障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画  

障害者基本計画は、障害者基本法に基づき、障がいのある人を対象とした施策の方向性

を定めた計画。障害福祉計画・障害児福祉計画は、障がい者の日常生活を総合的に支援す

るための法律及び児童福祉法の規定に基づき、障害福祉サービスや障害児福祉サービス

の供給量等を定めた計画。  

 
・中間市総合計画  

本市の最上位計画であり、総合的かつ計画的な行政運営を行うことを目的とした、基本

構想その他の行政分野全般に係る政策等に関する計画。  

 
・中間市男女共同参画プラン  

市民だれもが一人の人間として尊重され、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分

に発揮できる男女共同参画社会の実現を目指し、取り組むべき具体的な施策を総合的か

つ計画的に推進するために策定した計画。  

 
・中間市地域福祉活動計画  

地域福祉計画同様、社会福祉法第に規定され、地域住民や民間団体の自主的・自発的な

福祉活動を中心とした民間の活動や行動目標を示す計画で、市町村社会福祉協議会が策

定する計画。中間市では中間市地域福祉計画と一体的に策定している。  

 
 
・中間市地域福祉計画  

社会福祉法に規定され、市町村が地域福祉推進の主体である地域住民等の参画を得て、

地域福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画。  

 
・中間市適応指導教室（くすの木学級）  

さまざまな事情により学校に行きたくても行けない児童生徒に対して、学びの場や居

場所を確保し、学校復帰を目指した支援を行う教室。市内の小学校・中学校に通う小学 5

年生から中学 3 年生までが対象。 

 
・中間市デジタル田園都市構想総合戦略  

国のデジタル田園都市国家構想総合戦略を踏まえ、地方創世の取組を継続するととも

に、デジタルの力を活用して人口減少や少子高齢化、地域経済の縮小などの諸課題に取り

組むことを定めた計画。  

 
・中間市ふるさとみまわり隊  

市内の各自治会で結成している地域の防犯及び青少年の見守りのための組織。 
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・中間市要保護児童対策地域協議会（中間市はばたけ子ども・ネットワーク）  

要保護児童の適切な保護並びに要支援児童及び特定妊婦への適切な支援を図ることを

目的とした協議会で、医療、保健、福祉、教育、警察等の関係機関で構成されている。  

 

・中間市療育支援センター  

ことばやからだの発達などに心配のあるこどもの豊かな成長と発達のために、療育支

援を行うもので、中間市が中間市社会福祉協議会にその運営を委託している。保護者の悩

みや、気になることについて一緒に考え、さまざまな専門スタッフと連携しサポートして

いる。  

 

・難病  

難病とは、発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病で

あって、長期にわたり症状や治療が継続するものとして国が定める疾病。 

 

・ニート（若年無業者）  

15～34 歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしていない人。 

 
・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）  

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を助産師、保健師等が訪問し、体重測定や育児

相談、子育てに関する情報提供を行い、支援が必要な家庭を適切なサービスにつなぐ事業。 

 
・乳児等通園支援事業  

0 歳 6 か月から満３歳未満の小学校就学前こどもであって、月一定時間までの枠内で、

就労条件を問わず、保育所等を利用できる新たな通園制度のこと。令和７年度から児童福

祉法及び子ども・子育て支援法に「乳児等通園支援事業」として位置づけられ、令和８年

度から全ての自治体で実施することとされた。 

 
・認定こども園  

幼稚園と保育所の機能をあわせ持ち、0 歳児から小学校就学前までのこどもを対象に、

教育・保育を一体的に提供する施設。 

 
【は行】  

・バイリンガル指導員  

英語と日本語を流暢に話し、指導力や熱意を兼ね備えた講師やインストラクターのこ

とをいう。 
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・発達障がい  

脳の働き方の違いによって、物事の捉え方や行動のパターンに違いがあり、日常生活に

支障のある状態をいう。主な種類は、広汎性発達障害（自閉症、アスペルガー症候群など）、

注意欠如多動性障害（ADHD）、学習障害（LD）、チック症、吃音。 

 

・パブリックコメント  

市が重要な計画や条例などを策定するときに、その趣旨や内容を市民に公表し、提出さ

れた意見を考慮しながら最終の意思決定を行うとともに、意見に対する市の考え方を公

表する一連の手続きのこと。  

 
 
・バリアフリー  

高齢者や障がいのある人などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除

去（フリー）すること。物理的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での障壁などす

べての障壁を除去するという考え方。  

 
・ひきこもり  

仕事や学校に行かず、かつ家族以外の人との交流や買い物以外の外出がほとんどない

状態が、6 か月以上続いていること（重度の障がいや重度の疾病で外出できない方を除く）。 

 

・ファシリテーター  

会議等で中立的な立場に立った上で意見をまとめ、より良い結論に導く役割の人。こど

も・若者の意見表明においては、こども・若者が意見を言いやすい環境をつくり、意見表

明をサポートする役割を担う。  

 
・福岡県ひとり親サポートセンター  

母子家庭の母親や父子家庭の父親、寡婦及び離婚を考えている方の就業や自立を支援

することを目的とし福岡県が実施している事業。  

 

・福岡県こども計画  

こどもに関する複合的な課題に対応し、総合的にこども施策を推進していくため、国の

「こども大綱」を踏まえ、こどもに関する計画を一本化した福岡県の計画。  

 
・ブックスタート事業  

中間市では、7 か月健診時に、あかちゃんとのふれあいの時間を共有するための手段と
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して、絵本をプレゼントする事業。また、3 歳児健診時に、絵本をプレゼントするセカン

ドブック事業も実施している。 

 
・放課後こども教室  

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用し、こどもたちの安全・安心な活動拠点

（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住

民との交流活動等の取組を実施する事業。  

 
・母子父子寡婦福祉資金  

ひとり親家庭の母又は父及び寡婦に対し、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を

図り、扶養している児童の福祉を増進するための資金。  

 
・母子保健を含む成育医療等に関する計画  

成育過程にある者の健やかな成長が確保される権利を尊重するとともに、妊娠期から

出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、さまざまなニーズに即した必要なサービス

をつなぐ伴送型支援を推進することにより、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支

援体制を整備する計画。  

 
・母子・父子自立支援プログラム  

ハローワークや母子家庭等就業・自立支援センターと緊密に連携しつつ、ひとり親家庭

の自立に向け、きめ細かな支援等を行うために策定するプログラムのこと。  

 
【ま・や・ら・わ行】  

・慢性疾病（小児慢性特定疾病）  

18 歳未満を対象に、症状や治療が長期にわたり生活の質を低下させ、その生命に危険

が及ぶおそれがあるものであって、多額の医療費を要するものとして国が定める疾病。 

 

・ヤングケアラー  

本来大人が担うと想定されている家族のケアを日常的におこなっており、年齢や成長

の度合いに見合わない重い責任や負担を負っているこども・若者のこと。  

 
・ヤングテレホン  

少年少女の悩みや困りごとを相談できる相談窓口のことで、中間市少年相談センター

に「ヤングテレホンなかま」を開設している。 

 
・ユニバーサルデザイン  

障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず、多様な人が利用しやすいよう製品や
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建物、生活空間を設計する考え方。  

 
・養育支援訪問事業  

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題により、子育てに対して不安や孤

立感等を抱える家庭や、さまざまな原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子

育て経験者等による育児・家事の援助又は保健師等による具体的な養育に関する指導助

言等を訪問により実施することにより、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減

を図る事業。  

 
・ライフデザイン  

自分の価値観に基づいた生き方や将来どのような人生を送りたいかについて、具体的

に思い描くこと。  

 
・ワーク・ライフ・バランス  

老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発等、さまざまな活動につ

いて、自ら希望するバランスで展開できる状態。仕事と生活の調和。  

 

・若者ケアラー  

ヤングケアラーとは、本来大人が担うと想定されている家族のケアを、日常的におこな

っており、年齢や成長度合いに見合わない重い責任や負担を負っているこども・若者のこ

と。18 歳以下を「ヤングケアラー」、19 歳からおおむね 30 代までを「若者ケアラー」

と呼んでいる。 
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中間市子ども・子育て会議委員名簿 
 

 所　　　属 氏　　　名

福岡女学院大学 大迫　秀樹

中間市ＰＴＡ連合会 山口　議雄

中間市ＰＴＡ連合会 志道　吉和

遠賀中間地区保育協会 小林　哲治

遠賀中間私立幼稚園連盟 千々和　公麿

中間市小学校長会 池田　辰也

中間市中学校長会 権藤　信慶

福岡県宗像児童相談所 平澤　知巳

中間市社会福祉協議会 安徳　保

社会福祉法人ひかりのさと 下川　はる子

コミュニティ・カフェなかま 白濵　貴子

中間商工会議所 岩﨑　憲明

連合福岡遠賀川地域協議会 火山　木綿子

中間市教育委員会学校教育課 船元　幸徳

中間市教育委員会学校教育課 靏　浩二

中間市教育委員会教育総務課 山口　研治

中間市教育委員会生涯学習課 深川　英明

中間市福祉支援課 山本　竜男

中間市健康増進課 八汐　雄樹

中間市人権男女共同参画課 石井　浩司
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中間市子ども・子育て会議開催経過 
 

※こども計画策定に係る内容を掲載  

 

 回数 開催日 内　容

 

第１回
令和６ 年  

８月９ 日

・諮問  

・第二期 中間市子 ども・子育 て事業計 画の令和 ５年度事 業  

報告に ついて  

・「中間市 こども計 画」策定 の趣旨・ 背景について  

・各種ア ンケート 調査につい て  

・今後の 策定スケ ジュールに ついて

 

第２回
令和 6 年  

１０月 ４日

・第１回 中間市子 ども・子育 て会議議 事録の承 認につい て  

・中間市 こども計 画の骨子案 について

 

第３回
令和６ 年  

１２月 １８日

・第２回 中間市子 ども・子育 て会議議 事録の承 認につい て  

・中間市 こども計 画の素案に ついて

 

第４回
令和７ 年  

１月２ ４日

・第３回 中間市子 ども・子育 て会議議 事録の承 認につい て  

・中間市 こども計 画案につい て  

・パブリ ックコメ ント（意見 募集）に ついて

 

第５回
令和７ 年  

３月１ ７日

・第４回 中間市子 ども・子育 て会議議 事録の承 認につい て  

・パブリ ックコメ ントの結果 報告につ いて  

・中間市 こども計 画答申案に ついて
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中間市子ども・子育て会議条例 

平成 25 年９月 27 日条例第 24 号 

（設置） 

第１条　子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 72 条第１項及びこども基本

法（令和４年法律第 77 号）第 13 条第３項の規定に基づき、中間市子ども・子育て会議

（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条　子ども・子育て会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１)　子ども・子育て支援法第 72 条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(２)　こども基本法第 10 条第２項の市町村こども計画の策定及び変更について、市長の

諮問に応じ、調査審議し、その結果を市長に答申すること。 

(３)　こども施策に係る事務の実施に係る協議及び連絡調整を行うこと。 

(４)　前３号に掲げるもののほか、本市のこども施策に関し、市長が必要と認める事項 

（委員） 

第３条　子ども・子育て会議の委員（以下「委員」という。）の定数は、20 人以内とする。 

２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１)　学識経験のある者 

(２)　子どもの保護者 

(３)　地域において子育ての支援を行う者 

(４)　子どもの教育、保育又は養育に関する事業に従事する者 

(５)　経済団体、労働者団体その他各種団体の関係者 

(６)　前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要があると認める者 

（任期） 

第４条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２　委員は、再任されることができる。 

（会長等） 

第５条　子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選により定める。 

２　会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員が、そ

の職務を代理する。 

（臨時委員） 

第６条　市長は、子ども・子育て会議において特別の事項の調査又は審議をさせるために必

要があると認めるときは、委員とは別に、第３条第２項各号に掲げる者のうちから臨時委
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員を委嘱することができる。 

２　臨時委員の定数は、３人以内とする。 

３　臨時委員は、その者の委嘱に係る特別の事項に関する調査又は審議が終了したときは、

解嘱されるものとする。 

４　臨時委員の報酬は、委員に準ずる。 

（会議） 

第７条　子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長

となる。この場合において、招集の対象となる者は、委員及びその会議の議事に関係があ

る臨時委員とする。 

２　前項の規定による招集は、会長及び第５条第３項に規定する委員を定めていないとき

は、市長がこれを行う。 

３　子ども・子育て会議は、委員及び第１項の規定により招集された臨時委員の過半数が出

席しなければ、会議を開くことができない。 

４　会議の議事は、会議に出席した委員及び臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

（部会） 

第８条　子ども・子育て会議は、必要に応じ、部会を置くことができる。 

２　部会は、委員及び臨時委員のうちから会長が指名する者をもって組織する。 

３　第５条及び前条の規定は、部会について準用する。この場合において、第５条中「会長」

とあるのは「部会長」と、前条第１項中「子ども・子育て会議の会議（以下「会議」とい

う。）」とあるのは「部会の会議」と、「会長」とあるのは「部会長」と、同条第２項中「会

長及び第５条第３項に規定する委員を定めていないときは、市長」とあるのは「部会長及

び第８条第３項の規定により 読み替えて準用する第５条第３項に規定する委員を定めて

いないときは、会長」と読み替えるものとする。 

（会議等の公開） 

第９条　会議は、原則として公開とする。ただし、やむを得ず非公開とするときは、会議に

出席した委員及び臨時委員の３分の２以上の同意を必要とする。 

２　前項の規定は、部会の会議について準用する。 

（庶務） 

第 10 条　子ども・子育て会議の庶務は、保健福祉部においてこども施策を所管する部署に

おいて処理する。 

（委任） 

第 11 条　この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、

会長が子ども・子育て会議に諮って定める。


